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グローバル化の進展により，企業間の競争

は激しさを増している。メーカー間の業績も

「勝ち組」と「負け組」に二極化しつつあり，

真に技術力がある企業しか生き残れない状況

にある。メーカーにとって，研究開発はまさ

に生命線である。

富士電機は，事業に直結した製品開発のほ

か，次世代製品や新事業の技術開発，基礎研

究に取り組んでいる。他社にない独自技術の

確立を目指すとともに，開発効率向上のため

の解析評価技術やシミュレーション技術にも

注力している。

表紙写真は，薄膜成膜装置を背景に，現在

開発中の色変換方式有機EL，トレンチ横型

MOSFET，メタヒューリスティク手法によ

る最適化手法のイメージを配して，基礎研究

からの新製品の創出を表現した。

表紙写真

交差相関物性学のすすめ 101（ 1 ）
十倉　好紀

最近の研究開発動向 102（ 2 ）
古 庄 昇

環境，情報，サービス，コンポーネントをキーワードとして 

独創的な技術開発を蓄積しています。 

富士電機は，地球環境と調和した技術とシステムづ

くりにより，明るく豊かな社会をめざして，たゆま

ず進化したいと考えています。 

このテーマの実現に向けて，分子・原子の制御によ

り，新しいものの性質や現象の発見につながる基礎

研究を積み重ねて，新しい技術の時代を拓きます。 
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ピエール・キュリーは，キュリー夫人との放射能に関す

る研究，特にラジウムの発見（1898 年）で知られている

が，それ以前の仕事として，圧電性や強磁性体の温度効果

（キュリー温度）の発見が有名である。その彼が，1896 年

にある予言をしている。「世の中には，磁場をかけると電

気分極が発生し，電場をかけると磁化が発生する，そのよ

うな物質が存在するのではないか。」今日，電気磁気（ME）

効果として知られる現象であるが，ピエール・キュリーは，

おそらく当時の最先端科学技術であった電磁気学の諸法則

のアナロジーを固体に求めたものであろう。そのME効果

は，ようやく 1960 年になって酸化クロム結晶において実

在することが発見され，その後，学問的には着実な進展が

あったが，あまりに小さい効果のため，今まで実用に供さ

れることはなかった。

電場と分極，磁場と磁化という，一見して自明な共役量

の結合のほかに，非対角的に結合した示量・示強変数，た

とえば上記のME効果では，電場ー磁化，磁場ー分極，を

もつ交差相関（cross-correlation）系は，実は限りない機

能応用の宝庫である。たとえば，交差相関物性としての熱

電変換，光電変換の，環境・エネルギー問題における重要

性は言うまでもない。また，磁場による巨大な抵抗変化

（巨大磁気抵抗）を利用するスピントロニクスもその原理

自体を交差相関物性に置いている。

交差相関系の魅力のひとつは，「逆効果」の存在である。

たとえば，熱で電位差を生じるゼーベック効果に対して，

電流によって熱冷却が可能なペルチェ効果の存在を思い出

すとよい。現在のスピントロニクスの重要な課題のひとつ

は，電界や電流による磁化ベクトルの制御にあるが，これ

をビオ・サバール則（電磁石）のような古典電磁気学を利

用するのではなく，ピエール・キュリーが夢想したように，

新原理にもとづく固体機能としていかに実現するかが現在

大きな問題となっている。この意味では，上記のME効果

も，もしその効果を充分巨大化できれば，スピントロニク

スに革新的な進展をもたらすだろう。ちょうど巨大磁気抵

抗素子が高密度磁気記録のエポックをなしたように。

それでは，その巨大化の処方はいかなるものであろうか。

交差相関効果を現象論的に記述し，群論にしたがって効果

の有無と対称性を議論する，美しい理論的処方はすでに完

成している。この世紀をまたぐ（19 世紀から 21 世紀へと）

効果を現代的な視点から巨大化して機能化を果たすのには，

これを微視的な電子論から記述する理論手法の開拓と人工

格子を含む新しい材料設計・開発が不可欠である。現在で

は，これに必要な周辺科学技術も成熟して出番をまってい

る。たとえば，結晶中の磁性と電気伝導との絡み合いを記

述する強相関電子科学は，高温超伝導研究で面目を一新し，

超巨大磁気抵抗現象によって大きく進展した。実際，ME

効果については，その巨大化と関連する新しい磁気光学現

象の探索を目指して，強誘電性・焦電性（フェロエレクト

リックス）と強磁性（フェロマグネティックス）がひとつ

の物質中に同居した，いわゆるマルチフェロイックス系の

材料設計と新機能探索が再び関心を集めつつある。

現在の電子材料の研究者についての脅迫観念は，半導体

の集積密度が 1.5 年で 2倍になるという，例の「ムーアの

法則」であり，それを上回るスピードで進展する磁気記録

密度の過酷なロードマップであろう。システム・インテグ

レーションと絶えざるイノベーションが，驚異的な集積密

度と情報社会の発展をもたらしたことは間違いないが，一

方で一元的価値観の世界からは到達できない科学技術領域

もあることを忘れるべきではない。そのひとつの考え方は，

文字通り，デシプリンの間に架け橋を架け，融合化によっ

て新しいベクトルをもった科学技術概念を創成することで

あろう。ここに述べたような，複数の「物理量」の間の架

け橋を考える交差相関物性学は，そのような「斜視的思考」

の一例に過ぎないが，このような楽観論を語ることは，私

のように大学教師として禄を食む身の特権とマナーではあ

る。

交差相関物性学のすすめ

十倉　好紀（とくら　よしのり）

東京大学大学院工学系研究科教授 工学博士
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材料開発，評価，デバイス適用の

研究に従事。現在，富士電機アド

バンストテクノロジー（株）取締役

兼研究企画部長。日本化学会会員，

高分子学会会員。
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1990 年以降のグローバリゼーションの進展に伴い，国

内市場および海外市場での競争が激化している。かつて

「ものづくり」で世界をリードしてきた日本も，近年は海

外の安価な製品の流入により，その優位性が揺らいできて

いる。この状況を打破するためには，競合相手に対して圧

倒的優位に立てる製品を提供していく必要があり，それを

実現するための研究開発は企業の生命線である。

研究開発状況

富士電機は，基幹事業の重点機種を選別するとともに，

次代を担う新事業機種や基礎研究に開発資源を重点配分す

る戦略をとっている。また，中期的な視野に立った技術ロ

ードマップを作成し，コア技術の育成，強化を図っている。

環境分野では，水処理技術と廃棄物処理技術に注力して

いる。水処理技術では，従来からの浄水場システムに加え，

膜利用の浄水システムを開発し，2003 年度中には（財）水

道技術研究センターの技術認定を取得できる見込みである。

廃棄物処理技術では，有機性廃棄物資源化のコア技術とな

るメタン発酵技術を開発し，パイロットプラントが 2003

年から稼動中である。

情報・サービス分野では，ソリューション事業や従来か

らのメンテナンスやアフターサービスだけではない新しい

サービスの提供に取り組んでいる。電子自治体システム，

生産現場の監視制御システムと生産管理システムの統合，

製造プラントやパワープラントのコストミニマム運用シス

テムの構築，非接触 ICカードシステムが代表例である。

コンポーネント分野は，パワーエレクトロニクス応用製

品，低圧遮断器・開閉制御機器のさらなる売上げ拡大を目

指し，製品の差別化を図る開発に取り組んでいる。パワー

エレクトロニクス応用製品では，逆阻止 IGBTを適用した

AC-AC直接変換方式のマトリックスコンバータや，高速

制御や超高精度を実現する変換回路技術，オートチューニ

ング技術を開発し，差別化を目指している。低圧遮断器・

開閉制御機器では，10 ％の世界シェア獲得を目指し，小

型で高い遮断容量を実現する技術を開発している。

半導体分野では，トレンチ技術のポリッシュアップによ

り，パワーMOSFET，IGBTの低損失化と高性能化のほ

か，新構造のトレンチ横型パワーMOSの開発を進めてい

る。また，世界最小のマイクロ電源モジュールや逆耐圧を

有する逆阻止 IGBTなど，富士電機独自の新型デバイスの

製品化にも注力している。

磁気記録媒体分野では，垂直磁気記録媒体技術で世界最

高の 1 平方インチあたり 150 Gビット相当の面記録密度を

達成し，今後も市場の高密度化の要求に対応していく。

センサ分野では，バイオ技術を応用したユニークなセン

サ開発に注力し，生きている菌数を迅速に測定する検査技

術を開発している。

新事業機種では，フルカラー化の最大の課題である発光

効率とコントラストを両立させた色変換方式有機 ELディ

スプレイ，フィルム基板アモルファス太陽電池，固体高分

子形燃料電池の製品化，りん酸形燃料電池の事業拡大に注

力し，今後，開発体制の強化と事業化の加速を図っていく。

基礎研究では，世界の最先端をいく有機双安定材料や酸

化物高誘電体材料，環境に配慮した鉛フリーはんだやノン

ハロゲン樹脂，使用条件の異なる蒸気タービンの異種材料

接合技術などの開発を進めている。また，開発スピードの

向上を図るため，大型放射光施設（SPring-8）を利用し

たシリコンの高感度ひずみ計測や媒体の磁性層ナノレベル

結晶解析などの微視解析技術にも取り組んでいる。

あとがき

競争の激化で，製品のライサイクルはますます短くなっ

てきている。このため，企業存続には絶え間ない製品開発

と市場開拓が必要である。富士電機グループの基盤になっ

ている事業の新製品投入による拡大，インキュベーション

機種・新規事業の早期事業化，基礎研究の充実による継続

的な発展の礎作りを，着実にかつスピーディに達成すべく，

今まで以上に努力していく所存である。

最近の研究開発動向
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古庄　　昇（ふるしょう　のぼる）
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川上　春雄

光機能材料，有機電子材料の開発

に従事。現在，富士電機アドバン

ストテクノロジー（株）材料技術研

究所技師長。工学博士。応用物理

学会会員。

加藤　久人
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性材料，有機電子材料の開発に従

事。現在，富士電機アドバンスト

テクノロジー（株）材料技術研究所。

博士（工学）。応用物理学会会員，
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山城　啓輔

有機電子材料の研究に従事。現在，

富士電機アドバンストテクノロ

ジー（株）材料技術研究所。電気学

会会員，応用物理学会会員，放電

学会会員。
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製品開発，とりわけ電子技術分野の新製品開発において

は，高い機能を持つ新材料の適用が強く求められる。有機

電子材料は，その基本性能ではシリコンなどにいまだ及ば

ないものの，光との相互作用，低コストプロセス，大面積

素子などの特徴を生かした実用化検討が進められている。

図１は，今後市場が広がると言われる情報機器分野の製品

群と，それに適用が予想される新技術をまとめたものであ

るが，そこにおいても有機電子材料の占める位置はきわめ

て高いものがある。

富士電機は，有機感光体で世界有数のシェアを持ち，ま

た有機エレクトロルミネッセンス（EL）を次世代製品と

して開発しつつある。これらの事業の根幹である有機電子

材料の開発を推進していくことは重要な課題である。

本稿では，この有機電子材料を用いた次世代製品の一つ

として開発を進めている双安定性素子の開発の現状と今後

の方向について述べる。

有機電子材料の特徴

表１は，代表的な有機電子材料の電荷移動度をシリコン

と比較したものである。最も高いペンタセン単結晶でも正

孔移動度は 3.2 cm2/Vs 程度であり，電子移動度はさらに

小さい。このため，これらの有機電子材料を用いたデバイ

スは一般的に応答性に限界がある。また，材料によっては

大気環境で不安定な場合があり，封止などの対策をとる必

要がある。しかしながら，有機電子材料には以下に示すよ

うな従来の電子材料にはない特徴があり，それを生かした

デバイス開発が推進されている。

材料設計によるバンド幅の制御が可能であり，光との

相互作用の自由度が高い。

大面積素子の製造が容易である。

低コストプロセス（塗布など）の適用が可能である。

有機分子特有の物性（分子配向，双極子モーメント，

相転移など）を利用した新規デバイスの可能性がある。

例えば，本稿で述べる有機双安定性材料のスイッチング

速度は 10 ns 程度と言われており，多くの応用には十分

な速度を確保できる可能性がある。

有機双安定性材料とその開発動向

特定の化学構造を有する有機電子材料においては，一つ

の電圧値に対して二つの安定な抵抗値が存在する双安定性

が観測される。図２にはその特性例を示す。例えば電圧を

0Vから徐々に上げていくと，低電圧領域ではほとんど電

流が流れない高抵抗状態（オフ状態）であるが，あるしき

（4）

（3）

（2）

（1）
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川上　春雄（かわかみ　はるお） 加藤　久人（かとう　ひさと） 山城　啓輔（やましろ　けいすけ）
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図１　成長商品分野の技術動向
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表１　有機電子材料の電荷移動度 

シリ 
コン 

450 

1,500

共役系 
導電 
ポリマー 

0.1 

-

共役系 
低分子 
材料 

1×10－5 

1×10－6

ペンタ 
セン 
単結晶 

3.2 

0.5

チィオ 
フェン 
配向膜 

0.1 

0.02

液晶 

1×10－3 

1×10－3

正孔移動度 
（cm2/Vs） 

電子移動度 
（cm2/Vs） 



有機電子材料を用いた双安定性素子

い値電圧（Vth2）で急激に電流が数けたにわたって増加す

る。この低抵抗状態（オン状態）は電圧を Vth2より下げ

ても安定に継続するが，電圧が別のしきい値電圧（Vth1）

より低くなると，再びオフ状態に復帰する。

このような特性を示す有機双安定性材料としては，従来

から電荷移動錯体と呼ばれる有機材料が知られていた
～

。こ

れらの電荷移動錯体は，電子吸引性分子と電子受容性分子

の二つの分子からなる分子間化合物であり，その組成比を

厳密に制御することが必要である。それに対し，最近，カ

リフォルニア大学のグループは，有機双安定性材料薄膜層

内にきわめて薄い金属中間層を設けることにより，単一成

分の有機双安定材料で上記電荷移動錯体と同様な双安定性

を得ることに成功した。この構成では，従来の２成分系で

ある電荷移動錯体と比較して組成制御性が改善されるが，

金属中間層の作製という新たな工程が追加されるという難

点があった。

富士電機では，独自の有機双安定材料開発とプロセス開

発により，有機膜層内に上記のような金属中間層を設ける

ことなく，かつ，単一成分の有機材料を用いて上記電荷移

動錯体と同様な双安定性を得ることに成功した
～

。これによ

り，単一の有機膜を金属電極で挟んだだけの簡単な構造で，

双安定素子を作製することが可能となった。

これらの材料における双安定性現象の詳細なメカニズム

はいまだ明らかになっていない。特に，比較的新規に開発

された単一分子で双安定性を示す材料系については，未知

の部分が多く残されているのが現状である。富士電機が開

発した双安定性素子については，①有機双安定性材料層と

金属電極の界面に存在する電荷注入障壁により電流が抑制

される（オフ状態），②電荷注入障壁に電荷が蓄積し局部

的に電界が上昇する，③電界の上昇によって電荷注入障壁

が破れ，有機双安定性材料膜への電荷の流れ込みが発生す

る（オフ状態からオン状態への遷移），などのメカニズム

を推定しているが，その詳細特性や有機材料物性との関連

などについては検証すべき点がまだ多く残されているのが

現状である。

この双安定性は，高密度記録媒体やスイッチング素子と

して適用できる可能性があり，ここ数年，当技術の開発を

行う機関が増加している。また，有機材料のほか，無機材

料についても注目すべき材料系が開発されつつある。主要

なものを表２にまとめた
～

。

富士電機における開発と成果

富士電機では，この双安定性を応用したデバイス開発を

進めている。このデバイスは有機材料を原料として用いる

ため，低温プロセスで大面積素子の製造が可能であり，か

つプラスチック基板などへの適用も可能なため，特に，有

機 ELなどのディスプレイパネルの駆動素子などへの適用

性が高いと考えている。

現在，ディスプレイパネルの駆動方式は，各画素を時系

列的に順番に発光させるパッシブマトリックス方式と，各

画素に制御回路を設けて発光を継続させるアクティブマト

リックス方式に分類される（パッシブマトリックスとアク

ティブマトリックスについては 111ページの「解説」参照）。

前者の方式はパネル中の画素は各行ごとに順次発光するた

め，各画素の発光素子は発光時間が制限され，かつ，発光

時間内に瞬間的に強く発光する必要がある。このため低コ

スト化が可能であるものの，消費電力や寿命の点では課題

を有している。これに対し後者の方式では，各画素に薄膜

（13）（4）

（7）（5）
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（3）（1）
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表２　双安定性素子の開発動向 
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トランジスタなどからなる制御回路を有し発光状態を連続

して維持できるため，各画素の発光素子は平均的に低輝度

で発光すればよい。一般に有機 ELは輝度が低いほど発光

効率が高く発光寿命は長くなるので，消費電力や寿命の点

でメリットはあるものの，コストが高いのが難点である。

これに対し，例えば図３に示すように有機 ELと双安定

素子を直列に接続し，両端にバイアス電圧を印加すること

により双安定素子のオンオフ状態を維持させれば，パッシ

ブマトリックス方式と同様の構成でも発光を継続させるこ

とができる。オンオフ状態はそれぞれの転移電圧に相当す

る電圧を制御パルスとして印加することにより切り換えら

れる。これにより高価な制御回路を用いることなく，ディ

スプレイの消費電力や寿命を改善することが可能となる。

図４は，上記の有機 ELと双安定素子を直列に接続した

画素での動作を詳細に示したものである。双安定素子がオ

ン状態では，両素子に印加される電圧 VTは双安定素子と

有機 ELの抵抗値に応じて分割される。このときの各電圧

値をそれぞれ VB，VOとすると，VOは有機 ELの動作電

圧となり一般には最大 10V程度の値が必要とされる。ま

た，オフ状態では双安定素子はコンデンサと等価になり，

両素子に印加される電圧 VTの全部が双安定素子に印加さ

れる。双安定素子の状態が安定であるためには，両状態で

印加される電圧 VB（オン状態），VT（オフ状態）が前述

の Vth1とVth2の間にあることが必要となる。すなわち，こ

の用途には，有機 ELの駆動電圧と電流に対応するために，

オフ状態からオン状態への転移電圧 Vth2は VTより高い

（一般には 15V 以上）必要があり，かつオン状態での電流

密度が高いという特性が必要とされる。富士電機は，独自

に開発した有機双安定性材料を用いることにより，単一組

成，単層構造での双安定性を実現するとともに，この種の

デバイスでは世界最高となる転移電圧 Vth2として 20 Vを

達成した。

図５，図６にはその特性例を示す。このうち図５は単層

構造における各種材料の特性を示したものである。このう

ち材料 Aは，従来，中間層構造でのみ双安定性が得られ

るとされていた材料であるが，富士電機では構造が単純な

単層構造（有機双安定材料層を金属電極で挟んだ構造）に

て双安定性を得た。また，材料 Bと材料 Cは富士電機が

独自に開発した有機双安定性材料である。このうち，材料

Bは正の電荷（正孔）を伝導する材料であり，材料 Aよ

りも高い電流が得られている。また材料 Cは負の電荷

（電子）を伝導する材料である。有機 ELと接続する場合

には素子構成に応じてこれらの極性の異なる材料を使い分

けることができる。また，図６は材料 Cを用い，電極と

有機双安定性材料層との中間に界面層を設けた素子の特性

を示したものであるが，この構成で，オフ状態からオン状

態への転移電圧を 20 V 以上に向上させることに成功した。

界面層は導電性微粒子を有機材料中に分散したものであり，

双安定素子に印加される電圧の一部を分担するとともに，

素子への電荷注入を制御して転移電圧を向上させる役割を
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果たしていると考えている。

図７は，現在各研究機関から公表されている双安定素子

の転移電圧とオン電流密度を比較したものである。転移電

圧は富士電機の界面層構造を用いた材料 Cでのデータが

最も高く，オン電流密度はカリフォルニア大学の中間層構

造を用いた材料 Aが最も高くなっている
～

。富士電機では，

現在，さらなる特性の改善を目指して，新しい有機材料の

開発と層構成の最適化を継続している。

あとがき

本開発は緒についたばかりであり，今後解決すべき課題

が数多く残されている。特に，オン状態での電流密度のほ

か，繰返し特性，環境特性など，信頼性，安定性にかかわ

る課題には高いハードルが予想される。また，これらの技

術課題を解決するには，双安定性という現象のメカニズム

の解明が不可欠であるが，前述のようにこれについても不

明な点が多く残されているのが現状である。

これらの課題を解決していくには，社内のみならず社外

各機関との幅広い連携が不可欠と考えている。今後，これ

らの協力を仰ぎながら，実用化を目指して開発を推進して

いく所存である。

参考文献

Potember, R. S. et al. Electrical switching and memory

phenomena in Cu-TCNQ thin films. Appl. Phys. Lett.

vol.34, 1979, p.405-407.

Kumai, R. et al. Current-induced insulator-metal transi-

tion and pattern formation in an organic charge-transfer

complex. Science. vol.284, 1999, p.1645-1647.

Gao, H. J. et al. Using a new kind of organic complex

system of electrical bistability for ultrahigh density data

storage. J. Vac. Sci. Technol. vol.B 15, 1997, p.1581-1583.

Ma, L. et al. Nonvolatile electrical bistability of organ-

ic/metal-nanocluster/organic system. Appl. Phys. Lett.

vol.82, 2003, p.1419-1421.

Kawakami, H. et al. Electrical Bistable Behavior of Or-

ganic Materials in Single Layer Structure. Proc. The In-

ternational Symposium on Optical Science and Technol-

ogy SPIE’s 48th Annual Meeting. vol.5217, 2003, p.71-79.

川上春雄ほか．アミノイミダゾールジカーボニトリルの電

気的双安定特性．第 50 回応用物理学会連合講演会予稿集．

29p-B-8，2003．

加藤久人ほか．ビスキノメタン系有機材料の電気特性にお

ける電極依存性， 双安定性．第 64 回応用物理学会学術講

演会予稿集．2a-S10，2003．

Bandyopadhyay, A. et al. Large conductance switching

and memory effects in organic molecules for data-storage

applications. Appl. Phys. Lett. vol.82, 2003, p.1215.

Taylor, D. M. et al. Memory effect in the current-volt-

age characteristic of a low-band gap conjugated polymer.

J. Appl. Phys. vol.90, 2001, p.306.

Gao, X. et al. Switchable organic electroluminescence.

Appl. Phys. Lett. vol.81, 2001, p.4508.

Oyamada, T. et al. Switching effect in Cu:TCNQ

charge transfer-complex thin films by vacuum codeposi-

tion. Appl. Phys. Lett. vol.83, 2003, p.1252.

van der Sluis, P. et al. Non-volatile memory cells based

on ZnxCd1-xS ferroelectric Schottky diodes. Appl. Phys.

Lett. vol.82, 2003, p.4089.

Ueno, K. et al. Light-emissive nonvolatile memory ef-

fects in porous silicon diodes. Appl. Phys. Lett. vol.74,

1999, p.93.

Reed, M. A. et al. Molecular random access memory

cell. Appl. Phys. Lett. vol.78, 2001, p.3735.

Chen, Y. et al. Nanoscale molecular-switch devices

fabricated by imprint lithography. Appl. Phys. Lett.

vol.82, 2003, p.1610.

（15）

（14）

（13）

（12）

（11）

（10）

（9）

（8）

（2）

（7）

（6）

（5）

（4）

（3）

（2）

（1）

（13）（4）

106（6）

特

集

特

集

0 5 10 15 20 25

102 

10 

1 

10－1 

10－2 

10－3

オ
ン
電
流
密
度
（
m
A
/c
m
2
）
 

転移電圧（V） 

（4） 

カリフォルニア大学 

（12） 

フィリップス 
（10） 

九州大学 

（8） 

Indian A.C.S. 

（11） 

千歳科学技術大学 
（6） 

富士電機 

（13） 

東京農工大学 

（9） 

ウェールズ大学 

図７　双安定性素子の初期特性比較
～（13）（4）

富士時報 Vol.77 No.2 2004 有機電子材料を用いた双安定性素子



渡邉　裕彦

プリント配線板の実装技術，特に

鉛フリーはんだの実装技術の研究

に従事。現在，富士電機アドバン

ストテクノロジー（株）生産技術研

究所。溶接学会会員。

管野　敏之

有機・高分子材料と有機デバイス

技術の開発に従事。現在，富士電

機アドバンストテクノロジー（株）

生産技術研究所。高分子学会会員，

応用物理学会会員，電気学会会員。

古川　雅晴

プラスチック成形加工技術の開発

に従事。現在，富士電機アドバン

ストテクノロジー（株）生産技術研

究所。プラスチック成形加工学会

会員。

富士時報 Vol.77 No.2 2004

まえがき

欧州連合（EU）のWEEE指令「使用済み電気・電子機

器に関する指令」による回収，リサイクルへの対応や

RoHS 指令「有害物質の使用禁止指令」による 6 物質（鉛，

水銀，カドミウム，六価クロム，特定臭素系難燃剤 2種）

の電気・電子機器への使用禁止期日がそれぞれ 2005 年 8

月 13 日，2006 年 7 月 1 日と決定した。鉛フリーはんだや

樹脂加工品のノンハロゲン化への製品展開が急務となって

いる。

富士電機は，積極的に電子機器製品の環境調和型化へ取

組みを推進している。

本稿では，この規制に対応した材料開発の取組みのうち，

成形樹脂用反応型ノンハロゲン難燃化技術の開発と，電子

機器に使用されている鉛を使用しない，鉛フリーはんだ材

料の開発の 2テーマについて，その取組みと内容を紹介す

る。

成形樹脂用反応型ノンハロゲン難燃化技術の

開発

２.１ 背　景

富士電機製品の樹脂加工品は，難燃グレードが UL94 規

格 V-1 以上の難燃性強化仕様が多くを占め，主にハロゲ

ン系難燃剤や赤りん系を使用してきた。ハロゲン系難燃剤

は，ダイオキシンなどが発生し環境に悪影響を与える。ま

た，赤りんは危険ガスが発生し有害である。そこで，高い

難燃グレードを有し，樹脂本来の特性と機能性を付与し，

リサイクル性，コストなどを考慮した新材料開発が求めら

れている。

２.２ 従来剤と反応型ノンハロゲン難燃剤の特徴

反応型ノンハロゲン難燃化技術を開発し，環境に優しい

機能性樹脂技術を製品に反映することで，①環境規制への

対応，②熱硬化性樹脂成形品の熱可塑性樹脂代替，③薄肉

成形による小型・軽量化などを進めている。

現状のノンハロゲン系難燃剤は，樹脂中に多量に添加分

散しなければならず，耐環境性を低下させ，本来の樹脂特

性（機械的，熱的，電気的など）の悪化や表面への析出・

分離などによる特性低下といったトラブルが発生する。

本開発の反応型難燃剤は，分子構造内にりん（P），窒

素（N）を含有し，さらに樹脂と反応基を末端に有した図

１に示す基本骨格構造の難燃剤である。

これを樹脂中に添加し，成形加工後，熱・放射線照射に

より，図２に示すように樹脂分子内に付加し，網目構造を

形成することで機能性を発現させる。これにより P・N元

素が樹脂の燃焼現象を抑制し，網目構造が耐熱性・機械特

性などの低下を防止し，表面への析出・分離現象を抑制す
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図２　反応型難燃剤と樹脂分子構造モデル
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る。

２.３ 反応型難燃剤に対する要求特性

可燃物質，酸素，熱の存在下で燃焼現象が起こる。その

際，熱の放射・伝達により樹脂が酸化分解・溶融分解し，

発生・拡散した可燃性ガスと酸素とが反応して燃焼する。

これの繰返しにより，連鎖的に燃焼現象が進む。難燃化に

は，熱分解速度，熱分解生成物，気相反応，熱伝達などの

制御が必要となり，P・N元素が分子内に存在すると炭化

皮膜の形成と酸素遮断効果により，難燃性の制御効果を得

られる。

難燃剤への要求特性は，難燃剤としての難燃効果はもと

より，①混練・成形時に分解・ガス化しない，②樹脂との

相溶性がよい，③成形流動性がよい，④反応性が高い，⑤

樹脂の燃焼時に分解することなどが要求される。

図３に製品化までのプロセスフローを示す。本難燃剤の

構造開発においては，目的とする樹脂骨格内に反応性と難

燃性を付加できる最適な分子構造を設計し，合成試作を進

めている。さらに，最適な材料設計により配合・コンパウ

ンド化を行い，成形加工条件を確立しながら加工品を作製

し，その後，ラジカル重合反応（架橋）処理を施し樹脂を

網目構造化している。各工程での樹脂の状態変化は，化学

的，熱的，機械的な材料物性という観点から，分子構造同

定，結合状態，熱分解温度，機械的強度などの分析評価を

行っている。さらに難燃特性を評価し，難燃剤の分子構

造・材料設計（組成）へフィードバックしながら開発を推

進している。現在までに，製品化プロセス，および各工程

で不可欠な要素技術を構築した。

２.４ 反応型難燃剤を添加した成形品の貯蔵弾性率と温度

依存性

図４に，「構造②」タイプ反応型難燃剤を添加した成形

品の貯蔵弾性率の温度依存性を示す。架橋反応前の貯蔵弾

性率は 250 ℃付近で融解・軟化現象が起こり，急激に低下

するが，架橋反応後は低下が少なく，反応により網目構造

化していることが分かる。

図５は，各構造における架橋反応前後の 250 ℃での貯蔵

弾性率を示している。構造②の貯蔵弾性率は反応後に最も

増加しており，分子の基本骨格と反応基の数や配位によっ

て反応が異なることを示している。

２.５ 反応型難燃剤の構造と難燃特性

図６に各構造と残炎時間の関係を示す。ベンゼン環を有

する環状りん化合物「構造③」は，他の構造に比較して難

燃効果が高く，UL94 規格 V-2 ～ V-1 相当の難燃性を有

することが分かった。また，「構造①」の場合，熱分解温

度が低く，混練・成形時のガス化により難燃剤の添加量が

減少し，難燃性が低下した可能性がある。一方，反応性に

ついては，構造①の場合，官能基の結合強度が弱く，架橋

度が低下したと考えられる。
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２.６ 今後の成形材料技術の研究

反応型ノンハロゲン系難燃剤の開発を行い，反応による

網目構造化で樹脂本来の機械特性・耐熱性などを達成する

ことができた。樹脂骨格の分子内に難燃特性を有する分子

を導入することで難燃性を向上し，難燃効果に適した構造

を見いだし，UL94 規格 V-1 以上の難燃性を実現できる指

針を構築した。今後は熱硬化性樹脂の代替，全社製品への

ノンハロゲン難燃化技術の適用を進め，環境に配慮した製

品作りに貢献する。

本技術は，材料の機能化への足掛かりとなり独自の材料

開発として多くの分野に展開していきたい。

鉛フリーはんだ材料の開発

富士電機が独自に開発した，5 元系鉛フリーはんだ

（SnAgCuNiGe）の特徴について紹介する。本はんだは，

SnAgCuが主成分で，微量の Niと Geを含有することが

特徴である。現在，国内，米国およびドイツで特許を取得

している。

３.１ 背　景

産業用エレクトロニクス製品の特徴は，大電流製品や屋

外の厳しい環境下で使用されることが多く，大容量から小

容量の電子部品までさまざまな品種を採用している。さら

には，ベアチップもフリップチップ実装形態で基板上に混

載実装される。このような背景の中，富士電機では多様な

接合工法（例えば，リフロー，フロー，水素還元無フラッ

クスリフロー工法など）に適用可能で，加えて熱ひずみ変

化や熱疲労に対する耐久性，はんだ接合部を介した熱伝導

性（放熱性）などのはんだ接合部性状の安定性を重視した

鉛フリーはんだ材料を選定し，材料と製造プロセス技術の

両面で開発を進めている。

３.２ 従来はんだ材料と鉛フリーはんだの特徴

表１に，従来から使用されてきた Sn37Pb 共晶と，富士

電機が開発した SnAgCu 系材料である Sn3.5Ag0.5CuNiGe

はんだの代表基礎物性一覧を示す。これ以降，5 元系はん

だの Sn3.5Ag0.5CuNiGeはんだを SACNG，（社）電子情報

技術産業協会（JEITA）推奨組成である Sn3.0Ag0.5Cuは

んだを SAC，Sn37Pb 共晶はんだを SPと記す。SACNG

を含む SnAgCu 系の鉛フリーはんだは，SPよりも機械的

特性，信頼性が高い合金組成のはんだが幾つもあるが，

SP 特性と大きく異なる点は，SPよりも融点が高く，弾性

率，熱伝導率が高い，亜共晶合金である点だといえ，鉛フ

リーはんだの適用に際しては，物性値を把握し活用するこ

とが重要であると考えている。

３.３ 機械特性のひずみ速度依存性

バルク試験片を用いた材料試験では，一般的に非常に速

いひずみ速度にて材料間の比較試験を行う。しかし，製品

の使用環境によるひずみ条件とは大きく異なる。図７に

SACNGの引張強度のひずみ速度依存性を示す。また，材

料間の比較としてひずみ速度感受性指数 m値も併せて表

記した。

図７から，SACNGはひずみ速度による変化が小さく，

安定性が高いことが分かる。また，SnAgCu 系はんだの

代表的な組成である SACよりも，高温・長時間保持によ

る強度低下が小さいことも確認している。

これは，図８ に示すように，SnAgCu 系はんだの組織

は，Ag3Snと Cu6Sn5の化合物が晶出し，Sn 初晶を取り

巻くように Ag3Sn/Sn 共晶組織が微細結晶として析出す

る分散析出強化型のはんだ組織であるのに対し，SACNG

では図８ のように，その Sn 初晶と Ag3Sn 共晶の晶出

した結晶が，SACよりも微細組織となっているためで，

先に述べた強度変化が小さく，安定性が高いことに寄与し

ていると考えている。

また，SACに対して本稿で述べる SACNGは Ag 添加

量が多く，Ag量による影響も大きいが，はんだ接合にお

ける通常の冷却速度範囲では，初晶 Snが晶出しそれを包

むように Ag3Sn/Sn 共晶がネットワークを形成する。Sn

（b）

（a）

（4）
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表１　SPとSACNGの代表特性 

Sn37Pb項　目 Sn3.5Ag0.5CuNiGe

38 

50 

27 

21～24 

54 

15～20 

311 
（σn－1＝4.9） n

42.0 

40  → 

50  ↑ 

22.3  → 

61  ↑ 

15～23  → 

325 
（σn－1＝11） 

融点（溶解，凝固） 

共晶合金183℃ 
Snリッチで亜共晶 
（β-Sn初晶） 
Pbリッチで過共晶 
（α-Pb初晶） 

亜共晶合金217～221℃ 
β-Snの過冷却発生 
（条件により20℃） 

強度0.2％/s（MPa） 

伸び（％） 

弾性率（GPa） 

線膨張係数（ppm/℃） 

熱伝導率〔W/（m・K）〕 

硬さHV 

表面張力（mN） 
　＝10平均 
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図７　引張強度のひずみ速度依存性
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合金は過冷却しやすく核生成の不均一性により粗大な初晶

Snが晶出するが，先に述べた SACNGの微細組織は，Ni/

Geが添加されていることにより核生成を助け，過冷却時

の初晶 Snの成長を抑止している効果も無視できないと考

えている。

図９に，125 ℃× 1,000 h 高温時効した組織の電界放出

型走査オージェ電子分光装置によるマッピング像を示す。

長時間製品使用時の劣化や高温発熱したときの劣化（以下，

高温時効という）に対する感受性については，高温時効に

よる析出物の成長を，晶出した結晶に Niが分散している

ことで抑止していると推察する。

３.４ ぬれ性

JIS Z 3198に規定されているバルクウエッティングバラ

ンス試験法を用い，メニスカス曲線から各種鉛フリーはん

だをのぬれ性を求めた。図 に各種はんだの評価結果を示

す。ここで，ぬれ力は 2/3Fmax，ゼロクロスタイムはぬれ

曲線上の特徴点（ゼロクロス点）に到達するのに要した時

間を示す。試験片には 10 × 30 × 0.3（mm）のりん脱酸

銅 C1201Pを用いた。本試験法は，供試する試験片の表面

形態による値のばらつきが非常に大きいため，前処理とし

て，①脱脂，②キリンス液による酸洗処理を行ったものを

使用した。

また，図の横軸には試験に供した各種鉛フリーはんだの

成分元素の頭文字をとり，Sn3.5Ag0.5CuNiGeを SACNG，

Sn3.5Agを SA，Sn3Ag2Biを SAB，Sn3.0Ag0.5Cuを

SAC，Sn0.75Cuを SC，Sn37Pbを SPと記した。

代表的な鉛フリーはんだは，いずれも SPに比べ，ぬれ

時間が長く，ぬれ開始に要する時間が必要であることが分

かる。SACNGのはんだ組成は，他の鉛フリーはんだに比

べぬれ時間（ゼロクロスタイム）が速いことが分かる。

３.５ 今後の鉛フリーはんだ材料の研究

従来から使用してきた鉛含有はんだの SPは，製品の使

用環境や発熱による熱応力などで発生するひずみを，自ら

が塑性変形することで緩和してきた。

今後は，弾性率が高く，熱ひずみ劣化の小さい SnAg

Cu 系はんだを採用するうえで，電子部品や基板など異種

材料間の接合母材に対して応力が集中しひずみが発生する

ことが懸念され，従来のはんだ接合形状の見直しや，はん

だ接合された構造体の構造設計や製造プロセスに適応した

物理物性の取得が，SACNGの製品適用展開に重要な技術

課題であると考えている。

１０
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（a）SACのはんだ組織（5,000倍） 

（b）SACNGのはんだ組織（5,000倍） 

図８　はんだ組成と組織

二次電子像 Sn 

Cu Ni

Ag 

図９　SACNGの FE-SAMによるマッピング像
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図１０　各種鉛フリーはんだのぬれ性



環境調和型材料の開発

あとがき

環境調和型材料の先行開発は，他社との優位性確保に大

きく貢献する社会環境にある。金属，高分子，有機・無機

材料など微量元素の添加が大きな効果をもたらす。今後も，

大学，中立機関，素材･原料メーカーなどとの幅広い協業

により，系全体の最適化を図り，環境に優しい製品の提供

を進めていく所存である。
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解　説 パッシブマトリックスとアクティブマトリックス

ディスプレイパネルの駆動方式はパッシブマトリッ

クスとアクティブマトリックスの二つの方式に分類さ

れる。パッシブマトリックス方式では 1 行ずつ順次発

光させるので，例えば 100 行の画素からなるディスプ

レイパネルの場合，ある画素が発光する時間は全体の

1/100となる。したがって，例えばディスプレイパネ

ル面の平均輝度を 300 cd/m2とするには，画素の発光

は 100 倍の 30,000 cd/m2とする必要がある。有機 EL

を高輝度で発光させることは消費電力などの点で課題

があり，この方式では駆動できるパネルの寸法などに

限界がある。

一方，アクティブマトリックス方式では，各画素に

薄膜トランジスタ，もしくは薄膜ダイオードからなる

制御回路が設けられており，これにより各画素はディ

スプレイパネルの行数にかかわらず発光を継続するこ

とができるので，ディスプレイパネル面の明るさと同

程度の明るさで発光していればよい。したがってアク

ティブマトリックス方式は，パネルの寸法などで制限

要素が少なく，現在多く用いられているカラー液晶

ディスプレイパネルではこの方式が多く用いられてい

る。この方式に用いられる薄膜トランジスタは現在，

アモルファスシリコンやポリシリコンなどで作製され

ているが，低コスト化などの目的で有機電子材料の適

用検討が進められている。
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薄膜キャパシタなど，酸化物薄膜デバイス応用を念頭に

おきながら誘電体薄膜の高性能化の研究を進めている。

キャパシタ応用を考えた場合，目標値は非鉛系材料で高比

誘電率（>1,200）と高耐圧（>1MV/cm）を両立させなけ

ればならない。このためには，従来の非鉛系材料の高誘電

率化とともに新しい材料探索を進めていく必要がある。

現在，富士電機では，新規誘電体材料 SnTiO3，電荷移

動型誘電体などの開発を行っているが，このような材料探

索には材料合成のみならず，その評価も合わせて大きな労

力と時間がかかる。これを解決する方法として，コンビナ

トリアル成膜法を利用した超高速材料スクリーニング技術

が提唱されている。ここではコンビナトリアル成膜法の概

要とこれらの結果，および可能性について報告する。また，

富士電機の複合コンビナトリアル PLD（Pulse Laser De-

position）装置導入，およびこれを用いた今後の新規薄膜

合成の展開についても述べる。

コンビナトリアル成膜法および評価技術

コンビナトリアル法とは，もともと 1990 年代に創薬の

分野で考え出された概念であり，「組合せを利用して多種

多様な化合物を合成することにより，短期間に有望な化合

物を見つけ出し，その見いだされた化合物を効率よく最適

化するための技術」と説明できる。この概念を薄膜合成に

応用すると， 1 枚の基板上に複数の条件を作り込み，評価

を行うことによって，材料および成膜条件探索のスルー

プットを大きく向上することができる。

図１に Xiangらによって行われたコンビナトリアル法

を示す
，

。誘電体材料の場合，BaCO3，SrCO3，TiO2などの

プリカーソルをスパッタリングによって密着マスクを通し

て成膜し，大気中で拡散アニールを行い，本焼成を行う

（1 週間程度）。この後プローブを用いて各組成の評価を行

う。しかしながらこの方法では，熱力学的に安定な相しか

得られず，ヘテロエピタキシャルによる単結晶薄膜，超格

子といったヘテロ構造を作成することはできない。

これに対して，現在共同研究を行っている東京工業大学

鯉沼研究室では，その場で 1 枚の基板上にさまざまな条件

を成膜し，合成を行う「コンビナトリアルレーザ MBE

（Molecular Beam Epitaxy）」を開発し，国家プロジェク

トにて評価法まで含めて精力的に研究を行っている
，

。

一方，PLD 成膜法は，ターゲット上にエキシマレーザ

光（波長 248 nm）を集光して 10 万℃以上とすることによ

り生ずるプルームと呼ばれる熱プラズマを適用して，ター

ゲット組成を基板に忠実に転写することができる。この

PLD 法は非平衡状態で成膜が可能であるとともに，昇華

面積が小さいために直線性がよくマスクによる遮へいを容

易に行うことができる。また，パルス成膜であるために，

例えば SrTiO3などを 50パルス/分子層というようにディ

ジタルに成膜をコントロールできる。

図２にコンビナトリアル PLD装置を示す。この装置は

PLDと可動マスク，その場で薄膜形成がモニタ可能な

RHEED（反射高速電子線回折）装置を組み合わせること

（4）（3）
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によって，熱力学的準安定構造を並行して合成することが

でき，薄膜特有の物性まで評価することが可能となる。富

士電機は東京工業大学との共同研究にて，レーザ加熱温度

コンビナトリアル成膜装置を用いて，世界で初めて

SnTiO3 相を合成することに成功した。さらに最近になっ

て， 3 種類のターゲットを用いて打ち分けを行い，可動マ

スクを用いて基板上に三元の相図を作りこむ三元コンビナ

トリアルの概念が導入された。図３にカルーセル形三元コ

ンビナトリアル法の模式図を示す。

評価方法としては，例えば蛍光体の場合は紫外線ランプ

光を当てることによって全面の蛍光効率を測定する方法が

あるし，また，誘電率については後述するマイクロ波誘電

率顕微鏡を用いて評価を行うことができる。

今回，（Ba1－xSrx）TiO3の組成および膜厚の最適化を目

的として，コンビナトリアル薄膜合成を行い，マイクロ波

誘電率顕微鏡による評価を行った。

コンビナトリアル成膜法による（Ba1－xSrx）

TiO3 の最適化

３.１ 組成・膜厚の最適化

（Ba1－xSrx）TiO3の誘電率は Ba，Sr 比および格子のひ

ずみに大きく依存する。そこで今回はまず（Ba1－xSrx）

TiO3 誘電率の組成および膜厚依存性を三元コンビナトリ

アル法で行った。具体的には，前記三元コンビナトリアル

法にて，二元コンビナトリアル，すなわち BaTiO3（BTO），

SrTiO3（STO）二つのターゲットのみを用いて行うと，

図４のように組成および膜厚を連続的に変えることができ

る。基板には 15 mm角，格子定数 3.788Åの LaAlO3と

3.905 Åの Nbドープ STOを用いた。PLDによる成膜分

布および膜質は，ターゲット上でのレーザエネルギー照射

密度に大きく左右される。そこで本成膜に先立ち，レーザ

エネルギーおよび焦点からの集光レンズの位置をさまざま

に調整し，ステンレス鋼板マスクを用いて，実際の成膜時

のコンビナトリアルマスク移動を模擬し条件出しを行った。

今回用いた装置を図５に示す。成膜は膜厚 140 nmを目

（5）
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図４ （Ba1－xSrx）TiO3 組成，膜厚コンビナトリアル
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図３　カルーセル形三元コンビナトリアル法

図５　コンビナトリアル成膜装置
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標とし，1 周期 58パルスで 350 周期行い，成膜時間は約 5

時間であった。

３.２ 測定法の検討

コンビナトリアル法では，多量のサンプルが合成される。

しかし同時に評価の高速化も行わねば，評価がボトルネッ

クとなってしまう。

マイクロ波誘電率顕微鏡は，もともと強誘電体のドメイ

ンの二次元的な分布状態を計測する技術として開発された。

原理を図６に示す。プローブは，リング状のグラウンド電

極と，電界研磨した先端が非常にシャープなニードル，外

付けの Lと Cが帰還増幅器に接続されている構造である。

図中にニードルの先端から試料を貫通してリング電極へた

どる電界のパスがあり，これが容量（コンデンサ）となる。

すなわち試料がない場合の容量を C0とし，このときの発

信周波数を f0とすれば，試料の容量 Csおよび発信周波数

のずれΔ frは次の式により表される。

ニードルを二次元的にスキャンし，発信周波数変化Δ fr

をスペクトラムアナライザで測定することによって，試料

の容量の二次元分布を知ることができる。プローブの先端

径は 20 µmであり，発信周波数は 1.2 GHz，スキャンエリ

アは 20 × 20（mm），ステップは 1 µmである。基板には

膜組成とは異なる基板を用いる必要がある。得られたキャ

パシタンス分布から，最も高い誘電率を持つ組成の位置で

上部電極を形成し誘電率を測定した。

３.３ マイクロ波誘電率顕微鏡による測定結果

LaAlO3 基板上の STO-BTO組成，膜厚コンビナトリア

ル試料をマイクロ波誘電率顕微鏡を用いて評価した。容量

の組成，膜厚依存性を図７に示す。

最も誘電率の高くなる組成は Ba：Sr ＝ 0.8：0.2 近辺で

あった。また，膜厚依存を見てみると 90 nm以下では膜

厚が減っているにもかかわらず，容量は減少している。こ

のことは誘電率の膜厚依存性を示している。すなわち

BST 膜では，90 nm 以上で評価しなければならないこと

が分かる。

一方，同様に導電性Nb：STO基板上に作成したコンビ

ナトリアル STO-BTOにφ 0.5mmの Pt 上部電極を形成

することによって誘電率を評価した。この結果，組成

（Ba0.8Sr0.2）TiO3において比誘電率 820を得ることができ

た。しかしながら，耐圧は 0.2MV/cm程度であり不純物

ドープによる耐圧向上を検討している。

複合コンビナトリアルPLD装置の導入

４.１ コンビナトリアル機構，マスク設計

富士電機では，材料探索の加速を目的として複合 PLD

装置のコンビナトリアル化を行い，これを完了した。ここ

では，設計思想および装置の立上げに関して述べる。

富士電機の複合 PLD装置の概念図を図８に示す。Si 基

板と酸化物プロセスとの融合を目的とした装置であり，背

圧 10－8Pa，ガラス封止ヒータ構造によって酸素雰囲気中

でも基板温度 1,200 ℃を達成でき，酸素，窒素ラジカル，

スパッタガン，k-cellなどを備えた装置である。

f0＋  fr＝ 
L（C0＋Cs） 

Δ 
1

h＝ 

2π 
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図７ （Ba1－xSrx）TiO3 マイクロ波誘電率顕微鏡測定結果
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さて， 1 枚の基板上に三元の相図を描くためには遮へい

マスクと基板回転を組み合わせるのが一番単純である。し

かしながら，①基板回転/②ターゲット交換/③マスク

セット/④成膜開始という手順を踏むと成膜時間よりも基

板回転の時間がかかり，500 層積むのに 10 時間も要して

しまう。さらに，ホルダと基板のずれ，マスクと基板回転

中心の公差を非常に厳しくしなければならない。

一方，図３に示したカルーセルマスクは，機構が複雑で

あるため，今回は図９に示すような，三角形のエッジを利

用するエッジ型直線マスクを設計し導入した。

現在検討している（Ba，Sr，Sn）TiO3を例として，具体

的なプロセスを以下に説明する。

頂角 30 °を持つ直角三角形マスクを 2 枚形成し，プロ

セス 1にて，マスクを移動させながら，物質 1（BaO）を

基板上の正三角形の頂点で，厚さが単位格子（0.4 nm）の

半分となるように成膜する。次にプロセス 2にてもう一つ

のマスクを使用し，物質 2（SnO）を他方の頂点から成膜

を行う。さらにマスクの底辺を使用して，物質 3（SrO）

を同様に成膜する。最後に全面に TiO2を半単位格子成膜

を行う。

これを所定のサイクル，例えば 400サイクル繰り返すと

160 nmの膜厚の三元状態図を基板上に描くことができる。

４.２ 制御系

制御系は東京工業大学にて開発された統合制御ソフト

ウェアを基本に，新たにレーザ制御系，RHEEDモニタを

加え，仕様決定を行った。それぞれの詳細を以下に記す。

レーザ制御系：エネルギー調整

PLDでは，ターゲットの結合エネルギー，焼結密度，

吸収係数の差によって成膜レートは異なってくる。従来は

1 単位格子に要するパルス数を 50 ～ 100パルス程度に調

整し，各ターゲットに対してパルス数を変えることにより

レートを制御していた。しかしながら，SnOなどの二元

系酸化物と SrTiO3などの安定な酸化物とでは大きくレー

トが異なってくる。

そこで今回は，レーザエネルギーモニタ信号をフィード

バックし，照射エネルギーを変化させるとともにゲートを

設けることによって，エネルギーが安定した後に，レーザ

照射を行う構成とした。

差動排気RHEEDおよび RHEEDモニタシステム

図 に RHEEDによる薄膜表面，その場観察の様子を

示す。図 中，矢印で示した鏡面反射点の強度は，原子レ

ベルでフラットな表面の場合非常に強く，表面が粗くなる

と強度は弱くなる。すなわちこの変化をモニタすることに

よって，一分子層ずつの酸化物成長，Layer-by-layerの分

子層成長をモニタすることができる。またストリーク間距

離を観察することによって，面内の格子定数をモニタでき，

どこで格子緩和が起こったか，臨界膜厚などの把握が可能

となる。

さて，酸化物薄膜を成長させる場合，数 Pa 以上の酸素

１０

１０

（2）

（1）
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図１０　RHEED鏡面反射点強度振動と薄膜表面
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図９　エッジ型直線三元コンビナトリアル法

図１１　RHEED輝点トラッキングと STO，SrO/STO成膜時

RHEED振動
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雰囲気が必要な場合がある。しかしながら，RHEEDは

フィラメント周辺を 10－4Pa 以下に保つ必要がある。富士

電機では小型ターボポンプによって差動排気を行う構造と

して数 Paでも RHEEDパターンのその場観察を行うこと

ができる構成とした。

図 に STO/STOホモエピタキシャル時および SrO/

STOを成膜したときの RHEED振動観察の様子を示す。

この振動から 1 分子層成膜に必要なパルス数を計算し，成

膜を行うことによって薄膜のナノレベル制御が可能となる。

複合コンビナトリアルPLDの応用

冒頭に述べたように，現在富士電機では新規誘電体

SnTiO3と電荷移動型誘電体を検討している。ここでは新

規誘電体 SnTiO3について述べる。

鉛系誘電体は比誘電率 3,000 以上を示すために，これま

で広くコンデンサなどに使われてきたが，欧州の環境規制

などによって代替材料が望まれている。図 に代表的なペ

ロブスカイト構造を示す。鉛系は Aサイトの Pbの 6s，

6p 電子が酸素の 2p 電子と混成軌道を作り，これが高い誘

電率に寄与しているといわれている
，

。Pbの代わりに同様

の電子配置を持つ SnをＡサイト原子に，Bサイト原子に

Tiを持つ，化学組成が SnTiO3のペロブスカイト構造酸化

物を考えると同じ効果が期待できる。このような発想から

温度組成コンビナトリアルを実施し，この物質の合成に成

功した。しかし，Snは＋4価になりやすく，収率は 1 ～

2 ％と非常に低いものであった。

今回，収率向上と絶縁性確保を目的として，単位格子の

半分，すなわち半格子を単位とする成膜法，半格子超格子

成膜を発案し，多岐にわたる合成条件の検討をコンビナト

リアル法を用いて行った。半格子超格子とはペロブスカイ

ト型酸化物の単位格子を電気的中性面で A，B層二つ，特

に SnTiO3の場合，SnOと TiO2に分け，それぞれ別の成

膜ソースによって成膜を行い，順次これを繰り返すことに

よって薄膜形成を行う。これによって Snは強制的に＋2

価の SnOの形で A層として成膜でき，収率を大幅に向上

できる可能性がある。

結果として A層に SrOと SnOを混ぜた状態において，

RHEED振動の強度はしっかりと回復し，非常に平坦（へ

いたん）な表面が得られた（図 ）。今後，電気特性およ

び高強度X線による解析によって Snの価数測定を予定し

ている。

あとがき

酸化物薄膜はコンデンサ応用にとどまらず，磁気，光学，

圧電性などの多彩な機能を有する。製品の本質的な差別化

は材料からと考えており，ここで紹介した装置の開発とと

もに電気特性評価システムの開発，コンビナトリアル X

線装置の導入もすでに行い立ち上がりつつある。20 年の

材料開発期間を 3か月に短縮するといわれているコンビナ

トリアル成膜法を用いて，材料開発の大幅なスピードアッ

プを狙い，シミュレーション技術と合わせて新規デバイス

に応用可能な材料を開発していく所存である。

本研究は，東京工業大学鯉沼研究室殿，材料・物質研究

機構ナノマテリアル研究所殿，東北大学宮本研究室殿との

共同研究の成果である。関係各位に心から謝意を表する次

第である。
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図１３ （Sn，Sr）TiO3 AFM表面モフォロジー
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図１２　ペロブスカイト構造とA，B層
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まえがき

富士電機では，半導体プロセス開発にあたっては，「不

良を出さない真に制御されたプロセス」と「他社に対し決

定的な優位性を持つデバイス」を主眼に置いて研究開発を

推進してきた。酸化膜・エッチング・薄膜形成という化学

的な反応を伴って，問題の生じやすいプロセスについて専

用の設備を用いて集中的に取り組み，さらにデバイスの微

視解析技術を駆使して，不具合の真の原因を追求し，高信

頼性・低不良率を実現した。

また，シリコン（Si）を立体的に極限まで使用すること

で，平面時のオン抵抗・耐圧などの特性限界を打ち破るこ

とを意図して，トレンチ（溝）技術をコア技術と位置づけ，

通常のトレンチMOSFETに加えて，トレンチ横型パワー

MOS（Trench Lateral Power MOS：TLPM），超接合

（Super Junction：SJ）デバイス，700 V 高耐圧横型MOS

（Trench Offset Drain-Lateral DMOS：TOD-LDMOS）

などの新型半導体素子の研究開発を推進してきた。

TOD-LDMOS は，トレンチ加工して Si 基板を三次元

的に使うコンセプトを高耐圧実現に初めて適用した新型半

導体素子で，それを支えるキープロセス技術として，トレ

ンチエッチング（溝掘り）技術，CVD〔埋込み・平坦

（へいたん）化〕技術，ゲート酸化膜（形成・高耐圧）技

術について開発を行ったので報告する。

新型半導体素子（TOD-LDMOS）構造

従来，700V 以上の高耐圧を得るための構造（オフセッ

トドレーン領域）として図１のように基板表面に 60 µm程

度の長さを必要としていた。これは，低濃度の n 型領域

に空乏層を長く（X µm）広げることで，接合付近に生じ

る最大電界（Emax V/µm）が Siに逆方向電流が流れ始め

る電界（Ec V/µm）を超えることなく，高耐圧 V＝ E

（X）dx（Vは Eが一様で Xが大のときに高い）を得るた

めである。Vの理論的限界は，V＜ Ec ・ Xであり，Xは

理論的に短くできず，距離は耐圧を得るために原理的に必

要不可欠なものであった。

新技術では，図２のように Si 基板に深さ 20 µm，幅 20

µmのトレンチを形成し，トレンチに沿ってオフセットド

レーン領域を U字形に設けることにより，基板を立体的

に活用して距離を確保し，高耐圧を維持したままデバイス

の集積度を高めるものである。

図３は，TOD-LDMOSの電位分布（等電位線の間隔が

電界の強さ）を示したものである。トレンチに沿ったオフ

セットドレーンで電界が Si 内ではかなり均等に緩和され，

さらに最大電界が Siの耐圧よりも 1けた高い酸化膜中に

存在することで，直線距離が短くてもブレークダウンしな

い構造にしている。

しかしながら，このままの構造では Si 基板に深く幅広

（3）

（2）

（1）
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い（20 µm× 20 µm）トレンチを形成しその中に（高温印

加などの信頼性試験で電荷が移動して）耐圧を低下させる

ことのない良質の絶縁領域を形成することと，トレンチ壁

にイオンを低濃度で拡散させたオフセットドレーン領域を

形成することが必要であり，プロセスの実現が難しい。高

アスペクト比を有するストライプ状トレンチを形成して斜

めイオン注入を行い，酸化・ CVDによって絶縁膜を形成

した独自の製造方法で目的とするデバイス構造を実現した

のでそれを解説する。

TOD-LDMOSのキープロセス技術

プロセスのポイントであるトレンチ加工技術を主に述べ

る。

高アスペクト比のストライプ状トレンチ形成

図４に形状を示す。幅 1.4 µm，深さ 20 µmのストライ

プ状トレンチをソース - ドレーン間方向に形成すること

で，一度に 20 µm× 20 µmの酸化膜形成をするのではな

く，実現可能な膜厚に領域を分割して形成することができ

る。このような形状を得るために必要なトレンチエッチン

グ技術として次の点をポイントに開発を行った。

™側壁角度≒ 90 °

™Si 柱状残渣（ざんさ）がないこと

™トレンチ側壁の保護

トレンチエッチングは図５に示すように，側壁をエッチ

ングガス中に含まれる酸素（O2）と Si 基板が反応して形

成される生成物（SiO2）で保護しながらエッチングを行っ

ている。しかし，深さ 20 µmになると底面で発生した生

成物がトレンチ上部まで付着できず，底面だけでなく上部

側壁までがエッチングされる。また，エッチングが深くな

るにつれ，底面で発生した生成物が除去されず，これを核

とした Si 柱状残渣が発生しやすくなる。そこで側壁保護

のために，Si 基板にかけるバイアス電圧を増加させるこ

とにより，イオンビームの直進性を高めて側壁をアタック

するビームを減少させた。また，生成物の発生を抑えるた

めに，ガス中に含まれるふっ素量を最適化し固体状の SiO2

から気体状の SiF4と O2へ分解し，排気されやすくした。

その結果，本デバイスに適用できる形状を得ることができ

た。

斜めイオン注入によるオフセットドレーン形成

図６に示すようにトレンチに沿って斜めイオン注入・熱

拡散を実施してトレンチ壁にオフセットドレーン領域を形

成する。

トレンチ開口部が横長であることを利用して，BB’に平

行にイオン注入することで底面と両側面に，45 度程度の

比較的ばらつきの少ない角度の斜めイオン注入で不純物を

導入するという方式を採った。

くし歯状トレンチ間に残る Si 基板の熱酸化

図７に熱酸化後の Si 基板の断面図を示す。

くし歯状トレンチの間の Siはすべて酸化膜（SiO2）に
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なっており，SiO2の体積が Siの約 2倍で，上部にはこの

時点ではすきまが開いている。この熱酸化のピッチ抜き残

しの幅と応力の緩和を科学的に精密に制御する技術によっ

て，Siの芯（しん）が残ったり応力によって酸化膜柱が

変形したり倒れたりすることなく形成できた。

トレンチ領域への絶縁膜堆積（たいせき）

図８に絶縁膜堆積後の Si 基板の断面図を示す。

すきまを埋めるように絶縁膜（SiO2）を堆積させるとき

に，堆積 SiO2 中に生じる空域を応力緩和領域として制御

し，Si 面（AA’）より下部に形成することがポイントで

ある。図９が実際に形成した TOD-LDMOSの断面写真で

ある。

これにより，従来と比べて出力オン抵抗を約 3割低減し

た業界トップの 11Ωmm2（素子耐圧 750 V）を実現し

（図 ），デバイスピッチ縮小でチップサイズを低減して，

ワンチップパワー ICの製造コスト低減を図る。この技術

により ACアダプタなどの電子機器のコストダウンを実現

できると考えている。

あとがき

今後もトレンチ技術に加えて，エピタキシャル成長技術，

１０

（4）
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埋込み技術，配線技術を駆使して，Siを三次元的に最大

限利用した新型素子の開発を進めていく。また，エッチン

グの素過程解析や各種可視化技術・インライン評価による

定量的なプロセス設計，洗浄や表面処理技術
，

の向上，パー

ティクルの組成分析やクリーンルームモニタリング技術な

どによって，製造プロセスの改革を行い富士電機グループ

のプロセス技術の向上，新製品の開発に寄与していく所存

である。
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まえがき

1997 年以降，HDD（Hard Disk Drive）の記録密度は

年率 60 ～ 100 ％の割合で急速に増加してきた。最近では

その勢いを減じつつあるものの，今後も毎年 30 ～ 60 ％の

割合で増加し続けると予測されている。このような著しい

成長の結果，これまで用いられてきた面内記録方式が，

「熱揺らぎ」問題のため，いよいよその限界に近づこうと

している。「熱揺らぎ」とは，記録した信号を安定に保持

できなくなる現象であり，面内記録方式では記録密度が上

昇するほど「熱揺らぎ」が大きくなってしまう。このよう

な状況から，面内記録方式と正反対の特徴，すなわち記録

密度の増大に伴いビットの安定性が増すという特性を有す

る垂直記録方式の開発が活発化している。

垂直磁気記録方式は，1975 年に Iwasakiらにより提案

されて以来，さまざまな機関でその研究開発がなされてき

た。しかし，垂直磁気記録方式が原理的に有利であること

は明らかなものの，面内磁気記録方式のパフォーマンスを

超える媒体は最近まで得られていなかった。ここでブレイ

クスルーとなったのが，CoPtCrOや CoPtCr-SiO2の磁性

層への適用である。これらの媒体では，金属と相分離を起

こしやすい酸化物を磁性材料に加えることで良好な偏析構

造を実現している。富士電機では，CoPtCr-SiO2を磁性層

材料として用いることで，大きな一軸異方性と良好な偏析

構造を有する垂直磁気記録媒体が実現できること，また面

内媒体と同様の材料を使用した CoCrPt 垂直媒体と比較し

て良好な記録・再生特性と高い「熱揺らぎ」耐性を示すこ

となどをこれまでに報告してきた
～

。これらの特性から，酸

化物グラニュラ媒体は将来の高密度記録媒体として有望で

あると考えている。富士電機の垂直磁気記録媒体の模式図

を図１に示す。磁性層として前述の CoPtCr-SiO2を，中

間層として Ruを用いているのが特徴である。

一般的に，優れた特性を有する媒体を得るためには，磁

性層の結晶粒径を均一化・微細化し，個々の磁性結晶粒を

磁気的に分断された理想的な偏析状態に近づけることが必

要となる。このような状態を実現するためには，磁性層の

材料や成膜条件を工夫するだけではなく，下地層の構造制

御が重要であることが知られている。CoPtCr-SiO2を磁性

層として用いた場合も例外ではなく，媒体特性は下地層の

結晶粒径や表面形状の影響を強く受ける。

本稿では，下地層に Ruを用いた CoPtCr-SiO2 媒体にお

いて，Ruの結晶粒径や表面構造を制御することにより磁

性結晶粒の粒径や磁気的な分離構造を制御した例について，

その解析手法とともに紹介する。

磁性層結晶粒径の制御

磁性層の結晶粒径微細化が媒体の特性向上に寄与するか

というと，必ずしもそうとは言えない。特に，SiO2を添

加したグラニュラ磁性層を用いると結晶粒径が微細になり

すぎる傾向があり，微細すぎる結晶粒は「熱揺らぎ」を生

じたり，ひどい場合には室温で磁性を失う可能性もある。

そこで，下地層である Ru 膜の粒径制御が重要な役割を果

たす。次にその例を紹介する。

図２に，Ruの結晶粒径をそれぞれ 9.9 nm， 12.4 nm

として，その上に磁性層を成膜したサンプルの平面透過電

子顕微鏡（TEM）像を示す。磁性層の平均結晶粒径

は， 6.9 nm， 5.5 nmである。興味深いことに，Ruの

結晶粒径が大きいサンプルにおいて，磁性層の結晶粒径が

小さくなっている。これは，SiO2を添加したグラニュラ

（b）（a）

（b）（a）

（6）

（5）（3）

（2）

（1）
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基板 
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図１　CoPtCr-SiO2 垂直磁気記録媒体の模式図
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垂直磁気記録膜の構造制御

磁性層の結晶粒がもともと微細になりやすい性質を持って

おり，Ruの結晶粒径がある大きさ以上になると Ru 結晶

粒 1個の上に複数の磁性結晶粒が成長するようになるため

であると考えている。図２ 中に点線で Ru 結晶粒の大き

さを示したが，その中に複数の磁性結晶粒が存在している

ことが分かる。それに対し では，Ru 結晶粒 1個の上に

磁性結晶粒 1個が成長している。磁気特性および電磁変換

特性（表１）を見ると， は磁性層結晶粒径が より小さ

いにもかかわらず，媒体ノイズが高く，信号ーノイズ比

（SNmR）が低く，そして Decay（信号の劣化割合)が小さ

く，すなわち「熱揺らぎ」に強くなっている。また，磁気

特性も が大きく劣っている。これらの結果から， で

は結晶粒径は小さいものの，磁化反転単位は大きくなって

いる（結晶粒同士が磁気的に強くつながっている）ものと

考えられる。これに対し では，結晶粒径は よりも大

きいが，結晶粒間の磁気的な分離が進んでいると考えられ

る。

以上のように，Ruの結晶粒径を制御し，Ruと磁性層の

結晶粒を 1 対 1で成長させることで，磁性層の結晶粒径を

制御し，結晶粒の磁気的な分離を促進できる。

磁気クラスタサイズの制御

３.１ 磁気クラスタ

微細な結晶粒子からなる媒体の磁性膜では，結晶粒子間

の交換相互作用や静磁気的な相互作用の影響で，磁化反転

は結晶粒子ごとに起こらず，幾つかの結晶が磁気的につな

がり一つの反転単位として振る舞うことが知られている。

このような磁化反転単位は磁気クラスタと呼ばれており，

磁気力顕微鏡（MFM）などを用いて測定した磁気クラス

タサイズ（Dcluster）により媒体の遷移ノイズがよく説明で

きる。

例えば面内媒体では，結晶粒子間の交換相互作用がない

場合でも飽和磁化の増加に従い媒体ノイズが増加するが，

これは飽和磁化の増加に伴い結晶粒子間の静磁気相互作用

が増加し，それにより Dclusterが増加してジグザグな磁化

転移が引き起こされることが原因であると報告されている。

一方，垂直媒体でも，媒体ノイズは遷移ノイズが支配的で

あると報告されていることから，ノイズ低減のためには磁

化遷移領域のジグザグを低減すること，すなわち Dcluster

を低減することが必須である。

３.２ Dcluster の評価方法

Dclusterの評価方法としては，前述のように MFMを用

いるのが一般的であり，富士電機でもすでに検討している

が，今回は磁化曲線の傾きαから見積もる方法を用いた。
その方法とは，αが下記のように表記できることを利用す
るものである（単位は CGS 系）。

α＝4π/（Nzf －Nz） ……………………………………

（Nzfおよび Nzは，それぞれ膜全体および磁化反転単

位の鉛直方向反磁界係数）

反磁界係数は磁性体の形状のみで決まる定数であり，磁

化方向に対して無限に細長い針金のような形状であれば 0，

無限に広い薄板のような形状であれば 4πになる。媒体の

磁性膜は膜表面のサイズに対して膜厚が非常に薄いので，

式 で Nzfは 4πとみなせる。よって，αを決めれば式
から Nzを求めることができる。ここで，磁化反転単位と

して円柱を仮定すると，円柱の Nzは寸法比（長径/短径）

の関数として実験的に求められているので，膜厚と Nzか

ら Dclusterを求めることができる。逆に，適当な Dclusterを

仮定すれば，式 からα-膜厚曲線を求めることができる。
実際は，磁性層膜厚を変化させてαを実測し，それを
Dclusterを変化させて計算したα-膜厚曲線でフィッティン
グして，実測値に最もよく合う曲線から Dclusterを決定し

た。

３.３ Ru成膜プロセスの影響

図３にプロセス A，Bという 2 種類の方法で Ru 中間層

を成膜したサンプルの平面TEM像を，また表２に磁性層

の膜厚を 8 nmとしたときの磁気特性および線記録密度

300 kfciにおける電磁変換特性を示す。なお詳細は述べな

いが，プロセス Aと Bでは Ruの表面状態を変化させて

いる。図３から，結晶粒径や偏析状態など外観上両者に大

きな差を見いだすことはできない（結晶粒径はほぼ同じ）。

また，表２に示した一軸異方性定数 Kuと Hcの値も両者

に大きな差はない。しかし，電磁変換特性（表２）から，

プロセス Bのサンプルは Aと比較して，規格化媒体ノイ

ズが約 60 ％に低減し，SNmRが 4.7 dB 向上している。こ

のように電磁変換特性は大きく異なるが，その違いは結晶

粒径や磁気特性では説明できない。そこでこの原因を調べ

るため，Dclusterを評価した。

図４にαの磁性層膜厚依存を示す。図中，丸および四角
の点は実験値を，実線および点線は前節で示した方法によ

り実験値をフィッティングした結果を示している。図から，
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図２　Ru結晶粒径を変化させたサンプルの平面TEM像

表１　媒体（a），（b）の磁気特性および電磁変換特性 

媒体 
Decay 

〔30kfci 時〕 
（%decade） 

電磁変換特性〔370kfci 時〕 

規格化媒体 
ノイズ 

SNmR 
（dB） 

cH
（kOe） 

（a） 

（b） 

6.39 

4.98

52.9 

90.8

12.4 

8.98

1.5 

0.5
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垂直磁気記録膜の構造制御

実験値は計算値でよくフィッティングされ，プロセス A，

Bの媒体の Dclusterはそれぞれ 35 nm，17 nmと見積もられ

た。また，磁気的な特性をさらに詳しく調べたところ，プ

ロセス A媒体の Dclusterは，磁性層成長初期の部分，すな

わち Ru 表面の影響を受ける部分で粗大化しているという

結果を得た。

このように，Ruの表面状態の違いは Dclusterの違いと

なって現れ，それが電磁変換特性に直接反映されることが

明らかとなった。今後，Ruの成膜条件の最適化を進める

ことで，さらなる Dclusterの低減と媒体特性の向上が狙え

るものと考えている。

あとがき

CoPtCr-SiO2グラニュラ垂直媒体の構造制御について，

Ru 中間層の結晶粒径や表面状態が及ぼす影響に着目して

紹介した。中でも，Ru 中間層と磁性層の界面付近（ある

いは磁性層の初期成長層）における磁気クラスタサイズの

粗大化については，TEMや通常の磁気特性の計測では要

因の特定が難しく，磁気クラスタ解析などのさらに詳しい

解析手法が必要であることが明らかとなった。実際の媒体

では，Ru 中間層だけではなく，基板・軟磁性裏打ち層の

表面状態や磁性層自身の成膜プロセスなど，媒体特性に影

響を及ぼす構造因子は数多く挙げられる。今後はこれらの

最適化を行い，面記録密度 200 Gビット/in2を狙うととも

に，垂直媒体の早期実用化に向けてコスト面なども含めた

検討を進める考えである。

近い将来，垂直記録方式がその特長を生かし，パソコン

だけではなく，小型・大容量が求められる AV（Audio

Visual）用途にも採用されていくものと期待している。
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表２　プロセス A，B により作製した媒体の磁気特性および 

　　　電磁変換特性 

プロセス 

電磁変換特性〔300kfci 時〕 

規格化媒体 
ノイズ 

SNmR 
（dB） 

uK
（erg/cm3） 

A 

B

3.55×106 

3.21×106

2.09 

2.04

47.5 

29.6

12.6 

17.3

cH
（kOe） 
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まえがき

近年，病原性大腸菌O157や牛乳による集団食中毒事故，

抗生物質耐性菌による院内感染，SARS（重症急性呼吸器

症候群）など，微生物にかかわるリスクが社会問題となっ

ている。この傾向は，食流通の広域化や高齢化社会への移

行，海外旅行者の増加により，今後，一層強まっていくだ

ろう。こうした背景を受け，微生物汚染の迅速検査に対す

るニーズは非常に高くなっている。

一方，微生物の迅速検査技術は 1990 年代以降，大きく

進展している
，

。富士電機では，これまで水や環境分野を中

心に微生物の検査技術を培ってきた
，

。また，食品分野への

適用を考えた生菌の自動計数装置「スマートバクテリアカ

ウンタ」を開発し，大腸菌の標準菌株を約 15 分で迅速検

査できることを実証した。

さらに現在は，微生物種の識別が可能な迅速検査手法と

して，マイクロコロニー法の技術確立に取り組んでいる。

本稿では，以下の取組みを紹介する。

微生物の検査技術とマイクロコロニー法

マイクロコロニーの迅速な形成と自動検出

微生物の検査技術とマイクロコロニー法

２.１ 微生物の検査技術

微生物の検査にはさまざまな方法があるが，公定法およ

びそれに準ずる方法は， 培養法， 染色法であり，こ

れらを発展させた方法が， マイクロコロニー法， 抗

原抗体反応や遺伝子を利用する染色法である。

培養法

微生物をその増殖能に基づいて検知する方法である。培

地組成や培養温度，嫌気好気状態の設定によって，目的と

する種の微生物を選択的に増殖させ，検出することが可能

で，100 年以上にわたり微生物検査の主流となってきた。

この方法の最大の問題は，検査時間が長く，後追い検査か

らの脱却が困難な点である。食中毒や院内感染といった問

題を解決するには，きわめて短時間で微生物汚染を検査で

きる手段が必要である。

染色法

微生物を試薬で染色し検出する方法である。培養に依存

しないことから，迅速な測定が可能な点が特長である。ス

マートバクテリアカウンタは染色法に含まれる技術であり，

酵素活性を持つ細菌をカルボキシフルオレセイン･ジアセ

テート（CFDA）試薬で蛍光染色し，それを自動計数して

いる。従来は，染色した微生物の検出を，手間のかかる顕

微鏡観察や高度な実験機器に依存してきた。スマートバク

テリアカウンタのような迅速簡便な自動装置の登場により，

今後，染色法は食品製造現場などで広く用いられるように

なるだろう。

マイクロコロニー法

マイクロコロニー法は，培養法を発展させた技術であり，

微生物の成長を微視的な段階で検知することで，培養法よ

り検査時間を短縮できる。次節以降で詳述する。

抗原抗体反応や遺伝子を利用する染色法

抗原抗体反応や遺伝子を利用する染色法は，現在，大学

など研究レベルで最も活発に取り組まれている技術である。

特に遺伝子をターゲットとする方法は，多くの検討が行わ

れている
，

。

２.２ マイクロコロニー法

マイクロコロニー法の概念を図１に示す。図中のカーブ

は細菌や真菌の成長過程を模式的に示している。細菌や真

菌は，培養開始後，誘導期を経てから分裂あるいは成長を

始める。コロニーのサイズ（縦軸）が Aに達すると，マ

イクロコロニー法で検出できる。目視で検出できるのは，

コロニーが Bのサイズになった時点であり，これが培養

法の検査時間である。検出するコロニーのサイズを小さく

することで，マイクロコロニー法は，従来の培養法に対し

て検査時間を大幅に短縮できる。以下に，マイクロコロ

ニー法の特長を列挙する。

培養法より検査時間が短い。

培養条件の選択で目的の微生物だけを検出できる。

培養法同様，微生物の増殖能をとらえており，衛生上（3）
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のリスクに直結する指標である。

特殊な試薬が要らない。

マイクロコロニーの迅速な形成と自動検出

３.１ マイクロコロニーの迅速な形成

食中毒原因微生物

食中毒の原因微生物はサルモネラ菌，腸炎ビブリオなど

数多いが，特に重要なのは，汚染指標微生物として検査さ

れる大腸菌（127ページの「解説」参照）である。図２は，

大腸菌（Escherichia coli K-12）のマイクロコロニー形成

過程を顕微鏡観察したものである。培地は複数の比較で最

もコロニー形成が速かった LB 寒天培地，培養温度は

37 ℃である。培養開始時，シングルセル（図中黒丸内の

粒）の段階で画像中の大腸菌を認識するのは容易ではない。

特に，微生物と同じような大きさや形状の粒子が混在する

場合，画像から微生物を認識するのは困難である。一方，

2 ～ 3 時間の培養を経ると，菌体の分裂･増殖によって，

大腸菌は明瞭（めいりょう）なマイクロコロニーを形成し

た。マイクロコロニー法では，このような「成長する粒」

を生きている微生物と判断する。したがってこの例では，

大腸菌を 2 ～ 3 時間で検出できる。これは，従来の培養法，

例えば，食品分野の公定法となっているデソキシコレート

寒天培地による大腸菌群の推定試験が 20 時間を要するの

に比べて，マイクロコロニー法はきわめて迅速な検査が可

能なことを示している。

腐敗原因微生物

微生物の被害には，食中毒のほかにも腐敗の問題がある。

腐敗原因微生物の代表例は，加熱殺菌で死滅しない耐熱性

細菌，冷蔵状態のような低温でも増殖できる細菌である。

耐熱性細菌としては，芽胞の形成によって耐熱性を発揮す

るバチルス属細菌およびクロストリジウム属細菌が挙げら

れる。低温で増殖する細菌としては，シュードモナス属細

菌が知られている。

図３はバチルス属の一種であるセレウス菌（Bacillus

cereus）のマイクロコロニーを観察した顕微鏡画像である。

大腸菌とは異なり，マイクロコロニーは線状に成長してい

る。セレウス菌の場合，2 時間以内にはマイクロコロニー

を検出することができ，従来の培養法が 18 ～ 24 時間を要

するのに対して，大幅に検査時間が短縮できる。

腐敗原因微生物としては真菌（かび）も重要である。真

菌は胞子を形成して空中に飛散し，乾燥にも耐えるため，

多くの分野で汚染が問題になっている。しかし，真菌の検

査には 1 週間程度の培養を要しており，特に，食品や製薬

分野で迅速検査が求められている。

図４は，食品分野の代表的な汚染原因真菌であるこうじ

かび（Aspergillus niger）の発芽過程を観察した顕微鏡画

像である。真菌は増殖プロセスが細菌と異なっている。こ

うじかびの場合，細胞分裂で増殖するのではなく，胞子か

らの発芽，菌糸の伸長という過程で成長する。マイクロコ

ロニー法で真菌を検知するには，胞子の膨張，あるいは発

芽後の菌糸の成長をとらえ，増殖能を持つ微生物と判断す
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図１　マイクロコロニー法の概念

培養開始時 

50　m

2時間後 

3時間後 4時間後 

図２　大腸菌のマイクロコロニー

培養開始時 1時間後 

2時間後 3時間後 

50　m

図３　セレウス菌のマイクロコロニー
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る。特に，発芽が起こるとサイズや形状が大きく変化する

ため，容易に検知できる。今回のこうじかびの場合，6 ～

9 時間で胞子が発芽し，検出できることが分かった。従来，

マイクロコロニー法は細菌の検出に適用された研究が多

かったが，今回，同じ原理が真菌の検出にも有効であるこ

とが分かった。

３.２ マイクロコロニー形成の特徴による微生物種判別

培養によって目視検知可能なサイズまで成長したコロ

ニーは，微生物の種類によらずほぼ円形になる。それは，

数 µm程度の微生物が肉眼でとらえられるサイズまで成長

するには数百～数千倍に増殖しなくてはならず，その中で

成長方向がランダム，すなわち等方的になるためである。

一方，マイクロコロニーの段階では，コロニー形成の様

子は，微生物の種類によってそれぞれ固有の特徴を示す。

それは，増殖・成長のプロセスが，微生物おのおので異な

るためである。このことを利用すれば，コロニー形成状況

の違いから微生物種の判別が可能である。具体的な特徴と

しては，

コロニーの形状（複雑度，円形度，縦横比）

コロニー形状の変化のパターン（重心位置）

変化のタイミング

などが挙げられる。

表１は，上述の大腸菌，セレウス菌，こうじかびについ

て，マイクロコロニー形成の特徴を整理したものである。

大腸菌はコロニー形状やその変化のパターンが異なること

から，明らかにセレウス菌やこうじかびと区別ができる。

セレウス菌とこうじかびとは，増殖速度の違いのために，

複雑度など形状変化のタイミングが異なり，区別すること

ができる。

従来，培養法における微生物種の判別は，培養条件（培

地，温度，嫌気好気条件など）の設定に依存してきた。今

回，新たな手法として，マイクロコロニーの形状に基づい

て微生物種の判別を行うことができた。これは，マイクロ

コロニー法が単に培養法を時間短縮しただけでないことを

示しており，マイクロコロニー法の有効性として重要であ

る。

３.３ マイクロコロニー自動検出の検討

従来，形成したコロニーの検出は顕微鏡で行うケースが

一般的であったが，今後，マイクロコロニー法の普及の課

題となるのは検出の自動化である。今回，富士電機では，

マイクロコロニー検出の自動化を検討したので紹介する。

図５は，マイクロコロニー検出実験の状況である。この

実験では，φ 90mmのシャーレの中で大腸菌のマイクロ

コロニーを寒天培地上に形成させ，それを CCDカメラで

画像としてとらえて画像データをパソコンに伝送した。パ

ソコンで受けた画像（図６）に対してエッジ検出を行った

結果，画像中のマイクロコロニーを検知することができた。
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表１　微生物種によるマイクロコロニー形状の違い 

微生物 
大腸菌 セレウス菌 こうじかび 

特徴量 

複 雑 度  

円 形 度  

縦 横 比  

重心位置 

増殖により増大。 
3～4時間後ピーク。 
その後減少。 

増殖により1～2 
時間後から急激 
に増大。 

6～9時間で発芽 
した後，増大。 

増殖により減少。 
その後増大。 

増殖により減少。 発芽後，減少。 

増殖により増大。 
その後減少。 

増殖により増大。 発芽後，増大。 

常にコロニー領域に 
含まれる。 

増殖によりコロ 
ニー領域から外 
れる場合がある。 

増殖によりコロ 
ニー領域から外 
れる場合がある。 

CCDカメラ 

画像データ 
パソコンへ 

レンズ系 

シャーレ 

図５　マイクロコロニー検出実験の状況

比較用の樹脂ビーズ 
（40　m） 

大腸菌のマイクロコロニー 

図６　実験装置でとらえたマイクロコロニーの画像

培養開始時 3時間後 

6時間後 9時間後 

50　m

胞子 

発芽 
菌糸の成長 

図４　こうじかびのマイクロコロニー（発芽過程）
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今回は 5 µmの分解能を持つ光学系で，幅 10 µm以上に成

長したコロニーを認識できた。また，標準的に用いられる

φ 90mmのシャーレでは 10 秒程度の短時間で全面をス

キャンできることが分かった。これらの結果から，マイク

ロコロニーを迅速簡便にとらえる自動装置は，十分実現可

能であることが分かった。

あとがき

迅速簡便な微生物検査技術として，マイクロコロニー法

を紹介した。今回得られた成果を以下に列挙する。

マイクロコロニー法により，食中毒原因菌をはじめ，

耐熱性細菌，真菌などの汚染原因菌を検出できる。

検出時間は培養法より大幅に短縮できるほか，マイク

ロコロニーの形状から微生物種の判別が可能である。

コロニーの検出は自動装置によって迅速簡便に行うこ

とが可能である。

微生物検査の迅速化は，食品や製薬，医療などさまざま

な分野で衛生管理を向上させ，汚染や感染のリスクを低減

し，社会的なコスト削減にも大きく寄与すると期待される。

今回の成果を踏まえ，今後，マイクロコロニー法を用いる

迅速検査の商品化に取り組んでいきたい。

本件に関しては，大阪大学大学院薬学研究科那須正夫教

授，山口進康助手，九州大学大学院農学研究院宮本 久助

教授から多くのご指導をいただいた。末筆ながら謝意を表

する。
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解　説 汚染指標微生物として検査される大腸菌

微生物学的な安全を保障するには，汚染の可能性の

あるあらゆる病原微生物を検査しなくてはならない。

しかし，コストや手間を考慮すると，すべての病原微

生物を日常的に検査するのは困難である。そこで，汚

染の程度を評価する指標としている微生物が「汚染指

標微生物」である。

病原微生物の多くは動物の糞便（ふんべん）に由来

するため，汚染指標微生物は糞便汚染を反映する必要

がある。従来，食品や水道など，多くの分野で糞便汚

染の指標微生物とされてきたのは「大腸菌群」である。

ところが，大腸菌群には糞便に由来しない細菌も含

まれている。より正確に糞便汚染を評価するには「大

腸菌」の方が適している（右図参照）。これまで大腸

菌群を汚染指標としてきたのは，大腸菌だけを簡単に

検出できる方法がなかったからである。しかし近年，

大腸菌だけを検出する技術が確立された。これを受け，

水道水の試験では 2004 年 4 月から，大腸菌を汚染指

標とすることが決定した。今後，食品をはじめ多くの

分野で，糞便汚染指標として大腸菌を重視するように

なると考えられる。

糞便汚染≒感染症のリスク 

大腸菌 

大腸菌群 

特

集



特

集

木村　　浩

無機薄膜・デバイス研究に従事。

現在，富士電機アドバンストテク

ノロジー（株）有機EL開発部課長。

応用物理学会会員。

富士時報 Vol.77 No.2 2004

まえがき

最近，有機エレクトロルミネッセンス（有機 EL）は，

専門誌ばかりでなく一般誌でも記事になり話題となってい

る。有機 ELがこのように注目される理由は，液晶にはな

い自発光，高速応答など非常に高いポテンシャルを有して

おり，次世代フラットパネルディスプレイとして期待され

ているからである。

有機 ELは，モノクロパネルやエリアカラーパネルが製

品化されているが，その高いポテンシャルを発揮できるの

はフルカラーパネルにおいてである。本稿では富士電機の

有機 ELフルカラーパネルの大画面，高精細化のキーテク

ノロジーであるトップエミッション型色変換（CCM：

Color Conversion Materials）方式有機 ELへの取組みに

ついて紹介する。

トップエミッション型CCM方式有機ELの

必要性

CCM法は 3 色塗り分け法，カラーフィルタ法と比較し

て優れている点が多い。富士電機は CCM方式有機 ELを

さらに優位にするためはり合せトップエミッション型

CCM方式有機 ELデバイスの開発に着手している。この

デバイスは，CCM方式を用いたアクティブマトリックス

駆動（AM駆動）有機 ELを実現するためのキーテクノロ

ジーである。TFT（Thin Film Transistor）を用いた AM

駆動は，高輝度，低消費電流，大面積化を可能にし，現在，

市場投入されているパッシブマトリックス駆動の次にくる

有機 ELとして期待されているため，各社で開発が盛んに

行われている。

図１にボトムエミッションとトップエミッションの構造

比較を示す。ボトムエミッションデバイスでは，ガラス基

板上に作製されたカラーフィルタ/CCM層に平坦（へい

たん）化層（OCL）とパッシベーション層（PL）を堆積

（たいせき）させた後，有機 EL層を成膜する。OCLは，

カラーフィルタと CCM層の凹凸を平坦にさせる機能を有

し，PLはカラーフィルタや CCM層に少量含有される水

分が有機 ELデバイスに浸入しないよう保護する働きをす

る。

このボトムエミッションデバイスを用いて，AM駆動パ

ネルを作製しようとすると，基板と有機層間に CCM層な

どが存在し直接両方を結線させることができない。そのた

め，パッシベーション層にコンタクトホールと呼ばれる穴

を形成しなければならないが，コンタクトホールを作製す

ると，パッシベーション層の水分防御機能が低下しデバイ

スに致命的なダメージを与えてしまう。そのため，CCM

方式では，いかに AM駆動を実現するかが重要な課題で

あった。富士電機が確立したトップエミッション構造は，

TFT基板上に有機 ELデバイスを形成した後，別に作製

した CCM基板をはり合わせる方式なので，TFT電極と

有機 EL用電極が直接結線できる。そのため，コンタクト

ホールを作製する必要がなく，AM駆動 CCM方式有機

（1）

トップエミッション型CCM方式有機EL
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平坦化層（OCL） 
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透明電極 

反射金属電極 

カラーフィルタ 

基板 

パッシベーション層（PL） 

アルミ電極 

透明電極 

はり合わせる。 

（a）ボトムエミッション 

（b）トップエミッション 

図１　ボトムエミッションとトップエミッションの構造比較



トップエミッション型CCM方式有機EL

ELパネルの作製を実現できる。図２に TFT基板を用い

たパネルの概念を示す。

トップエミッションデバイス作製のための技術

課題

トップエミッションパネルを，トップエミッション発光

部（有機 ELデバイス）と CCM部分とに分けて，それぞ

れの技術課題について述べる（図３）。

３.１ デバイス部分の課題

上部透明電極作製法の確立

透明電極は，In 酸化物（ITO，IZO）や ZnOなどの無

機透明酸化物が知られている。これら透明酸化物は，有機

ELで一般に使用される蒸着法では成膜できず，スパッタ

法で作製される。スパッタ法は堆積する粒子の運動エネル

ギーが大きく（数十倍～数百倍），プラズマ（酸素やアル

ゴン）も発生するため，有機 EL層にダメージが入りやす

い。ダメージが入った有機 ELデバイスは駆動電圧が増加

し，発光効率の低下，低寿命などさまざまな問題を引き起

こす。そのため，トップエミッションデバイスでは，いか

に有機 EL層にダメージを与えず透明導電膜を作製するか

が一つの技術課題となっている。

下部電極の平坦性・光学的反射性の確保

トップエミッションデバイスは有機成膜前に反射電極

（陽極）を形成しなければならない。そのため反射電極に

は反射率が大きいだけではなく，表面平坦性の確保が重要

課題になる。表面平坦性は素子のリーク，ショートに密接

に関係していることが分かっている。

光学干渉の最適化

富士電機が開発しているトップエミッションデバイスは，

反射金属（陽極），正孔注入層，正孔輸送層，発光層，電

子輸送層，電子注入層，透明陰極の順に積層されている。

この構造は，発光層と反射電極間に正孔注入層と正孔輸送

層があるため，ボトムエミッションと比べて発光層と反射

電極間の距離が大きくなる。（ボトムエミッションでは電

子注入層トリス（8-キノリノラト）アルミニウム（Alq3）

がこの間に挟まるが，膜厚が 20 ～ 50 nmと比較的小さい）。

発光層と反射層との光学距離が発光波長（励起光）460

nm（青緑）の半波長程度になると，光学的な干渉を強く

受けるため，各層の膜厚を最適化しないと発光特性（スペ

クトルや効率）を制御できない。したがって，光学設計が

非常に重要になる。さらに CCM層は，正面光ばかりでな

く広い角度から入射した光を取り入れて発光するので，有

機 ELデバイス部で発光した光を効果的に CCM層に入れ

る工夫が必要である。そのために，有機 ELデバイス部か

ら出射される光の角度分布（全光量）の設計も必要になる。

３.２ CCM基板はり合せ法の課題

内部充てん剤の選定

デバイス部分と CCM基板部分の間に内部充てん材を注

入する。この充てん材は，有機 ELデバイスに影響を与え

ないことが第一だが，デバイス部の発光を CCM基板に伝

達する大切な役割を持っているため，屈折率の最適化が必

要になる。さらに内部充てん材を空孔なしに充てんさせる

技術も今回開発した。

ギャップ調整技術

ギャップ間の距離は光学的な見地から，隣の画素が光ら

ない（クロストーク）間げき（数 µm）を保つ必要がある。

位置精度（アライメント）技術

ギャップ調整が垂直軸を制御するのに対して，水平方向

の精度も必要になる。水平方向は，デバイス部分のサブピ

クセルと色変換のサブピクセルが重なるような精度（ 1

µm）が要求される。

はり合せ工程は，有機 EL層が劣化しない雰囲気中（酸

素，水分 <1 ppm）で実施する必要がある。そのため，雰

囲気制御されたグローブボックス中に装置を設置し，はり

合せ・充てん材注入を実施している。

トップエミッションデバイスの開発

４.１ 上部透明電極作製

まず通常の DCスパッタ装置で有機層上への透明電極作

製を試みたが，有機膜にダメージが入り期待した特性が得

られなかった。ダメージ部分の分析を行ったところ，ス

パッタ中の高エネルギー粒子の衝突，プラズマや紫外線の

＋－
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図３　トップエミッション素子の技術課題
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基板への照射などが原因と判明した。図４にガラス基板上

に Alq3を堆積させて，真空中で Arイオンを照射したと

きの Alq3 表面のＸ線光電子分光分析（ESCA：Electron

Spectroscopy for Chemical Analysis）データを示す。ま

た，比較対照として粉末の ESCAデータも示す。Arイオ

ンを Alq3 表面に照射すると，C1s 結合エネルギーは変化

しないが，N1s，O1s，Al2pの結合エネルギーが変化した。

したがって，Arイオン照射は，Alq3の Al-O 結合と Al-N

結合にダメージを与えてしまうことが判明した。これらの

結果は紫外線光電子分光分析（ UPS： Ultraviolet

Photoelectron Spectroscopy）を使用した測定でも報告さ

れている。図５は，Alq3 表面を 40Wの Arと O2プラズ

マで 10 秒間さらした後に大気中光電子分光法（AC-1）

で表面を測定した結果である。O2 プラズマ照射後の

AC-1 信号の傾きは小さくなり，さらに仕事関数の変化が

見られた。これらのことは，Alq3 表面の酸化に起因して

いると考えられる。図５からは，Arより O2プラズマの方

が Alq3に対してよりダメージを与えることも分かった。

以上のような分析結果を考慮し，改良を加えた対向ス

パッタ装置を用いて透明電極の作製を行った。対向スパッ

タのターゲットは向かい合って設置されているため，エネ

ルギーの高い粒子は直接基板に到達できない。また，プラ

ズマは対向ターゲット間に閉じ込められるため，直接基板

がプラズマにさらされることもない。さらにプラズマ密度

を高める工夫をすることでターゲット組成に近い膜を作製

可能にし，有機層にダメージを与える酸素ガス供給を最小

限にすることにした。こうして有機膜上へ透明電極をダ

メージなく作製することに成功した。

４.２ 光学干渉制御技術

反射金属の選定

反射金属は前述のように平坦性の確保が必要になる。一

般に，スパッタや蒸着で金属薄膜を作製すると結晶膜が生

成する。結晶化した膜は粒が多数存在し表面粗さが増大す

るので，平坦化するためには結晶粒を微細化するか表面研

磨が必要になる。富士電機は，Cr 金属にある種の元素を

添加すると薄膜が非晶質になることを見いだした。非晶質

膜は粒や粒界が存在しないので，表面平坦性が良好である。

図６に開発した Cr 系材料の原子間力顕微鏡（AFM：A-

tomic Force Microscopy）像を示す。開発した材料は Cr

と同様の性質を持ち，かつ表明平坦性は中心線平均粗さ

Ra ＝ 0.26 nmであった。

光学距離と正面スペクトルの関係

CCM方式カラーパネルは，赤，緑には色変換を，青は

カラーフィルタを通した透過光を利用してカラー化を実現

している。色再現性のよいカラーパネルを実現するために，

励起光には，CCM層が吸収しやすい光で，かつ青成分を

多く含むスペクトルが要求される。そのため，発光スペク

トル設計が重要になる。さらに CCMへの入射光を最大に

するため，出射光の角度分布を最適化する必要もある。

以上の理由から出射光の光学シミュレータを独自開発し

た。

光学設計の実際

正面輝度スペクトルの光学シミュレーションは多層マト

リックス法により行った。シミュレーションでは発光層上

下の薄膜の光学干渉を考慮して計算を行った。なお，発光

スペクトルには，光学干渉の影響をできるだけ避けるため

に発光層単膜（ドーパントを含む）のフォトルミネッセン

スのスペクトルを使用した。シミュレーション方法の概略

を図７に示す。図８はトップエミッションの透明電極膜厚

を変化させたときのスペクトルのシミュレーションと実験
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値との比較である。シミュレーションと実験値はよい一致

を示した。

角度分布のシミュレーションは 4 × 4マトリックス法を

用いた。図９に測定値とシミュレーション値を示す。この

結果から，ガラスから空気中に出射される励起光の任意波

長の角度分布を計算した。この二つのシミュレーション結

果をもとに，青色発光（カラーフィルタ）に最適な正面ス

ペクトルを持ち，かつ緑，赤（CCM）に最適な全光量の

大きな励起光を発光するデバイス層構成を設計した。

トップエミッションプロトタイプ素子の作製

以上に述べたトップエミッション型 CCM素子のプロト

タイプを作製し動作の検証を行った。図 にプロトタイプ

の模式図を示す。2 mm 角デバイスを 50 mm 角基板に

10 × 10 個配置し，それぞれ個別に点灯させ文字を表すよ

うにした。デバイス部分はトップエミッション構造になっ

ており，下部電極には Cr 系非晶質金属を用いている。透

明電極は IZOを使用し，対向スパッタにより所定膜厚を

堆積させた。有機層は発光色の正面輝度が青緑になり，か

つ全出射光量が最大になるようシミュレータにより最適化

した膜厚で構成した。

一方，CCM部分は，デバイス部分と重なるよう 2mm

角のカラーフィルタ/CCM層を 42mm角基板に作製し，

その上から OCLと PL（シリコン酸化物系）を積層させ

た。カラーフィルタ/CCM層（青はカラーフィルタのみ）

は赤，緑，青の三原色を 100 個ずつ並べたものを用意した。

こうして作製したトップエミッションデバイス部と CCM

基板をグローブボックス中ではり合わせた。ギャップ間に

は CCM層に励起光が伝達されやすいよう屈折率を最適化

した充てん剤を注入した。このようにして作製したプロタ

１０
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（a）Cr系薄膜の表面（0.5　m角） 

（b）Cr系薄膜の表面（10　m角） 

図６　Cr 系薄膜表面のAFM像
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イプ素子の写真を図 に示す。作製した素子の CIE 色座

標は，青（0.11，0.19），緑（0.26，0.68），赤（0.66，0.33）

であり，印加電圧 8Vの輝度が青 350 cd/m2，緑 800 cd/m2，

赤 250 cd/m2であった。

あとがき

本稿では，トップエミッション CCMの作製に関してデ

バイス部分を中心に紹介した。紹介できなかったはり合せ

法も新たに開発した技術が数多くある。今回は 2mm角

10 × 10 個プロトタイプデバイスを作製したが，今後は，

この技術をさらに発展させ TFT基板上にトップエミッ

ションパネルを作製し，ＡＭ駆動型 CCM方式フルカラー

有機ELパネルの開発をしていくつもりである。
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図１１　トップエミッションCCM方式プロトタイプデバイス
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図１０　トップエミッションCCM方式プロトタイプデバイス
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まえがき

富士電機は以前から，特定小電力無線や高周波利用設備

などの適用を受ける比較的小さい電力を扱う近距離無線通

信技術に力を入れてきた。これらの無線装置では，無線免

許不要などの簡便さがある一方で，回線品質の確保が不十

分なためにトラブルとなる場合も多い。この問題に対して，

富士電機では無線チャネルの特性と送るべき情報の性質を

考慮した無線システムのあり方の研究を通して，無線装置

を実用化してきた。特に，近年その用途を大きく拡大しつ

つある非接触 ICカードにおいては，高速性，高セキュリ

ティ性に優れているソニー（株）の FeliCaカード用各種

リーダライタ（RW）を商品化している。

本稿では，非接触 ICカードの無線通信技術にスポット

をあて，その技術的ポイントと富士電機の取組みを報告す

る。

無線システムとしての非接触 ICカード

２.１ 無線システムモデル

ディジタル化された情報を，情報ソースから情報伝達先

（情報デスティネーション）に送る部分に着目すると，無

線通信システムは，一般に図１のようにモデル化できる。

図１における変調方式，符号化方式などにはきわめて多様

な方法が提案されているが，これは通信しようとする情報

の性質と，通信チャネルの特性の多様性に対応してきた結

果である。

非接触 ICカードシステムにおいては，扱う情報は電子

マネー情報に代表されるようなディジタルデータであり，

完全なエラーフリーが要求される。また，通信距離 dが

十数 cm程度であるのに対して，搬送波波長が約 2.2 m

（周波数 13.56MHz）であり，d＜λ/２πが成り立つ。こ

れは，電磁結合領域を使った通信を意味し，さまざまな要

因により，片方の特性（例えば，インピーダンスなど）の

変動が通信に影響を与えるという問題も同時に持つものと

なっている。

（1）

無線設計技術と非接触 ICカード

133（33）

近藤　史郎（こんどう　しろう） 四蔵　達之（しくら　たつゆき）

[RW] 
ループ 

アンテナ 

[カード] 
ループ 
アンテナ データ 

データ 変調器 

電流検出器 検波器 

検波器 電源 

整流器 
レギュレータ 

変調器 
（負荷変調） 

図２　動作原理

情報ソース 

ソース符号化 

誤り制御 

メディア制御 

チャネル符号化 

変調 

情報デスティ 
ネーション 

ソース復号化 

誤り制御 

メディア制御 

チャネル復号化 

変調 チャネル 

他局干渉 

ノイズ 

図１　通信システムモデル

特

集

表１　物理層・データリンク層の仕様 

項　目 仕　様 

13.56MHz 

ASK（変調度：約10％） 

LM（負荷変調） 

211.875kビット/秒 

マンチェスタ 

FCSによる誤り検出＋再送制御 

搬送波周波数 

変調方式 
RW→カード 

カード→RW

通信レート 

ビットコーディング 

誤り制御 
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２.２ RW動作原理

RWの動作原理を図２に示す。まず ICカードには電源

がないため，RWはカードに電源を供給しながら同時に通

信を実行する。RWとカードのループアンテナ（カードア

ンテナ）が電磁的に結合している状態で，RWは 13.56

MHzの搬送波によりカードに電源を送る。同時に，RW

からカードにデータを送る場合は RWから変調度約 10 ％

の ASK（振幅変調）信号を送信，カードはそれを検波し

てデータに直す。逆にカードから RWにデータを送る場

合は，カードが RWからの無変調信号を受信している状

態で，カード内の変調器により負荷変動を発生させる。

RWはこの負荷変動を自己のループアンテナ（RWアンテ

ナ）の電圧・電流の変化として検出し，データを復調する。

なお，FeliCaの物理層およびデータリンク層の主要仕

様は，表１のとおりである。

非接触 ICカード通信の課題

３.１ 要求回線品質と誤り制御

エラーフリーを実現する回線品質と誤り制御について以

下に述べる。近年，エラーフリー化のために強力な誤り訂

正が適用される場合も多いが，非接触 ICカードシステム

の場合はパケット長が数百ビット程度であるため，誤り訂

正の効果はランダム誤りのみにほぼ限定されると考えてよ

い。

このことから比較的良好なビット誤り率が確保できれば，

符号化効率の悪い誤り訂正符号を採用するよりも，冗長度

が低くて済む誤り検出符号に再送制御を組み合わせた方式

が妥当であると考えられる。FeliCaもこのような考えに

沿って，誤りの救済は再送制御によっている。

ただし，この方式では，回線のビット誤り率が悪くなる

と再送回数ばかりが増え，急速に通信成功率が悪化するこ

とが知られている。例えば，パケット長 256，再送を 2 回

実行した場合，通信誤り率として 10－8 程度を得るには，

回線のビット誤り率は 10－5 程度にする必要がある。一方，

ASKの非同期検波で 10－5のビット誤り率を得るために必

要な SN 比は 15 dB 程度であり，これが RWとして確保す

べき目標値と考えることができる。

３.２ 課　題

以上のようなビット誤り率の目標値実現の鍵が， 章で

触れたインピーダンスなどの特性変動への対応であり，具

体的には，カード特性変動への対応と RW設置環境への

適応である。近年は非接触 ICカードと呼ばれながら，そ

の形状はカードに限る必要性のない利点を生かして，リス

トバンドや時計にチップを埋め込んだものが商品化されて

おり，さらには，携帯電話へのチップ内蔵も本格普及期を

迎えようとしている。このような多様なメディア特性に対

して富士電機の RWは汎用的に使えるものを目指してお

り，相互接続性の確保が非常に重要である。

また，実際のシステムでは，複数カードが識別できるこ

とや複数の RW間で干渉を受けないように設計すること

も課題となる。以上から課題をまとめると次のようになる。

多様なメディアへの対応と周囲環境への適応

複数カード識別

複数RWの相互干渉抑制

これらの課題について，次章以降で取組みの詳細を述べ

る。

多様なメディアへの対応と周囲環境への適応

技術

メディアの特性が通信に与える影響の一例を図３に示す。

これは，カード- RW間距離とカード/RWの信号強度の

関係を，幾つかのカード共振周波数 fcをパラメータに表

したものであり，fcが異なれば特性が大きく異なることは

明らかである。さらに，fc ＝ 15MHzの特性に注目すると，

距離 10mm程度の所で信号強度がゼロクロスしている。

これがデッドポイントであり，カードが RWとの通信エ

リア内にありながら通信不能に陥る点である。

また図４は，RWアンテナに金属が近接して設置される

ことで，RWアンテナのインピーダンスがどのように影響

を受けるかについて解析したものである。金属に渦電流が

流れることで自己インダクタンス成分が減少し，共振周波

数が高い方向へシフトしていることが分かる。

上記のようにメディア特性，周囲環境が通信に与える影

響は大きい。このため現状では，例えば自動販売機の正面

に取り付けられる RWは，その設置条件でパラメータの

最適化が必要である。富士電機ではこの開発設計作業の合

理化のために，図５に示すような電磁界解析と回路解析の

連成解析手法を開発してきた
，

。具体的には，線状アンテナ

および面状アンテナの解析が可能な高周波電磁界解析プロ

グラムによって，金属の影響などを考慮した RWおよび

カードアンテナの自己・相互インダクタンスや抵抗などの

定数を解析する。一方，回路解析では上記定数を取り込ん

で，通信距離や整合インピーダンスなどの RW特性を解

析する。これにより，試作する前から，特性の予測や RW

アンテナ形状などの最適化が可能となっている。

（4）（3）

（2）

（3）
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（1）
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これらの技術を適用して開発した RWの外観を図６に

示す。図７は，この RWの通信距離とカード周波数との

関係を示したものであり，図中の「試作カード」とは，

カード周波数を可変にしたカードアンテナと ICチップで

構成された評価用カードである。幅広いカード周波数に対

して，90mm以上の通信距離を実現した。また，定数の

最適化によりデッドポイントのない通信を実現し，機器へ

の組込み時には，その設置環境の応じて容易に調整できる

ように，調整箇所を最少とした設計としている。

複数カード識別

非接触 ICカード通信では複数のカードを同時に識別す

る技術が必須である。これを可能とする技術は大きく二つ

である。

一つは，衝突防止（アンチコリジョン）技術であり，

カード IDをスロット ALOHA手順で取得することで解決

している。

もう一つは複数のカードが重なることにより電磁的な

カップリングが生じて，カード特性が大きく変動する問題

の解決である。これについては，アンチコリジョンカード

というアンテナおよび fcの工夫が提案されており， 章

で述べた解析技術を適用することによって，これらの特性

に対応した RWの最適設計を可能としている。

RW間干渉

図８はロッカーの鍵開閉を非接触のリストバンドで行う

実用化例であるが，多数の RWが近接して配置されるた

め，一つの RWが生成する電磁界が他の RWに影響する

可能性がある。

RW間干渉モデルを図９に示す。ここで，RW間干渉が

最も大きな影響を及ぼすのは，当該 RWがカードからの

信号を受信しているときに，隣接の RWがダウンリンク

信号を発生している場合である。RWからのダウンリンク

（7）

（6）

（5）
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図６　RWの外観
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信号は無変調の場合と，ASK変調の場合がある。

まず無変調信号の場合を考えると，希望局と干渉局の搬

送波周波数に差がある場合，これらが検波回路で混変調を

起こしてビートを打つ現象として現れる。しかし，実際の

RWでは，搬送波周波数偏差が 50 ppm程度に抑えられて

いるため，ビートの周波数はたかだか数百Hzにしかなら

ない。また，ビットコーディングにマンチェスタ符号を採

用していることにより，受信機は低周波領域をカットして

おり，無変調信号は実際には大きな問題とはならない。

一方，ASK変調信号の場合，干渉する信号の周波数帯

域が希望波の周波数帯域に重なるために問題となりうる。

この場合，いくら SN 比を改善すべく信号出力を上げても，

まったくビット誤り率が改善しないという現象として現れ

るため，RWの設計などを見直して干渉電力を下げる，隣

接する RWが同時に動作しないように制御する，などの

対策を施すことが必要となる。ただし，これらの対策は，

カードに対する反応を悪化させるという悪影響も同時にも

たらすことになるため，先の例では，これらの課題を最適

化した設計となっている。

あとがき

実用化期を迎えた非接触 ICカードの無線通信に焦点を

当て，特にカードと RWの相互接続性やシステムへの適

用上，鍵になる技術を紹介した。今後も，これらの RW

技術のさらなるブラッシュアップを通じて，非接触 IC

カードの発展に努める所存である。
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図８　ロッカーシステム
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まえがき

企業活動では，さまざまな業務において目標を立て，そ

の目標を達成するために活動が行われる。最適化手法は，

対象とする問題に対して立てた目標にできるだけ近づくた

めの操作（意思決定）を求める方法の一つである。これに

より，例えば運用コスト最小化，制御品質最良化，機器最

小化設計などのソリューションを実現することができる。

最適化手法は，第二次世界大戦時のミサイル弾道の最適

化から開発が始まり，数学的な手法により最適化を実現す

る数理計画法が開発されてきた。これに続き，1970 年代

からは物理現象や生物の進化などを模倣した最適化手法で

あるメタヒューリスティク（MH）手法が開発されてきて

いる。また，富士電機では，従来の MH手法を超える最

適化手法の開発に着手している。従来，顧客ソリューショ

ンを実現するため，時代ごとに最新の最適化手法が開発さ

れてきており，最適化は古くて新しいソリューションの実

現手段である。

本稿では，最新の最適化手法とそれを利用したソリュー

ションの展開について紹介する。

最新の最適化手法

２.１ 従来の意思決定手法の問題点と求められる手法

ある目的を達成するための意思決定をする場合，対象問

題が数式で表現できるときは，数理計画法などの数学的な

最適化手法が利用されてきた（図１の従来法 1）。これに

対し，対象問題が数式で表現できない場合，ニューロ，

ファジィ，エキスパートシステムなどの意思決定手法が利

用されてきている（図１の従来法 2）。従来法 1では，近

似的にしか数式で表現できない場合，実質的には利用が困

難となる可能性があった。従来法 2では，検証していない

ケースに対し，良質な解を生成できる保証が難しいという

問題があった。また，対象問題ごとに汎用プログラム（例

えば，有限要素法のパッケージなど）で解析計算が可能で

ある場合が多いが，従来法 1では，図１で示すように対象

問題と最適化プログラムの切り分けはできず，対象問題の

解析などを行うための独立した汎用プログラムとの連携が

困難であった。

これに対し，現場の泥臭い運用制約などの if-thenルー

ルでしか表現できない制約を考慮し，また独立した汎用プ

ログラムとの連携なども考慮し，検証されていないような

ケースでも，良い解が得られるような手法が必要となる。

このようなニーズに対応できる最新の最適化手法として，

富士電機では，以下に述べるような MH手法と非線形シ

ステムの安定性理論を用いた新たな最適化手法を研究開発

している。

２.２ メタヒューリスティク手法

MH手法は，物理現象や生物・生命にかかわる動きの模

擬を利用して問題に依存しない一般的な最適化の探索の枠

組みを実現した手法である。

MH手法には，遺伝的アルゴリズム（GA），シミュレー

ティッドアニーリング（SA），タブサーチ（TS），Parti-

cle Swarm Optimization（PSO）などのさまざまな方法が
（6）

（5）（4）

（3）

（2）

（1）

最新の最適化手法とソリューションの展開

137（37）

北川　慎治（きたがわ　しんじ） 竹中　道夫（たけなか　みちお） 福山　良和（ふくやま　よしかず）

従来型最適化 
（従来法1） 

最適化 
（数理計画法） 

対象問題 
（数式化可能） 

™現場の運用ル 
　ールなどの数 
　式化できない 
　制約へは対応 
　不可 

対象問題も含めて 
数式化できれば従 
来型最適化（線形 
計画法，非線形計 
画法など）で対応 
可能。 

現場で利用 
可能な実用 
的な最適化 
が可能 

その他 
（従来法2） 

ロジック 
ファジィ 
ニューロ 
エキスパート 

™最適性の保 
　証困難 
™検証してい 
　ないケース 
　の保証困難 

™準最適性保証可 
™検証していない 
　ケースも良質解 

対象問題が数式化 
できない場合，他 
の方法を利用。 

対象問題 
（数式化できない） 

富士電機の目指す 
最新の最適化手法 

最新の 
最適化手法 

対象問題 
（数式化できない） 

対象問題が数式化 
できなくとも対応 
可。汎用プログラ 
ムとの連携も可。 

課
題 

課
題 

利
点 

図１　従来型意思決定手法と富士電機の目指す最新の最適化手法
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ある（表１）。

GAは問題を遺伝子で表現し，複数の遺伝子を用いた交

差・突然変異などの遺伝子操作および自然淘汰による世代

交代により解を探索する。SAは，鉄が液体状態から固体

状態に冷えて固まる際に，分子レベルでは振動が徐々に小

さくなりエネルギー最小の状態になることを模擬して解を

探索する。TSは，前に探索した解に戻ることを禁止し

（タブー），新しい解のみを探索していくことにより効率的

な探索を実現する。PSOは，渡り鳥などの群れがうまく

集団で行動する様子や，人間の集団が個人の情報を集団内

でうまく共有しながら意思決定する過程を模擬することに

より解を探索する。ここで，PSOが対象としている混合

整数非線形最適化問題とは，離散変数（例えば，変圧器の

タップ値など）と連続変数（例えば，発電機の出力）を両

方含む状態変数に対して，最適な値の組合せを見つける問

題である。一般的な最適化問題では，離散変数と連続変数

を両方考慮し混合整数非線形最適化問題となる場合が多い。

富士電機は，電力・エネルギー分野において，世界で初め

て PSOの適用を成功させている。

ここでは，さまざまな分野に適用可能で最新の PSOの

概要について述べる。PSOは，パデュー大学のエバー

ハート教授らによって 1995 年に開発された。Particleは

粒子，Swarmは群れである。したがって，PSOは粒子が

群れになって解を探索する手法である。PSOの開発の背

景には二つの技術がある。一つは，動物などの群れの動き

の模倣技術であり，もう一つは認知心理学である。渡り鳥

の群れの動きは，簡単なベクトルの合成で表現できる。つ

まり，群れの中心に向かうベクトルと隣の鳥との距離を一

定に保つベクトルと，群れの向かう方向のベクトルである。

この三つのベクトルに適当な乱数を加えると群れの動きは

非常に正確に模擬できることが知られている。また，認知

心理学の分野では，人間が自分の経験と他人の経験をもと

に意思決定していることが知られている。エバーハート教

授は，解の探索点を複数用意し（複数の鳥に相当），式

のように，個々の探索点の評価が最も良かった点（Per-

sonal Best：Pbest，自分の経験に相当）と探索点の群れ

全体で評価が最も良かった点（Group Best：Gbest，他人

も含めた経験に相当）と現在の探索方向の合成ベクトル方

向に探索の向きを変更しながら解を探索することにより，

従来型のMH手法より探索効率の良い PSOを開発した。

次の探索方向＝現在の探索方向

＋ Pbest 方向＋ Gbest 方向 ……………

実際には，右辺の各項には乱数や重み係数（関数）がか

けられており，現在の探索方向は，最初はランダムに設定

する。これにより，複数の鳥（探索点）が探索領域におい

て，評価の良い探索点の情報を交換しながら最適解を探索

していることになる（図２）。

富士電機では，この最新の PSO 技術に対して，さらな

る改良を加えた Constriction Factor Approach，ハイブ

リッド PSO，適応的 PSOなどを利用したソリューション

を実現している
～

。

２.３ 非線形システムの安定性理論を用いた新しい最適化

手法

MH手法は，対象問題が式で表現できなかったり，汎用

ソフトウェアを利用する必要があっても，良質な解が得ら

れる利点がある。しかし，実用的には，大規模な問題に対

（9）（7）

（1）

（1）

（7）
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じゃあ，その辺を 
みんなで探そう 

探索点 

探索範囲 
情報 

あの辺の値が 
良かったよ 

図２　PSOの探索の概念

表１　メタヒューリスティク手法の比較 

GA

開発時期 

〈注〉実行時間は相対的に◎，○，△の順番に短い。 

対象問題 

状態変数 

探索点数 

解の保証 

実行時間 

特　　徴 

1970年代 

離散変数 

多点探索 

○ 

組合せ最適化問題 

解全体が良い方向に行く 
ことは保証されている。 

近年は，多目的最適化問 
題への適用有効性が検討 
されている。 

SA

1983年 

離散変数 

一点探索 

△ 

組合せ最適化問題 

大域最適解が得られるこ 
とが保証されている。 

長時間をかければ良質な 
解が得られる。 

TS

1989年 

離散変数 

一点探索 

◎ 

組合せ最適化問題 

数学的な保証はない。 

組合せ最適化問題に対し， 
一般的にGA，SAより 
短時間に良質な解が得ら 
れる。 

PSO

1995年 

連続変数，離散変数 

多点探索 

◎ 

連続型最適化問題 
混合整数非線形最適化問題 

探索の振る舞いを数学的に解析 
する試みが始められている。 

従来法では解を求めることが困 
難であった混合整数非線形最適 
化問題に対し，短時間で良質な 
解が得られる。 

2003年 

連続変数，離散変数 

一点探索 

○ 

組合せ最適化問題 
連続型最適化問題 
混合整数非線形最適化問題 

非線形システムの安定性理論を 
用いた最新の最適化手法 

数学的な理論に基づいた探索方 
式で保証可能（理論を構築中） 

大規模な問題に対して，最も効 
率的かつ確実に良い解が得られ 
る。 
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しては良質な解を生成する確率が小さくなってしまうこと

がある。ユーザーニーズは狭い範囲の最適化ではなく，よ

く「全体最適化」といわれるように，一つの建屋から工場

全体，生産業務全体のように広い範囲に拡大しており，今

後はますます大規模な問題を取り扱う必要がある。また，

GA，SA，PSOなどは確率的な方法であるため，いつで

も良質な解が得られる保証がなく，解が毎回異なってしま

う可能性がある。毎回同じような解が生成されるようにす

ると自由度が減り，良い解が得られる確率も減ってしまう。

このため，実用化のためには，探索のチューニングを注意

深く行う必要がある。富士電機では，このような MH手

法の欠点を補い，大規模な問題に対して常に良質な解が得

られるような方法として，非線形システムの安定性理論に

基づく新しい最適化手法を開発している（表１）。以下に

概要を説明する。

最適化において，各探索点における目的関数の傾きを計

算することにより局所最適解へ至る方法は数理計画法とし

て開発されてきている（図３の①）。しかし，この方法で

は，局所最適解から抜け出し，他の谷にある大域最適解へ

至ることができない（図３の②）。このような数理計画法

の欠点を克服するため，生物の世代交代や群れの動きを模

倣して局所最適解から抜け出す方法として MH手法が開

発された。

ここで，もう少し詳しく目的関数の形状を考えてみると，

局所最適解に至った後，次の谷に行く際に，山の尾根の一

番低い所を通って行くと効率的であることが分かる。この

ように，局所最適解が得られたら，山の尾根の一番低い所

を経て，次の谷の局所最適解に至るということを繰り返す

ことにより，最短時間で周りの局所最適解を得ることがで

きる（図４）。一定時間内に得られた局所最適解のうち，

最も良い解を最適解（大域最適解に近い解）として求める

ことができる。このような方法が米国コーネル大学のチャ

ン教授らによって提案されたが，時間がかかるという欠点

があった。

富士電機では，この方法を改良し，連続法および固有値

解析により，高速に尾根の一番低い所を探し出し局所最適

解を最短時間で探し出していく方法を開発している。本手

法により，大規模で複雑な形状の目的関数でも，短時間に

大域最適解が得られることが検証されている。本手法は，

まだ研究段階であるが，各種分野への適用を実現するため

に実用的な研究開発を進めている。

最新の最適化手法を用いたソリューションの例

ここでは，最新の最適化手法を用いたソリューションの

（2）

（10）
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目的関数値 

大域最適解 

変数 

① 

② 

局所最適解 

局所最適解にたどり 
着くことは容易 

どのようにして 
局所最適解から 
抜け出すか？ 

図３　局所最適解からの脱出

尾根の一番 
低い所 

探索経路 

初期値 

変数2
谷の低い所 
（最適解の候補） 

変 
数 
1

目
的
関
数
値 

図４　効率的な局所最適解の探索方法

センサ計測値 
補正機能 

計測異常センサ 
特定機能 アラーム出力など 

自動制御 

計測 

プラント制御値 センサ計測値 
LAN

プロセス 
制御システム 

エネルギープラント 

各種センサ 

燃料，各種（電気・空気 
・蒸気）負荷，制御量 
など 

エネルギープラント最適運用システム 

センサ診断機能 

最適運転 
計画機能 

プラントモデル機能 
（プラント 
　シミュレータ） 

計測 
異常 

各負荷 
予測値 

計画案に対 
する機器状態 

さまざまな 
計画案 各計測補正値 

負荷予測機能 
プラント 

ユーティリティ設備 

ボイラ，ガスタービン， 
排ガスボイラ，蒸気ター 
ビン，吸収式冷凍機， 
蓄熱槽など 

図５　センサ診断機能を含んだエネルギープラント最適運用システム
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例として，エネルギープラントの最適運用
， ～

におけるセンサ

診断を示す。

エネルギープラント最適運用システムのシステム構成を

図５に示す。センサ診断機能は実績データ管理として，最

適運用システムの各種機能へのデータ入力の前段階に実行

される機能であり，LAN経由で入手されたセンサ計測値

に対し計測誤差を自動補正し，その補正量が大きい場合に

は計測異常センサを特定し運用者に通知するなど，センサ

診断機能は主に以下の二つの機能から構成される。

３.１ センサ計測値補正機能

実運用においては計測誤差がセンサ情報に含まれていて

も最適運用システムの各種機能が妥当な結果を出力する継

続運用を実現する必要がある。これを実現するため，セン

サ計測値補正機能はセンサ計測値とプラントシミュレータ

計算結果との誤差が最小となるようにセンサ計測値を自動

補正する。この問題は以下のような最適化問題として定式

化できる。

状態変数：プラントシミュレータ入力値（各種燃料，負

荷値など）

目的関数：計測値と計算値の誤差最小化

つまり，目的関数値が最小となるプラントシミュレータ

入力値の組合せを求め，そのときのプラントシミュレータ

計算結果を基にセンサ計測値を自動補正している。本機能

は，MH手法の一つである PSOをベースとして実現して

いる。

３.２ 計測異常センサ特定機能

上記の機能による補正量が大きい場合にその要因と考え

られるセンサを特定する機能である。この問題は以下のよ

うな組合せ最適化問題として定式化できる。

状態変数：正常計測と計測異常のセンサ状態の組合せ

目的関数：正常計測値と計算値の誤差最小化および正常

計測センサが存在する事象確率最大化

つまり，正常計測センサの計測値とプラントシミュレー

タ計算結果との誤差や正常計測センサの存在台数などを総

合的に判断し，最良の目的関数値を得るセンサ状態の組合

せを求め，その組合せの中で計測異常状態にあるものを計

測異常センサとして特定している。また，３.１節の機能と

同様の方式により，最良の目的関数値を得るときのプラン

トシミュレータ計算結果を基にセンサ計測値の補正も同時

に実現することが可能である。

これらの機能は，プラントシミュレータという外部プロ

グラムの結果を利用するため，従来の数理計画法では実現

ができず，MH手法を利用する必要があり，PSOをベー

スとして実現している。このような機能により，現在の定

期的にメンテナンスを行う Time-based Maintenance（T

BM）から，必要に応じてメンテナンスを行う Condition-

based Maintenance （CBM）に移行でき，メンテナンス

費用の削減が可能となる。富士電機では，このようなセン

サ診断機能を組み込んだエネルギープラント最適運用ツー

ルとして FeTOPや PowerCCを提供している。

このような最新の最適化手法の適用分野の例を図６に示

す。

なお，MH手法の電力分野への適用については，参考文

献 にまとめた。

あとがき

本稿では，富士電機で開発を進めている最新の最適化手

法とソリューションへの適用例について述べた。今後も顧

客ソリューションを実現するべく，最適化手法の研究開発

を進めていく所存である。
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システム最適計画 機器最適設計 

™最適建設　経済性… 
™最適増設　経済性… 
™最適材料購入　経済性… 
™最適機器配置　経済性， 
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™リアルオプションに基づく意思決定 
　事業性評価，運用効率化 

図６　最新最適化技術の適用分野例
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解　説 狭開先溶接

厚板の溶接は，一般的には開先を V形，レ形，X

形などの形状にして溶接ビードを何層・何パスにもわ

たって積層していく。しかし溶接箇所は大入熱を受け

るので，結晶粒の粗大化，熱影響部の劣化，溶接変形

は避けられない。これに対して，開先を U形にして

開先幅を非常に狭く（6 ～ 12mm）して溶接するのが

狭開先溶接法である。この方法では溶接入熱を低減で

きるので母材の組織変質を抑制して高能率に溶接でき

る。これには TIG 溶接法
〈注 1〉

，MIG/MAG溶接法
〈注 2〉

，サブ

マージアーク溶接法
〈注 3〉

などがある。狭開先溶接の特長

は，①溶接継手の強度，靭性が向上する，②溶接時間

が短縮できる，③溶接材が節約できる，などがある。

溶接 
電源 

－ 
 
＋ 

ワイヤ 

ワイヤ 
供給装置 母材 母材 

ワイヤ 

溶接ビード 

アーク 

揺動式電極 

狭開先部 

〈注 1〉TIG 溶接法：非消耗式のタングステン電極とシールドガ

スに不活性ガスを用いたアーク溶接方法

〈注 2〉MIG/MAG溶接法：消耗式溶接ワイヤを電極としてシー

ルドガスに Arや Heなどの不活性ガス，CO2や CO2 ＋

Arなどの酸化性ガスを用いたアーク溶接方法

〈注 3〉サブマージアーク溶接法：フラックス中において溶接ワ

イヤと母材との間にアークを発生させて溶接する方法
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近年，省エネルギー化の要求に伴いインバータの適用範

囲は広がっているが，今後，インバータのさらなる普及拡

大には，今まで以上の低コスト化，小型化，高効率化が求

められる。また，環境への整合性もより重視される傾向に

あり，インバータの入力電流に含まれる高調波への何らか

の対策が必要である。

富士電機では，インバータのように直流に変換すること

なく，電源電圧から直接任意の大きさ，周波数の出力電圧

を発生できるマトリックスコンバータを開発している。こ

れはインバータに対して，高効率，小型，長寿命，低入力

電流高調波といった特長があり，前述の要求を実現できる

可能性が高い。本稿では，マトリックスコンバータとその

実用化を実現する新技術について紹介する。

マトリックスコンバータの原理

図１にインバータとマトリックスコンバータとの回路構

成を対比して示す。インバータはよく知られるとおり，整

流器部により入力された交流電圧を直流電圧に変換し，イ

ンバータ部で IGBTなどのスイッチング素子を高速でオン

オフすることにより，直流電圧を短冊状に切り出して所望

の交流電圧に変換する。直流部には，電圧リプルを抑制す

るために電解コンデンサが使われている。これに対し，マ

トリックスコンバータは交流スイッチを格子（Matrix）

状に並べ，これらを高速でオンオフし，入力交流電圧を短

冊状に切り出すことで所望の出力電圧を直接得る。ここで

は，電解コンデンサのような大きなエネルギー蓄積要素が

不要となる。ただし，スイッチング素子には交流電圧が印

加されるため順逆両方向の電圧をオンオフできる機能が必

要である。

図１ に示すように，インバータでは直流中間部に接続

された電解コンデンサの突入電流を抑制するため，初期充

電回路が必要となる。また，整流器部にダイオード整流器

を用いると入力電流に多くの高調波が発生する。そこで入

力電流の高調波を低減するため，直流リアクトル（DCL）

が挿入される。加えて，電動機に大きな制動トルクを発生

させる場合，直流部にブレーキユニットを接続する必要が

ある。用途によっては，入力電流の高調波の低減や制動時

のエネルギー処理のため回生コンバータが用いられる。し

かし，マトリックスコンバータは入力電流と出力電圧を同

時に制御できるので，回生コンバータとインバータを用い

たシステムと同等である。すなわち，入力電流を正弦波状

に制御することにより，入力電流に低次の高調波はほとん

ど発生せず，加えて制動時の電力回生動作もできる。さら

に，直流中間部の大型電解コンデンサが不要なため，初期

充電回路は必要なく，小型化と長寿命化が可能である。

図２に回生コンバータとインバータとを用いたシステム

とマトリックスコンバータの損失と盤構成の比較を示す。

マトリックスコンバータではインバータと回生コンバータ

のほかに，フィルタコンデンサ，リアクトルや昇圧リアク

（a）
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トルが必要となるが，マトリックスコンバータではフィル

タだけでよい。したがって，システムを盤内に構成した場

合，内部を簡素化でき，盤のサイズを 1/2 以下と大幅に省

スペース化できる。また，交流から交流へ１回で変換する

ため，損失が従来のシステムの 2/3 以下と少なく，低損失

化を実現できる。

マトリックスコンバータを実用化する新技術

マトリックスコンバータの回路構成と原理は古くから知

られているが，実用化するには幾つかの課題があった。こ

こでは，これらの課題を解決する新技術を紹介する。

３.１ 高速自己消弧形デバイスの逆阻止化技術

表１にマトリックスコンバータに用いる交流スイッチの

実現方法を示す。従来の IGBTをはじめとする高速の自己

消弧形デバイスは逆方向に電圧を印加できない。そのため，

従来は表１ のように，IGBTに直列にダイオードを接続

する必要があった。このダイオードにより導通損失が増加

し，効率が低下する。

富士電機では，逆方向にも耐圧がある逆阻止 IGBTを新

たに開発した。従来の IGBTは，逆電圧を印加すると

IGBTチップをウェーハから切り離すときにできるダイシ

ング面に漏れ電流が流れ，耐圧を確保できない。そこで，

開発した逆阻止 IGBTではダイシング部に深い分離層を形

成し，ダイシング面を覆うことで漏れ電流が流れるのを防

ぎ逆耐圧を確保する。これは近年の IGBT製造技術の発達

により実現可能になった。逆阻止 IGBTは従来の IGBTと

基本構造は同じ構造であるため，スイッチングスピードや

オン電圧のトレードオフカーブは従来の IGBTと同様であ

る。また，逆方向電圧を印加したときのリカバリー特性に

ついても従来の還流ダイオードとほぼ同等の特性が得られ

ている。図３にマトリックスコンバータを表１ および表

１ で示す各交流スイッチで実現した場合の損失の比較を

示す。逆阻止 IGBTを適用すると直列ダイオードの導通損

失がなくなるため，スイッチング損失はほぼそのままで，

導通損失を約 30 ％低減できる。

３.２ 保護技術

図４にマトリックスコンバータの転流動作について示す。

転流とは，例えば，Saに流れている電流を，Sbをオンし

て Saをオフすることにより，Sbに移すことである。この

とき，スイッチの切換は電源短絡を防止しつつ，負荷電流

の還流経路を確保しなくはならず，Sa，Sbは同時オンも

同時オフもできない。負荷の誘導性エネルギーの還流経路

がなくなると，スイッチの両端に大きなサージ電圧が発生

し，スイッチを破壊する。また，過電流，過電圧などによ

り保護動作が働いた場合，インバータでは IGBTをすべて

遮断しても還流ダイオードにより負荷電流の還流経路は確

保され，誘導性エネルギーは自動的に電解コンデンサに吸

（b）

（a）

（1）

（a）
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表１　交流スイッチの実現法 
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収されるが，マトリックスコンバータでは，負荷電流を保

護回路に転流させなくてはならない。

そこで，従来はインバータと同様に電源短絡を防止する

デッドタイムを設け，同時オフの期間に発生するサージ電

圧は保護回路により吸収する。このため，損失の増加や保

護回路が大型化し，加えて保護回路にはエネルギーを吸収

する大型の電解コンデンサが必要になるため，マトリック

スコンバータの利点を損なう結果となる。

今回の開発では，交流スイッチを構成する二つの逆阻止

IGBTを別々のタイミングでオンオフすることにより，転

流の問題を解決した。すなわち，IGBTに逆電圧が印加さ

れても逆方向（エミッタからコレクタ方向）へは電流が流

れないことに着目し，逆電圧が印加されているスイッチを

常にオンすることにより，従来のインバータの還流ダイ

オードの働きをさせ，負荷電流の還流経路を確保する。順

方向に電圧が印加されているスイッチは従来のインバータ

と同じくデッドタイムを設けてスイッチングすることによ

り，電源短絡を防止する。例えば，図４において，vRS>0

とすれば，Sanと Sbpは逆電圧が印加されるので，常時オ

ンとし，Sapと Sbnはデッドタイムを設けてスイッチング

することにより，負荷電流を Sapと Sbnの間で転流する。

過電流や過電圧時の保護についても，誘導性エネルギーを

大型の電解コンデンサに蓄えることなく，抵抗やダイナ

ミッククランプ動作により高速にエネルギーを消費するこ

とで，電解コンデンサレス化を実現する。

３.３ 制御技術

マトリックスコンバータでは出力電圧を制御すると同時

に入力電流を制御できるが，同時に独立して制御するのは

容易ではない。その理由は，ある電圧を出力するために，

交流スイッチを一つ切り換えると入力電流の状態も変わる

ため，制御が複雑になる。しかし，近年，制御装置の高速

化と高性能化，低コスト化により，複雑な制御でも容易に

実現できるようになっている。従来から用いられてきたマ

トリックスコンバータの制御法は電源電圧から所望の交流

電圧を得る条件と，入力電流が正弦波状になるように負荷

電流を分配する条件から，各交流スイッチのオンオフパ

ターンを直接計算する方法である。この方法はマトリック

スコンバータ固有の制御法であり，変換器の違いを生かし

たさまざまなオンオフパターンを作り出すことができる。

しかし，オンオフパターンを直接求めることから，入力電

流の制御と出力電圧の制御を分離して考えることは難しい。

そこで今回は，図５のように，マトリックスコンバータ

を仮想の整流器部と仮想のインバータ部に分け，入力電流

と出力電圧についてそれぞれ制御を行い，最後に仮想整流

器と仮想インバータのオンオフパターンを合成して，マト

リックスコンバータのオンオフパターンを得る方法（仮想

AC-DC-AC方式）を開発した。この方法は，従来のイン

バータの延長線上で制御を行えるので，これまでに培った

技術がほぼそのまま適用できる。

仮想AC-DC-AC方式は図６に示す仮想の整流器とイン

バータからなる仮想AC-DC-AC変換器を想定し，入力電

流および出力電圧の制御を行う。

仮想AC-DC-AC方式は，

「三相電力変換器において，電力変換器の最終的な入力と

出力の接続関係が等しければ，入出力波形は電力変換器の

回路方式に依存しない」

という原理に基づいている。例えば，図６において仮想整

流器側で Srp，Stnをオンし，仮想インバータ側で，Sup，

Svp，Swnをオンする期間があるとすると，入出力の接続関

係は，R相と U相，V相，および T相とW相が接続され

ていることになる。そこでマトリックスコンバータでも同

様に Sru，Srv，Stwをオンすることにより R 相と U相，V

相，および T相とW相をそれぞれ接続するスイッチをオ

ンすることによって，従来の AC-DC-AC変換と同様な動

作ができる。仮想インバータの制御は従来のインバータと

同様に行う。

図７に仮想AC-DC-AC方式により制御を行った場合の

マトリックスコンバータの動作波形を示す。負荷は誘導機

であり，誘導機の制御にはベクトル制御を用いている。入

力電流は電源電圧と同期しており，ほぼ力率 1の正弦波状

の電流になっている。また，出力電流も低次ひずみのない

良好な正弦波状の電流が得られている。

図８に負荷を変化させたときの入力電流のひずみ率と入

（4）

（3）

（2）
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力力率を示す。入力力率は 40 ％以上の負荷で 99 ％以上が

得られており，入力電流のひずみ率も定格時 5.1 ％と低い

値が得られている。マトリックスコンバータでは入力電流

に低次高調波が含まれないため，高調波抑制対策ガイドラ

インを満足できる。

図９，図 にベクトル制御時における加減速運転波形と

負荷インパクトの波形をそれぞれ示す。トルクがステップ

的に変化し，トルク電流が変化しても磁化電流は一定を

保っており，従来の電動機制御と同様にベクトル制御が良

好に行えることが確認できる。また，減速時には入力電流

が増加し，入力側に電力を回生していることが分かる。

あとがき

マトリックスコンバータを実用化する新技術について紹

介してきた。本稿では割愛したが，マトリックスコンバー

タが持つ原理上の下記の制約を克服する技術についても開

発している。

スイッチングに用いられる線間電圧の最小値は入力電

圧の 0.866 倍であるため，出力電圧を正弦波状に出力で

きる最大電圧は入力電圧の 0.866 倍に限られる。

エネルギーバッファがないため，停電，ひずみなどの

電源じょう乱に弱い。

マトリックスコンバータは電力回生ができることからエ

レベータやクレーンをはじめとする垂直搬送に適用できる。

また入力電流高調波を大幅に低減できることから，高調波

対策品としても期待される。

将来的にはフライホイールによるエネルギー貯蔵，マイ

クロガスタービンなど，従来回生コンバータとインバータ

を用いてシステムを構築していた分野への適用が期待でき

る。逆阻止 IGBTについても，今後さらに従来の IGBTと

同様に高耐圧化，大電流化が進むと思われる。これらに伴

いマトリックスコンバータの適用範囲も広がることが予想

され，課題解決に向けて全力で取り組む所存である。
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コンバインドサイクルプラントや IPP（電力卸供給事業

者）プラントの市場拡大に伴い，中容量蒸気タービンの発

注台数が近年増大している。従来の中容量機の標準構成は，

高中圧一体形タービンと低圧タービンをタンデムに結合し

た 2 気筒 2流排気式であったが，長大低圧翼の開発に伴い，

初期コスト，保守コストの安価な高中低圧一体形タービン

に対するニーズが高まっている。

蒸気タービン用ロータ材は，使用される部位により要求

される材料特性が異なる。すなわち，軸径は小さいが高温

下で使用される高中圧部においては高温クリープ強度が，

また使用される温度は低いが軸径が大きい低圧部において

は引張強度と靭性が，それぞれ要求される。

1 ％ CrMoNiV 鋼は良好な高温クリープ強度を持ち低コ

ストで製作可能なロータ材であるが，引張強度・靭性はそ

れほど高くない。3.5 ％ NiCrMoV 鋼は高い引張強度と靭

性を持ち低コストで製作可能なロータ材であるが，高温下

では脆化する特性がある。2 ％ CrMoNiWV鋼は良好な高

温クリープ強度と高い引張強度と靭性とを併せ持つロータ

材であるが，製作プロセスが複雑で製作コストが高い。

図１はタービンの構成とロータ材の使用範囲を示したも

のであるが，それぞれのロータ材には前述した強度特性が

あるため，従来は上段に示す材料選定がされていた。

本稿では，中容量高中低圧一体ロータ材を低コスト，短

納期で提供するために，図１の下段に示す 1 ％ CrMoNiV

鋼と 3.5 ％ NiCrMoV 鋼の異種材料を溶接する技術を開発

したので紹介する。

地熱タービンは，蒸気中に腐食性物質が含まれる環境下

で使用されるため，経年的にロータ材は腐食減肉し，高応

力の作用する翼溝部には腐食ピットやクラックが生じる場

合がある。本稿では，腐食により損傷した地熱ロータ材

（1 ％ CrMoNiV 鋼）の補修技術として，耐腐食性に優れ

た 12 ％ CrMoV 鋼の肉盛溶接についても開発したので併

せて紹介する。

ロータ溶接

２.１ 異種材料の溶接

高温・高中圧側ロータの 1 ％ CrMoNiV 鋼と低温・低圧

側ロータの 3.5 ％ NiCrMoV 鋼は，上述したように蒸気

タービンロータとしての使用条件が，それぞれ異なるため

蒸気タービンロータの異種材料溶接技術
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蒸気タービンロータの異種材料溶接技術

に要求される機械的特性も異なる。図２は，両ロータの突

合せ部の概略図である。すなわち，両ロータの継手部は異

種材料同士の溶接となる。このロータ材は Cr，Moなど

の合金成分を含有し，比較的炭素量も多いことから溶接部

において焼入れ性が高くなる。溶接のままでは靭性も乏し

く，低温割れの発生も起こりやすくなるので，実際の溶接

施工では溶接棒の選定，バタリング溶接（下盛溶接），初

層裏波溶接（第一層目完全溶け込み溶接），多層溶接，そ

して予熱や後熱処理など溶接プロセスの一つ一つが重要な

要素となる。

溶接方法はワイヤ供給式の狭開先 TIG 溶接方法（狭い

開先部内を不活性ガス雰囲気にして非消耗式タングステン

電極と供給ワイヤとによりアーク溶接する方法。狭開先溶

接については 141ページの「解説」参照）を用いた。供給

ワイヤには 1 ％ CrMoNiV 鋼と 3.5 ％ NiCrMoV 鋼の中間

成分となる組成のものを選定した。

まず 1 ％ CrMoNiV 鋼側の突合せ面にバタリング溶接を

行った。一種の中間層として，3.5 ％ NiCrMoV 鋼との溶

接において成分調整の働きをするためである。溶接の際は

急冷硬化を防ぐため予熱を行った。これは拡散性水素を放

出して低温割れ防止に有効となるためである。そしてバタ

リング溶接後は，延性・靭性の回復，硬度の低減のため後

熱処理を行った。

図３に異種材料溶接前のロータの外観を示す。

1 ％ CrMoNiV 鋼側ロータと 3.5 ％ NiCrMoV 鋼側ロー

タの溶接前突合せ作業はロータの軸心調整後に，両ロータ

のつなぎ固定のためのブリッジ溶接や狭開先底部の仮付け

溶接など，いずれも異種材料溶接となる。このような箇所

は短時間の溶接となるため急冷硬化しやすい。したがって，

異種材料溶接となるすべての箇所に対して，予熱の考慮が

重要となる。

タービンロータは，高速回転（3,000/3,600 r/min）する

ため狭開先部の初層溶接では，内径側継手部全周において

裏波が出ることが必要となる。溶接時におけるバッキング

ガス（Arガス）の給排気によるロータ内径側空洞部の内

部ガス圧力（ゲージ圧）の最適化と低い酸素濃度（およそ

0.5 ％以内）の維持が必要で，これが裏波の安定化に重要

となる。図４は，ロータ内径側空洞部の Arバッキングガ

スの内部圧力が，全周の溶接線（突合せ部）上に事前にあ

けられた複数個の Arガス給排気穴をアークが通過する際

に，アークに及ぼす影響を調べたもので，30 ～ 40 Paを

超えない内部ガス圧力のときにきわめてアークが安定した。

ここでの裏波溶接は，溶け落ち（穴あき）や裏波途切れの

発生がロータ製作のうえで致命的なものとなるため最も溶

接難易度の高い箇所となった。次に， 2 層目以降の多層溶

接（67 層）は正味アーク溶接時間だけでも 30 ～ 40 時間

にも及ぶ。ここでは入熱量，ワイヤ溶着量，ビード高さな

どの選定において，溶接部の結晶粒サイズの肥大化・脆化

などの防止配慮をした最適条件出しが重要となった。図５

に多層溶接部の断面組織（溶接後熱処理後）を示す。多層

溶接では狭開先面の片方の側，すなわちバタリング側の溶

接部は，ほぼ同材質の溶接となり，もう片方の側の 3.5 ％
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蒸気タービンロータの異種材料溶接技術

NiCrMoV鋼側では異種材料溶接部となる。本溶接では狭

開先 1層 1パス溶接であるので，この両面の溶接部は異な

る希釈率を呈することになり予熱温度の選定が重要となる。

２.２ 溶接部の検査

溶接部検査の方法は，非破壊検査方法ではＸ線透過撮影

試験，超音波探傷試験，Ｘ線残留応力測定，溶接部変形量

の測定など，破壊検査方法では引張試験，衝撃試験，回転

曲げ試験，断面組織検査，応力腐食割れ試験などである。

非破壊検査では，初層溶接部にＸ線透過撮影試験を，ま

た多層溶接部には超音波探傷試験（Ultrasonic Testing：

UT）を用いた。このうちの TOFD法
〈注〉

試験では，溶接内部

におけるきず（気孔など）の深さ方向の位置やそのサイズ

がφ 1mmの精度で検出でき，これを超える溶接内部のき

ずは検出されなかった。

図６はロータ材の特性と，溶接部の引張強度，衝撃試験

の結果である。各溶接箇所を切り出した試験片から調べた

もので，ロータ材の特性値（規格値）を上回る結果を得た。

図７における溶接後熱処理後の溶接部の硬さ分布では

3.5 ％ NiCrMoV鋼側の HAZ（熱影響部）で最も高い硬さ

を示すが，これは異種材料間における浸炭現象と考えられ

機械的特性にはまったく影響を及ぼすものではなかった。

地熱タービンロータの肉盛補修溶接

蒸気中に腐食性物質が含まれる環境下で地熱タービンは

使用されるため，ロータ材翼溝部は経年的に腐食を生じる

場合がある。そこで，この翼溝部を補修する溶接方法につ

いて紹介する。

この翼溝部はロータ本体側の 1 ％ CrMoNiV 鋼の翼溝部

を補修するもので，まずロータ本体側劣化部を切削削除し

た後，下盛溶接（5 ％ Cr 鋼），肉盛溶接（12 ％ CrMoV鋼），

溶接後熱処理（焼鈍），翼溝加工という工程で行われる。

３.１ 溶接方法の選定

肉盛溶接方法としてはサブマージアーク溶接を選定した。

この溶接方法は，太径のワイヤを使用し，かつ大電流が使

用できるので高能率・高品質の特長を持つ。

３.２ 予備実験

溶接ワイヤ，溶接条件および溶接後熱処理の組合せを変

えた平板溶接実験を行い，各組合せにおける溶接部の機械
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蒸気タービンロータの異種材料溶接技術

的特性の確認により最適条件の絞込みを行った。その結果，

下盛材 5％ Cr 鋼，本溶接材 12 ％ CrMoV 鋼，焼鈍温度

720 ℃の組合せにおいて継手引張強度 729MPa（母材強度

686 ～ 833MPa），衝撃試験のシャルピー吸収エネルギー

24.4 ～ 108.4 J（母材吸収エネルギー 23.5 J 以上），溶接部

のビッカース硬さ HV190 ～ 265という機械的特性が得ら

れ，実機への適用が可能であることを確認した。

３.３ 実物大モデルによる肉盛溶接実験

予備実験により決定した施行条件により，実物大モデル

の肉盛溶接実験を実施した。肉盛溶接は，ロータを回転

ローラ上で水平姿勢で回転・予熱しながら行う。特に溶接

後熱処理（焼鈍）もロータを回転させながら実施した。

ロータ翼溝部の肉盛補修溶接の施行状況を図８に示す。溶

接後熱処理後，肉盛部を粗引き加工した後，超音波探傷試

験（UT）および残留応力測定を実施した。UT結果では

判定基準であるφ 1mm以上の欠陥は検出されなかった。

また，肉盛溶接部の機械的特性試験およびその他評価試験

では，引張試験，シャルピー衝撃試験，硬さ試験，組織観

察，Cr 量分析，応力腐食割れ（Stress Crack Corrosion：

SCC）試験，腐食疲労試験を実施した。いずれも良好な結

果が得られたが，その主な結果は表１および図９に示すと

おりである。SCC 試験では，溶接部およびその境界部は，

いずれも母材（ロータ材： 1％ CrMoNiV 鋼と翼材）の破

断時間を上回っている。これは溶接表層部における不動態

皮膜（Cr 酸化物）の変化により腐食モードが，応力集中

を受けやすい局部腐食モードから受けにくい全面腐食モー

ドに移行したことによるものと考えられる。

以上から，翼溝部への肉盛溶接が下盛材 5％ Cr 鋼，肉

盛溶接材12％ Cr鋼，焼鈍温度 720 ℃の組合せにより，実

機ロータへの補修が可能であることを確認した。

あとがき

本稿では，中容量蒸気タービンの高中低圧一体形タービ

ンを製作するうえで欠かせない高中圧側ロータと低圧側

ロータの異種材料を溶接する技術，および地熱タービンな

どのような腐食環境下で経年腐食した場合のタービン翼溝

部の補修を肉盛溶接で対応する技術について紹介した。

今後は，高中低圧一体形タービン，すなわち 1ケーシン

グ再熱・非再熱タービンへの適用，および地熱ロータ補修

への適用を図っていく所存である。
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図９　肉盛溶接部の応力腐食割れ試験結果

表１　肉盛溶接部の機械的特性試験結果 

規格値 

引張強度 

降伏点 

伸　び 

絞　り 

吸収エネルギー 

ビッカース硬さHV

686～833MPa 

549～686MPa 

15％以上 

40％以上 

24J以上 

－ 

部　位 

母材（1％CrMoNiV鋼） 

686～833MPa 

565～577MPa 

21.5～22.8％ 

70.7～71.6％ 

46.2～55.8J 

190～220

母材と溶接境界部 

690～698MPa 

549～566MPa 

15.3～16.3％ 

69.7～72.4％ 

60.8～95.1J 

220～270

溶接部 

849MPa 

692MPa 

13.3～15.5％ 

52.7～56.1％ 

30.0～39.3J 

260
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SPring-8（Super Photon ring-8GeV）は世界最高性能

の放射光 X線を発生することができる大型放射光施設で，

材料科学，地球科学，生命科学，環境科学，医学などの広

い分野への活用が期待されている。放射光 X線はきわめ

て明るく指向性の強い光で，輝度は実験室の X線装置の

108 倍に達する。またエネルギー（波長）を自由に変えら

れる（5 ～ 60 keV）ことも大きな特長である。富士電機を

含む 13 社は SPring-8に材料解析を目的とした産業用専

用ビームラインを共同で建設し，1999 年 10 月から各社交

代で利用している。富士電機は，SPring-8の優れた放射

光 X線を利用した革新的な材料解析技術を世の中へ提案

するとともに，富士電機製品の高性能化・高品質化，およ

び新製品開発に活用している。

本稿では，半導体トレンチひずみ解析と磁気記録媒体磁

性層の結晶構造解析の事例を紹介する。

フレネルゾーンプレート拡大法によるトレンチ

ひずみ解析

携帯電話機やモバイル機器などのバッテリー駆動機器に

広く用いられるパワー MOSFETには，一般にトレンチ

ゲート構造（図１）が採用されている。これはシリコン

（Si）基板に幅 1 µm以下の溝（トレンチ）を形成し，その

内面にゲート酸化膜を形成するものであり，素子の微細化

が可能でオン抵抗を低減できる構造として注目されている。

しかしこの構造ではトレンチ周辺にひずみが残留すると

いった問題があり，このひずみがゲート酸化膜の絶縁耐圧

低下などを引き起こす原因の一つと考えられている。

こうした問題を解決するためには，微細構造のひずみを

正しく評価する方法が必要である。局所的なひずみを解析

する方法としては，放射光 X線のマイクロビームを用い

る方法が一般的であるが，X線ビームの径 Dを絞ると発

散角θが大きくなる性質（θD＞波長，光の回折限界）

により，要求される空間分解能（1 µm）とひずみ感度

（10－5）の両立は不可能であった。

富士電機は，X線ビームの微細化とは逆に，回折 X線

像を拡大する独自の方法でこの限界を克服した。その一つ

は X線特有の現象である非対称反射拡大を用いる方法
，

で

あり，他の一つはレンズとして機能するフレネルゾーンプ

レート（FZP）を用いる方法
，

である。このうち後者は利用

可能なエネルギー範囲が広く，一つの FZPで二次元拡大

が可能であるなどの利点がある。以下では，この FZP 方

式の Siトレンチひずみ測定への適用例を紹介する。

２.１ FZP光学系の設計

FZP 拡大法は FZPで試料面上の X線像を拡大し，拡大

像の一部を取り出すことにより特定の位置で回折される X

線のみをとらえて，高空間分解能 X線回折を実現する。

図２に FZP 拡大法の光学系を示す。拡大像は検出器手前

の可変スリット上に結像する。今回用いた回折計の試料か

ら結像面までの距離 Lは約 900mmである。実験におい

て拡大倍率 mを 15 ～ 20 倍と見込んで，焦点距離 fを 50

mmとした。

今回用いた FZP〔NTTアドバンステクノロジ（株）製〕

の構造を図３に示す。素子はいずれも厚さ 1 µmの窒化 Si

膜とタンタル（Ta）膜を重ねたもので，Ta 膜に同心円状
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の欠落部を形成している。この FZPは Ta 層の有無で生

じる位相のずれを利用しており，位相変調型と呼ばれる。

X線のエネルギー Eは 9 keV（波長λは 0.138 nm）と設

定しており，Ta 層の厚みから FZPの回折効率は約 15 ％

である。

FZPパターンの n番目の円の半径は，

………………………………………………

n＝ 1，2，・・・，N

で表される。現在，製作可能な最小輪帯幅ΔrN（＝ rN－

rN－1）は 0.1 µmであるため，式 から総輪帯数 Nは 166

となる。この FZPの空間分解能δは，δ＝ 1.22 ΔrNの関

係から，0.12 nmとなる。

以上の拡大光学系により，図２のスリット上には試料上

の X線像が約 16 倍に拡大投影される。中央部には FZP

で回折されない直接光も投影されるため，スリットの開口

（約 5 µm角）を中心からずらした位置にセットしている。

拡大像の目的部分をこのスリットで抽出すると，空間分解

能 5 µm/16 ≒ 0.3 µmの X線回折測定が可能となる。

２.２ 実験方法

実験は産業用専用ビームライン（BL16XU）内の回折装

置に上記の光学系を設置して実施した。このビームライン

では Si（111）2 結晶分光器を通った X線が実験ハッチに

導かれる。本実験での X線のエネルギーは 8.8 keV，拡大

倍率は約 17 倍である。この拡大像の目的部分の X線をス

リット（約 5 µm角）で抽出し，その強度をシンチレー

ションカウンタで測定した。試料は Si（100）ウェーハに

幅 0.8 µm，深さ 3 µm，加工周期 4 µmのトレンチ加工を施

したものである。トレンチ側面は { 100 }面であり，入射 X

線の方向はトレンチ側面に対して平行とした。

２.３ 実験結果

今回の実験では，試料を入射 X線に対して直角方向に

移動（ステップ幅 0.25 µm）しながら，各ステップでロッ

キングカーブ（視射角ωに対する回折強度変化）を測定し

た。図４ はこの結果を等高線表示したものである。図に

示したように，強度の小さい部分が幅 0.8 µmのトレンチ

に対応している。この結果はトレンチ側壁近傍の回折光強

度が高いことを示している。これはひずみによる結晶格子

の乱れによって回折条件を満たすエネルギーの幅が広がり，

より広いエネルギー範囲の入射 X線が回折されたためと

考えられる。ロッキングカーブ〔図４ 〕のピーク位置の

変動ΔωをΔd/d＝－Δω/tanθBにより格子面間隔の変

化に換算した結果を図４ に示す。式中のθBはブラッグ

角である。この結果はトレンチ構造により 10－5 以下の周

期的なひずみの存在を示している。また同様の測定により，

トレンチ加工後のひずみ除去工程において，実際にひずみ

が低減していることを確認した。

以上の結果，FZP 拡大法によりトレンチ構造に対応し

た 10－5 以下のひずみの変化を 1 µm以下の空間分解能で評

価できることが分かった。前述のように，この性能は光の

回折限界の制約を受けるマイクロビーム法では不可能な領

域であり，回折像を拡大する新しい方法により初めて可能

となった。

ハードディスク用磁気記録媒体の結晶構造解析

ハードディスク（HD）はこれまでのパソコンへの用途

のほかに，AV（Audio Visual）機器などへも用途を拡大
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しつつあり，記録密度のさらなる向上を目指して活発に研

究開発が進められている。記録媒体としては Co 系の薄い

（10 ～ 20 nm）多結晶薄膜を用いており，ナノメートルレ

ベルの薄膜の結晶制御（配向性・結晶性，微細化，均一化）

が記録密度向上の鍵を握っている。ところが最近では，1

nm以下の薄膜まで使われるようになり，透過型電子顕微

鏡などの従来法では，磁気記録媒体の結晶構造解析が難し

い状況となっている。

富士電機は，このような磁気記録媒体の結晶評価を

SPring-8における微小角入射 X線回折法により可能とし

た。この方法では X線ビームを試料面に対し全反射臨界

角以下の微小な角度（視射角）で入射させ，試料から出て

くる回折 X線を選択的に検出する。このような微小視射

角では，試料に対する X線の侵入深さが数 nm程度であ

り，厚さ 1 nm以下の極薄膜の評価が可能となる。以下で

は，反強磁性結合媒体の極薄層の結晶構造，および垂直磁

気記録媒体磁性層中の面心立方構造（fcc）相の解析結果

を述べ，微小角入射 X線回折法が磁気記録媒体の評価に

有効な手法であることを示す。

３.１ 反強磁性結合媒体の薄いRu層のX線面内回折

HD媒体の記録密度はすでに 60 Gビット/in2に達し，

120 Gビット/in2が可能になりつつある。記録ビットがこ

のように小さくなるに従って顕在化してきた問題は，記録

した磁気情報が熱の影響で消去する現象（熱揺らぎ現象）

である。この問題を解決するため，二つの磁性層の間に薄

い Ru 層を入れて反強磁性結合（AFC）により磁気情報を

安定化する方法が提案されている。この Ru 層の厚さは約

0.8 nm（約 6原子層）と非常に薄いため，微小角入射 X

線面内回折法の適用を試みた
，

。

図５に示すように X線ビームを全反射臨界角以下の微

小な角度で HD媒体に入射させるとともに，試料から微小

な角度で出てくる回折線を測定した。この回折線は試料表

面に垂直な結晶面からのものであり，円周方向と半径方向

について測定することによって結晶の配向性が評価できる。

測定は SPring-8の産業用専用ビームライン（BL16XU）

を用い，X線のエネルギーは 10 keV（波長 0.124 nm），入

射角は 0.2 °（反射率 90 ％以上）とした。

AFC媒体は DCスパッタ法で成膜され，基板，Cr 系下

地層，CoCrボトム磁性層，Ruスペーサ層，CoCrPtトッ

プ磁性層，a-C 保護層で構成される。各層の結晶構造を調

べるために，測定する層まで形成した試料を準備した。

図６ と は AFC媒体の各層に対する面内回折の 2θ

スキャンのプロファイルを示す。Ru 層（0.8 nm）の回折

プロファイルは，ボトム磁性層から回折された六方最密構

造（hcp）の（002），（101） および（102）格子面からの

回折ピークを含んではいるが，Ru 層から回折された hcp-

（100），（002），（101），および（102）格子面からの回折

ピークが明瞭（めいりょう）に観測されている。このよう

に AFC媒体の 0.8 nmの Ru 層の結晶構造が評価できたこ

とから，この手法が極薄膜の結晶構造解析法として有効で

あることが明らかとなった。

図６の と を比較すると，下地層は体心立方構造

（bcc）をとっているが，円周方向の（110）回折角が半径

方向より大きく，結晶格子が円周方向に圧縮されているこ

とが分かる。また上下の磁性層と Ru 層については，円周

方向の hcp（002）ピークが明瞭である〔図６ 〕のに対

し，半径方向ではわずかに観測されるのみである〔図６

〕ことから，hcp 構造のｃ軸（［001］方向）が円周方向

へ配向していることが分かる。これは各層の結晶粒が下の

層の影響を受けてエピタキシャル的に成長することを示し

ている。ひずんだ bcc 下地層の影響でボトム磁性層の c 軸

が配向し，さらに Ru 層やトップ磁性層へと受け継がれて

いる。これらは Ru 層が反強磁性結合のための非磁性ス
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ペーサの役割だけでなく，トップ磁性層のための結晶制御

層としての役割も担っていることを示している。

３.２ 垂直磁気記録媒体磁性層中の fcc 相の検出

磁気記録媒体の記録密度をさらに上げるために，円周方

向に磁化する長手磁気記録に代わって，媒体表面に垂直な

方向に磁化する垂直磁気記録方式への期待が高まっている。

富士電機はグラニュラ磁性層を採用した垂直磁気記録媒体

により 150 Gビット/in2を達成し，さらなる改良を進めて

いる。磁性層である hcp-Co 合金の中には fcc 相が含まれ，

これが磁気異方性の劣化やノイズ発生の要因の一つと考え

られている。垂直磁気記録媒体の磁性層は hcp-Co 合金の

c 軸（磁気容易軸）が垂直に配向しているため，通常の面

内回折では fccの回折ピークが hcpと重なり，これまで

fcc 相を評価することができなかった。このため，結晶学

的に hcpと重ならない試料表面に対して傾いた格子面を

観測することで，ナノメートルレベルの薄い膜の fcc 相を

検出するという新規な手法を開発した。

図７に示すように X線ビームを全反射臨界角以下の微

小な角度で入射させるとともに，4 軸回折計を用いて試料

を適当な角度χだけ傾け，回折線を測定する。その他の測

定条件は前記の面内回折と同様である。試料としては

CoCrPtと SiO2からなるグラニュラ磁性層を 20 nm 形成

した垂直磁気記録媒体を用いた。

異なるχに対する２θスキャンのプロファイルを図８に

示す。面内回折条件（χ＝ 90°）では hcp（110）と fcc

（220）のピークが重なるため fcc 相を分離できないが，

χ＝ 52°では fcc（200）のみの回折ピークが検出でき，

垂直磁気記録媒体の磁性層中に fcc 相が存在することを初

めて確認した。また， fcc（200）ピークと hcp（100）

ピーク，あるいは hcp（101）ピークとの強度比から fcc

相の相対的な量が分かり，Ptの組成を増やすと fcc 相が

増える傾向なども観測された。

あとがき

SPring-8の強力な X線の利用として，Siのトレンチ加

工に伴う微小領域のひずみの評価および磁気記録媒体の極

薄層の結晶構造解析について報告した。今後はこれらの分

析手法をデバイス開発や媒体開発に適用し，開発の促進を

図る。SPring-8を有効に活用し，材料解析を通して富士

電機の事業に貢献していく所存である。
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半導体のプロセスでは，微細な回路を加工するため，

エッチング技術が用いられる。このエッチング技術は，ド

ライエッチングとウエットエッチングに大別できる。ドラ

イエッチングとは，プラズマ励起された雰囲気中にウェー

ハをおき，活性ガスによって物理的および化学的にエッチ

ングする方法である。ウエットエッチングとは，溶液中で

化学反応によってエッチングする方法である。二つの方法

は，コストや回路パターン寸法などによって使い分けされ

る。

回路の作成には，成膜とエッチングを繰り返し行い，多

層の配線膜を形成する。エッチングされた配線膜の断面形

状によっては，次の成膜時に影響を及ぼし，ヒートサイク

ルおよびパワーサイクル時に配線膜に多大な応力が作用す

ることがある。この応力により配線膜にクラックが入り，

回路が正常に動作しないことがあるため，高品質・高寿命

の半導体素子製造技術を確立するうえで，この断面形状の

生成メカニズムおよび製造条件の違いによる形状の予測を

することが重要である。

エッチング形状生成のシミュレーションについては，化

学反応による拡散現象支配下での形状生成について検討が

行われている。しかし，溶液の流れによって濃度が変わり，

形状が変化することは考慮できない。この現象は，流れお

よび拡散による溶液濃度によってエッチング形状が変化し，

形状変化によって流れおよび濃度も変化するため，現象が

非常に複雑である。

本稿では，エッチング形状変化と流れの連成が可能な解

析手法を用い，この解析手法の検証として拡散のみを考慮

した静止溶液中でのエッチングについて検討したので紹介

する。

解析評価方法

一般的に，ウエットエッチングは，回転するウェーハ上

にエッチング液を供給するものと，複数枚のウェーハを一

度にエッチング液中に入れる方法がある。いずれのプロセ

スでも溶液との化学反応により配線膜がエッチングされる。

このプロセスでは，エッチングの進行とともに配線膜の断

面形状が変化するため，エッチング液の流動，エッチング

液と配線膜との化学反応によるエッチング速度およびエッ

チング液中の反応物質の拡散が考えられる。

２.１ 数値解析方法

数値解析では，ウエットエッチングで生じている現象に

ついて以下の方程式を考慮して数値解析をしている。エッ

チング溶液流れの計算では，流れの基礎方程式（連続の式

Navier-Stokes 方程式），反応物質拡散の計算では，拡散方

程式を用いている。エッチングの進行による配線膜表面の

移動は，ALE法を用いている。以上の式をもとに有限要

素法による二次元数値解析をしている。

解析対象とした形状は，図１ に示すように，エッチン

グ開始前の初期状態（時間 t＝ 0）では，シリコン基板上

に厚さ Hで成膜された配線膜，その上部に幅Wを空けた

レジストがある。ここで，Wは数十 µm以下を対象とし

（a）

（3）

（2）

（1）

エッチングプロセスのシミュレーション技術

154（54）

金子　公寿（かねこ　きみひさ）

レジスト レジスト 

レジスト レジスト 

配線膜 

配線膜 

H

W

y

x

H
e

t（a）  ＝0

t（b）  ＞0

シリコン基板 

シリコン基板 

図１　エッチングの概略形状

特

集



エッチングプロセスのシミュレーション技術

ている。時間の経過とともに，図１ に示すように時間 t

後には，深さ Heで配線膜がエッチングされる。

初期状態（t＝ 0）における解析領域と要素分割を図２

に示す。配線膜の表面近傍には，図２ に示すように深

さ hのエッチングをあらかじめ仮定し，要素分割してあ

る。これはエッチングされる配線膜の領域をこれらの要素

で分割するためである。速度は初期状態および固体表面で

ゼロとする。濃度の境界条件は，以下のとおりである。領

域上部〔図２ 中の境界 B1〕では一様な濃度 C0を与える。

レジスト表面（境界 B2）とシリコン基板表面（境界 B4）

ではフラックスがないものとする。したがって，配線膜表

面（境界 B3）では，配線膜とエッチング液との化学反応

によって，配線膜表面が溶けて形状が変化する。反応に

よってエッチング溶液の濃度が低下し，濃度低下量はフ

ラックスの大きさとして与え，アルミニウム（Al）表面

で濃度に比例するものと仮定する。エッチングは配線膜表

面の法線方向に進むものとし，解析時間刻みごとのエッチ

ング量は濃度に比例するものと仮定する。

２.２ 評価方法

数値解析手法の妥当性を評価するため，表１に示す条件

で実験を行い，形状評価を行った。一定温度に保たれた静

止したエッチング液中に試料を入れ，エッチングを実施し

た。本来の製造条件では，エッチング液はウェーハ上を流

れている。しかし，流れの影響と反応による拡散の影響が

複雑に影響してしまい，現象を把握するのが困難になる。

そこで，拡散現象が支配的になる，流れ場がない表１の条

件下で実験を行った。試料のレジスト幅Wは 3 種類とし

た。所定の時間が経過した試料を溶液から取り出し洗浄と

乾燥を行った。エッチング形状の評価には，レジストと

エッチングした形状との相対関係を知ることが必要なため，

レジストを残した状態での観察が必要である。観察用試料

は，集束イオンビーム加工装置（FIB：Focused Ion Beam）

で断面を作成し，断面観察には二次イオン像（分解能 7

nm）を用いた。FIB 加工時のレジスト保護膜には，加工

時間を短縮するため，低粘度の光硬化樹脂を試料表面に薄

く塗布した。

エッチング断面の観察結果と考察

レジスト幅W1のエッチング断面の撮影結果を図３に示

す。図３は，エッチング開始時から 5 分後の結果である。

シリコン基板，配線膜（Al 膜），レジストおよびコーティ

ング樹脂が明瞭（めいりょう）に観察できる。Al 膜はシ

リコン基板表面までエッチングされ，レジスト端部下面で

は横方向にもエッチングが進んでいることが分かる。この

結果から，各時間での Al 膜の形状を画像処理によって測

定し，形状を評価した。

図４は，レジスト幅W1での試料をエッチング開始 1分

後から 5 分後までエッチングさせ，そのときの Al 膜形状

の時間変化を示す。実線が計算結果であり，記号が実験結

果である。ただし，レジスト幅方向（x）および Al 膜厚

さ方向（y）の座標値をレジスト幅Wと Al 膜の厚さ Hで

無次元化してある。x軸の値が 0.5のとき，エッチング

される Al 膜の幅は，レジスト幅と同じであり，x軸値が

＋－

（a）

（b）（a）

（b）
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表１　実験条件 

配 線 膜 材 質 

エ ッ チ ン グ 液 

エッチング液温度 

エッチング時間 

レ ジ ス ト 幅  

アルミニウム（Al） 

りん酸・硝酸・酢酸混合液 

333K 

1～5分 

3種類（　 2＜　 1＜　 3） W W WW
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0.5よりも大きく，または－0.5よりも小さくなると，Al

膜はレジスト端部下面で x方向にエッチングが進み，エッ

チングされる Al 膜の幅は，レジスト幅よりも大きくなる。

図中で，エッチングは x方向および y方向に進むが，y方

向へのエッチング量の方が大きい。いずれの時間において

も，Al 膜底面はほとんど平坦（へいたん）であり，その

幅はレジスト幅Wにほぼ等しい。Al 膜が溶け底面の位置

が移動した量，すなわちエッチング量 Heが実験よりもや

や少ない。しかし，平坦な底面と x方向へのエッチング量

は，正確に求められている。

エッチング開始から 1，3，5 分が経過したときの，レジ

スト幅W1の試料におけるエッチング液濃度と Al 膜の断

面形状の数値解析結果を図５に示す。濃度分布は，初期

エッチング液濃度 C0と，反応による濃度 Cとの比で表示

している。時間の経過とともに Al 膜がエッチングされ，

レジスト端部下面で x方向にもエッチングが進行している

ことがよく分かる。濃度は， 1 分後にはほぼ一様に分布し，

その後，時間が経過すると Al 膜表面近傍で低下する。

エッチングされた Al 膜の厚さ Heを図４から求め，そ

の時間変化を示すと図６のようになる。時間の経過ととも

に Heは増加するが，増加割合は低下していることが分か

る。これは，反応の進行に伴い，反応物質の濃度が低下し

て反応速度が減じることと，反応によるガス発生によって

反応面積を減少したことが考えられる。ガス発生について

は，エッチング液中の硝酸と Alが式 に示す反応によっ

て水素ガスが発生することが分かっている。また，エッチ

ング中の状態を観察したところ微小な気泡が発生している

ことも確認している。より厳密なシミュレーションが必要

な場合には，水素ガス発生の影響も考慮した数値モデル化

が必要である。

2Al ＋ 6HNO3/ 2Al（NO3）3 ＋ 3H2 …………………

図７は，レジスト幅W2およびW3の試料のエッチング

形状を示す。図７は，レジスト幅を変えた場合のエッチン

グ開始から 5 分後の結果である。図４と同様に x方向およ

び y方向で無次元化してある。したがって，レジスト幅が

（1）

（4）
（1）
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異なっていても，x軸値 0.5は，レジスト幅と同じエッ

チングされる Al 膜の幅である。この結果から，レジスト

幅の狭いW2は，広いW3よりも x方向のエッチングが進

みやすいことが分かる。レジスト幅が狭いと，エッチング

する Al 膜の体積も少ないため，厚さ方向のエッチングが

早く終了する。その結果，同じエッチング時間（5 分）の

場合，エッチングは，Al 膜の x方向へ進むためである。

実験結果と解析結果はよく一致している。

あとがき

エッチングプロセスのシミュレーション技術として，今

回，ウエットエッチングプロセスにおけるシミュレーショ

ン技術について紹介した。今回，拡散場支配の条件で解析

を行ったが，次のステップとしてより製造プロセスに近い

流れ場の影響を考慮した条件での解析評価を進めている。

半導体プロセスの場合は，非常にミクロな現象であるた

め，実際のプロセス中の現象を評価することは，現時点で

困難である。そのため，数値解析によって，現象を把握す

ることが最も有効な手段である。また，ウェーハ内ばらつ

きを評価する場合は，マクロ的視野からの解析も併用させ

ながら進めていく必要もある。これによって，過去の経験

や勘に依存したものづくりから，数値解析を利用して現象

を把握し，より最適なものづくりへ発展させ，顧客の満足

する機能，品質，コストを満足した製品開発を支援する所

存である。

本研究は，名古屋大学情報メディア教育センター内山助

教授との共同による成果であり，始終懇切にご指導いただ

き謝意を表す次第である。
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漏電遮断器は低圧電路の地絡・過電流保護の主要機器と

して大いに発展・普及しており，近年，省施工性や省ス

ペース化などの要求に対して，小型化・外形寸法の標準化

など柔軟な対応を図ってきた。零相変流器（ZCT）は漏

電検出部の主要部品であり，一次側導体に地絡による漏れ

電流が発生した場合に誘起電流が発生し，二次側コイルで

検出する。電磁界解析については有限要素法や並列計算技

術
～

などの各種手法により三次元解析，大規模解析への対応

が図られて，コンピュータの高性能化と相まって実用的な

解析が可能となってきている。

三次元非線形動的電磁界解析により誘導電流を求め実機

に適用した例はあまりないが，今回漏電遮断器の主要部品

の ZCTに適用して実用的な結果を得た。解析法は，空間

のメッシュ分割が不要で要素分割も比較的粗くてよいとい

う特徴がある積分要素法を用いた。ZCTの三次元非線形

動的電磁界解析の適用例を，解析モデルと実機データとの

比較検証を中心として紹介する。

零相変流器

図１に ZCTの外観を示す。ZCTは，微小な地絡電流を

検出し，漏電遮断器を動作させる重要な働きをする。

漏電遮断器に電動機が接続された場合，過渡突入電流に

より，ZCTの二次側に電圧が生じ，あたかも地絡が発生

したときと同じ現象が発生する。過渡突入電流において

ZCTの二次側に電圧を生じさせない性能は平衡特性と呼

ばれる。ZCTは，この平衡特性を定格電流の 10 倍以上保

つこと，微小な地絡電流を正確に検出することが要求され

る。

ZCTの構造は，鉄心に透磁率の高いパーマロイを用い

て微小電流の検知を可能にし，30 ～ 500mAまでの定格

感度電流に対して正確に検出する。また，過渡突入電流に

より，ZCTの二次側に電圧を生じさせるのを防ぐために

鉄心をシールド板とシールドケースで囲んでいる。図２に

ZCTの構造を示す。

三次元非線形動的電磁界解析

近年，電磁界解析においては有限要素法（FEM），境界

要素法（BEM），モーメント法，時間領域差分法（FDTD）

などの解析手法が適用され，コンピュータの高速化や並列

（6）

（5）

（4）

（3）（1）
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計算により，高精度化，大規模化，高速化が図られている。

電磁界解析においては空間も解析範囲に含む解析手法があ

るが，この場合，空間もメッシュ分割が必要になる。解析

対象が複雑な場合，解析全体に占めるメッシュ分割の負荷

は現在もなお大きい。空間のメッシュ分割を必要としない

解析手法の一つとして積分要素法がある。また，積分要素

法の場合は，有限要素法などに比較して一般的には要素分

割を細かくする必要がないという特徴もある。今回，精度

的な面も考慮し，さまざまな形状に柔軟に対応するため積

分要素法による電磁界解析汎用プログラム ELF/MAGIC
〈注〉

を適用した。積分要素法は積分方程式法をベースとし各種

の手法（磁気モーメント法，表面磁荷法など）をハイブ

リッドした解析手法である。

解析結果と検証

3 極の ZCTを用いて，通電の有無による地絡特性，平

衡特性について検証を行った。図３ に 3 極品全体のメッ

シュモデルを，図３ に ZCTのメッシュモデルをそれぞ

れ示す。

４.１ 通電時の地絡特性解析

ZCTの負荷側に地絡事故が生じた場合，地絡電流に比

例した磁束が ZCTの鉄心に発生し，その磁束により二次

巻線に電流が誘導され，これにより地絡を検出する。本解

析にて二次巻線に誘導される起電力値の検証を行った。

解析条件は，R-T相に 50Hz，225Aを通電し，地絡電

流は R相に 30mAを流している。

図４に地絡の有無による鉄心の磁束密度の比較を示す。

地絡がない場合（上図）は，すべての位相において，磁束

密度が小さく（0.01 T），ほぼ一様であるのに対して，地

絡のある場合（下図）は，地絡相の近傍に磁束が発生して

いるのが分かる。図５に一次側電流 225Aで地絡電流 30

mAにおける二次側誘導電流波形について実測値と解析結

果を示す。解析値と実測値との最大誤差は 3 ％以内に収

まっている。

４.２ 無通電時の地絡特性解析

無通電時も地絡電流に比例した磁束が鉄心に発生するの

で，早期に鉄心が飽和する。飽和が進んで比透磁率が低下

すると最終的には空心状態（比透磁率が 1）となる。本解

析により鉄心の飽和特性を検証した。

一次側電流値が低い場合は ZCTの二次側電流値は正弦

波となっているが，高い場合は正弦波形がひずむ。ZCT

（b）

（a）
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の負荷抵抗が大きくなると正弦波形がひずむ電流値が小さ

くなってくる。正弦波形をなしている一次側電流値の範囲

は実測と一致している。

図６に，ZCTの一次側電流に対する ZCTの二次側出力

の関係を示す。ZCTの二次側出力は二次側電圧があるし

きい値を超えた時間で表している。一次側電流が一定値を

超えると鉄心の磁気飽和が発生し，比透磁率の低下に合わ

せて二次側出力も低下する。鉄心の比透磁率が 1，すなわ

ち二次コイルが空心状態になったところで最も出力が低下

し，その後，一次側電流の増加とともに二次側出力が増加

する。図６における実測値と解析値の最大誤差は 10 ％以

下である。図７，図８に 1Aと 10Aにおける二次側電圧

波形の実測値と解析値を示す。一次側電流が 10Aともな

ると鉄心の飽和により正弦波形がひずんでいる部分で，

ピーク値の解析値と実測値の誤差が大きいが，ピーク値の

近傍の解析時間刻みを細かくすることで誤差は小さくする

ことができる。

４.３ 平衡特性解析

一次電流が平衡している場合，各電流により発生した磁

束を鉄心と二次巻線で周回積分することにより，二次側へ

の誘導起電力を零にしているが，ZCTを本体に組み込む

場合，収納スペースの制約から ZCTと貫通導体が密接し

ており，導体からの磁束の回込みによる影響を受けやすい。

一次電流の増加に伴い，回込み磁束が増加し，鉄心やシー

ルドが飽和することにより，磁束のアンバランスによる誘

導起電力が ZCTの二次側に出力されると考えられる。本

解析により，鉄心，シールドの飽和特性の検証を行った。

図９に，一次側の R- S 相に 450A，1,800A，3,111Aの

平衡電流を通電した場合の図中の矢印の方向から鉄心を見

た鉄心の磁束密度分布を示す。図９から，一次電流の増加

により導体近傍の鉄心の磁束密度が高くなっていることが

確認できる。この磁束密度が高い状態では鉄心は飽和して
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図１０　1,800A通電時のZCTの二次出力電圧波形
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おり，一次電流の増加による磁気飽和により，ZCTの二

次側電流波形が飽和することも確認できた。

なお，図 に 1,800 A，図 に 3,111 Aの平衡電流を通

電した場合の ZCTの二次出力電圧波形を示す。図 には

一次電流に対する二次側出力電圧の解析結果を示す。一次

側電流を増加させていくと，ZCTの二次出力電圧は急激

に増加することが確認できる。

あとがき

ZCTに三次元電磁界動的非線形解析を適用した例とし

て， 3 極品の解析結果と実測による検証について紹介した。

電磁界解析は解析手法の進展とコンピュータの性能向上と

相まって実用的になってきている。解析により形状，配置

などの変更などに柔軟に対応できるとともに，さまざまな

現象を詳細に把握でき改良などに対して有用な情報を得ら

れる。電磁界解析をはじめとする解析の適用範囲をさらに

他製品の開発にも広げていく予定である。
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まえがき

汎用インバータや UPSに代表されるパワーエレクトロ

ニクス装置においては，年々小型，低コスト，高効率，高

性能および高信頼性化の要望が非常に強まってきている。

それに伴いこれら装置に適用される IGBT（Insulated

Gate Bipolar Transistor）を代表とした電力変換用パワー

半導体素子についても，その技術進歩は目覚ましく，年々

小型化，低損失化が進められている。

富士電機では，これらパワーエレクトロニクス装置を開

発するうえで，その基盤となる主回路技術および素子適用

技術の開発を，シミュレーション技術の適用と実験実測に

基づいた検証により実施している。特に昨今のパワー半導

体素子の高速スイッチング化に伴い，主回路構造に起因す

る配線インダクタンス値や構造体の電流分布および放射電

磁界を把握することが，非常に重要となってきている。

このことからシミュレーション技術の適用は，開発効率

を大幅に向上させるとともに，パワーエレクトロニクス製

品の一層の高性能化および高信頼化を実現する有効な手段

となる。

本稿ではその一例として，パワーエレクトロニクスの基

幹部となるインバータの主回路配線構造と，IGBTモ

ジュールの内部構造を対象とした電磁界解析を中心とする

シミュレーション技術を紹介する。

インバータスタック解析例

インバータスタックの構造解析例として，600A/600 V

定格の IGBTを 3 並列した 1 相分インバータスタックの直

流中間部ブスバー配線インダクタンスの解析例を示す。解

析したスタックの回路図を図１に，試作器の外観を図２に，

シミュレーションモデル図を図３に示す。直流中間部の配

線インダクタンスを把握することは，スナバ回路の設計や，

並列接続されている IGBTや電解コンデンサの電流分布を

知るうえで重要であり，主回路構造設計を実施する際に必

要不可欠となる。

（3）

（2）

（1）

パワーエレクトロニクス主回路構造の解析技術
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図２　試作器の外観

図３　シミュレーションモデル図
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表１に，3 並列の中で左端に配置された IGBTモジュー

ルと中央に配置された IGBTモジュールの直流端子間の配

線インダクタンスのシミュレーション解析結果と実測結果

を示す。両者はほぼ一致した結果となっており，本解析技

術がインバータスタックのような大型の構造体についても

有効であるといえる。

IGBTモジュールの内部構造シミュレーション

３.１ IGBTモジュールの現状

図４ ， に富士電機製 IGBTモジュール（2MBI50N-

060，600 V/50A，2 素子入り）の外観とその内部構造の

写真を，図５にその解析モデルを示す。DCB（Direct Cop-

per Base）上に IGBTチップと FWD（Free Wheeling

Diode）チップが搭載され，DCBの銅はくパターン上で直

流出力導体電極（P，N）と交流出力導体電極（U）が接

続される構造である。

IGBTがターンオフする際には，ターンオフ電流変化率

（di/dt）と，以下の ～ の各配線部のインダクタンスに

よって，式 で示すサージ電圧が各配線部に発生する。

直流出力導体電極（P 導体，N導体）

DCBの銅はくパターン

チップと銅はくパターン間のワイヤボンディング

ΔV＝ L・di/dt …………………………………………

従来の IGBTにおいては，di/dt値自体が大きな値では

なかったため，式 で示すサージ電圧の発生が大きな問

題とはなっていなかった。ところが昨今の高速スイッチン

グ化に伴い，式 によるΔVが高くなり，スナバ回路の設

計など，耐圧設計が非常に厳しくなってきている。

通常，汎用インバータや UPSなどの装置には，IGBT

を最低 6素子分必要とするが，特に大容量装置の場合は，

多並列接続化などで大電流，高 di/dt遮断を実施するため，

高サージ電圧化の問題は，装置設計において重要課題とな

る。

３.２ 低インダクタンス化技術とその解析

上記の高サージ電圧化の解決策として，IGBTモジュー

ル内部の出力導体電極などの配線インダクタンスを低減す

る方法が考えられる。

具体的には，モジュール内部における P 導体と N導体

の出力導体電極をモジュール内部において近接配置し，そ

の箇所において負の相互インダクタンスを大きくする方法

が，従来から提案されている
～

。しかし，この方法は配線の

低インダクタンス化には有効であるが，配線構造が複雑に

なることや，絶縁材が新たに必要となるなどコストアップ

の要因となる。

そこで，近接構造を採らずに低配線インダクタンス化と

低放射ノイズ化を図るべく，IGBTがスイッチングする際

の電流分布解析および電磁界解析に基づく DCB構造の設

計とその検証を行った。

図６にその検証例の構造（シミュレーションモデル）を，

図７，図８にそのシミュレーション解析例を示す。

図６では，DCBの銅はくパターンと各出力導体電極と

の結線位置を DCB 上のほぼ中央部付近に配置し，かつ

IGBTと FWDチップをその両端に配置した構造としてい

る。また図７ ， に，図５の従来品構造と図６の検証例

構造それぞれについて，下アーム側 IGBTがスイッチング

する際の DCB上の電流密度ベクトル図を示す。また，図

８には同様に電流密度分布図を示す。

従来品構造は，図７ または図８ に示すように，DCB

上の電流密度は比較的一様な分布となっている。さらに，

DCB間の絶縁帯に沿って流れる電流の経路が長くなって

おり，配線インダクタンス値が大きくなっている様子がう

（b）（a）

（b）（a）

（6）（4）

（1）

（1）

（1）

（3）

（2）

（1）

（1）

（3）（1）
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図５　IGBTモジュールモデル図

（a）外観 （b）内部構造 

図４　IGBTモジュールの外観（2MBI50N-060）表１　インバータスタック配線インダクタンス値の比較結果 

配線インダクタンス 

左端配置モジュール 

中央配置モジュール 

シミュレーション結果 

53.5nH 

45.1nH

実測結果 

54.0nH 

42.0nH

N電極 

P電極 

U電極 

図６　IGBTモジュールモデル図（検証例構造）
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かがえる。

一方，検証例の図７ の結果からは，特に地点A，B付

近で，絶縁帯を挟んだ対抗する DCBパターン間で，大き

な電流が反対方向に近接して流れていることが分かる。こ

れはこの箇所において，負の相互インダクタンスが発生し，

大幅に低インダクタンス化が図られていることを意味する。

図８ の電流密度分布図において，DCBの中央付近に電

流が集中していることからも分かる。

表２に以下の 3 方式による下アーム IGBT側の配線イン

ダクタンス値（U電極/下アーム IGBT/N電極のインダ

クタンス値）のシミュレーション結果と実機試験結果を示

す。

方式 1：従来品モジュール

方式 2：従来DCB＋P・N導体電極近接構造モジュール

方式 3：図６の検証例モジュール

表２から，図６のモジュールは従来品モジュールに対し

て，実測上で約 47 ％のインダクタンス低減効果を示して

おり，さらに P・N導体を近接させた構造のモジュールに

対しても同等レベルとなっている。以上のことから，P・N

導体を積極的に近接させずとも DCB構造の最適化により

低インダクタンス化が図れることがシミュレーション結果

と実測により確認できた。

これら低インダクタンス化技術は，今後もますます進む

パワー半導体の高速スイッチング化に対応する重要なアイ

テムであり，その開発にはシミュレーション技術が有効で

ある。

３.３ 放射電磁界解析

現在，パワー半導体の適用技術として，上述のスイッチ

ング時の高サージ電圧化とともに，高レベルの放射ノイズ

発生も大きな問題となっている。

富士電機では，構造に起因した放射電磁界についてもシ

ミュレーション技術を適用し，低放射ノイズ IGBTモ

ジュールを開発している。図９，図 に従来品と検証例品

の DCB部から発生するノルマルモードのニアフィールド

放射電界のシミュレーション結果を，また図 ，図 に

導体部から発生する上記と同様の放射電界のシミュレー

ション結果を示す。なお，各図は がシミュレーションモ

デル， が XY 面上の電界のポーラー図（E vs.φ，100

mm）， が XZ 面上の電界のポーラー図（E vs.θ，100

mm）， が三次元空間図である。

図９ または において，XY面のφ＝90 °方向（N導

体電極が置かれている方向）に高いレベルの電界が発生し

ていることが分かる。

一方，図 （DCB 部から発生する放射電界），図

（DCBと導体電極を組み合わせた構造）に図６の検証例構

造に対するシミュレーション結果を示す。図９，図 の従

来構造と比較して，ポーラー図の領域が狭まり，また三次

元空間図から全体的に放射電界レベルが低減していること

が確認できる。

以上のように，従来は測定が中心であった放射電磁界の

評価も，上記例に示すようにシミュレーションが適用でき，

放射ノイズの低減を図る構造を従来より容易に設計できる

ようになった。

あとがき

パワーエレクトロニクス装置の主回路設計技術の一翼を

担う電磁界解析を中心としたシミュレーション技術につい

て紹介した。本稿では，インバータなどの直流中間回路ブ

スバー構造とパワー半導体の内部構造の電磁界解析を中心

に紹介したが，その応用範囲は広い。

今後とも，信頼されるパワー半導体モジュールおよび本

パワー半導体モジュールを適用したパワーエレクトロニク

１１

１２１０

（c）（a）

（c）

（b）

（a）

（d）

１２１１

１０

（b）

（b）
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図８　従来品と検証例品モジュールとの電流密度分布比較図
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図７　従来品と検証例品モジュールとの電流密度ベクトル比較図 表２　各方式によるインダクタンス値の比較結果 

方式１ 
（従来品：図５） 

シミュ 
レーション 

22nH

実測 

26.6nH

方式3 
（検証例品：図６） 

シミュ 
レーション 

12.9nH

実測 

14.0nH

方式2 
（従来DCB＋　　　　　 
　　P・N導体電極近接） 

シミュ 
レーション 

13.4nH

実測 

ー 
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ス装置の製品化に，より一層注力していく所存である。
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まえがき

電気・熱・蒸気・空気などのエネルギーを必要とする工

場，事務所，病院，大型ビルなどにおいては，コージェネ

レーションシステム，ボイラ，冷凍機，コンプレッサなど

さまざまな原動力設備が用いられている。これらの原動力

設備プラントの運用においてエネルギー費用を含め年間多

大な運用費用がかかっており，この運用費用の削減および

近年脚光を浴びている環境負荷の低減，つまり原動力設備

プラントの最適運用が大きな課題となっている。このよう

な課題を解決するために，設備個々の効率化を図ると同時

に，構成される設備全体の連携を考慮したトータル最適化

を行うことが非常に重要な手段である。

本稿では，原動力設備プラントの運用の全体最適化を実

現する富士電機独自のソリューションおよびそれを支える

各種要素技術の概要について説明する。また，トヨタ自動

車（株）の生産工場の原動力設備プラントに対して，共同で

最適運用制御システムを開発したので，その適用事例を紹

介する。

原動力設備プラントの最適運用

図１には典型的な原動力設備プラントおよび最適運用支

援システムの構成を示す。

原動力設備プラントの最適運用と適用事例

166（66）

項　　東輝（こう　とうき） 川森　　亨（かわもり　とおる） 福山　良和（ふくやま　よしかず）

0 2 4 6 8 10 12 時 

設
備
運
転
計
画 

最
適
運
用
支
援
シ
ス
テ
ム 

原
動
力
設
備
プ
ラ
ン
ト 

0 2 4 6 8 10 12 時 

負
荷
予
測
結
果 

運転 
実績 

受電電力 

各種燃料 

CO2 
排出量 

ガス焚き 
冷温水機 

蒸気吸収式 
冷凍機 各種燃料 

熱交換器 

電力負荷 

空気負荷 

蒸気負荷 

蓄熱槽 
熱負荷 
（冷暖房） 蒸気ボイラ 

ターボ冷凍機 

コンプレッサ 

ガス燃料 

ガス 
タービン 

蒸気 
タービン 発電機 発電機 

モータ 

モータ 

運転 
指令 

™運転データ収集 
™運転指令生成 
™運転状態監視 
™運転異常処理 
　など 

自動運転制御 

™コージェネレーション 
　システム運転計画 
™コンプレッサ運転計画 
™ボイラ運転計画 
™冷凍機運転計画 
™熱交換器運転計画 
　など 

最適運転計画 

™ランニングコスト削減 
™CO2排出量削減 
™設備特性制約 
™運転制約条件 
™需給バランス 
™運用形態 
　など 

運転計画の最適化 

最適運転計画 
エンジン 

プラント 
シミュレーション 
エンジン 

プラントモデル 

負荷予測 
エンジン 

気象 
情報 

負荷実績 
データ 

操業 
計画 

排
ガ
ス
ボ
イ
ラ 蒸

気
ヘ
ッ
ダ 

蒸
気
ヘ
ッ
ダ 

図１　原動力設備プラントおよび最適運用支援システムの構成

普
通
論
文
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一般的に電気・熱などを供給する個々の設備では効率

化・自動化が図られているが，各種設備の運用は現状オペ

レーターの判断にゆだねられている場合が多く，プラント

全体からみた場合必ずしも最適な運用とはなっていない。

富士電機では長年培ってきた予測・最適化技術を生かした

原動力設備プラントの最適運用支援ソリューションを提供

している。

設備運用においては，各種負荷状況に応じて「いつ」

「何を」「何台」「どのくらい」などを決める運用計画を立

てなければならない。富士電機が提供する原動力設備の最

適運用支援システムでは，オペレーターが介在することな

く，システマティックに運用計画を立案し，下位の設備の

制御システムとの連携により，計画立案から制御まで完全

な自動化運転を実現する。

最適運用を実現するためには，大きく分けて負荷予測機

能，プラントモデル機能および最適運用計画の決定機能と

いう三つの基本機能が必要となる。

処理の流れとしては，まず各種負荷に対して，気象情報，

操業計画，過去の実績などにより，未来方向の負荷予測を

行う。

次に予測された各種負荷に基づいて，最適運用計画の決

定機能により，各種エネルギーバランスおよび設備制約を

考慮したうえで，運用費用および環境負荷の最小化を達成

できるように運用計画の候補を生成する。

そしてプラントの設備特性および設備連携を模擬したプ

ラントモデル化機能にこの運用計画の候補を与え，運用計

画の妥当性をシミュレーションにより検証する。運用計画

とプラントシミュレーションの繰返し計算により評価目標

値が最小となる最適な運用計画を決定し，下位の制御シス

テムに各設備の運転指令を与えて，運転の自動化を実現す

る。

以下では，原動力設備プラントの最適運用を支える富士

電機の要素技術の概要を説明する。

最適運用における要素技術

３.１ 負荷予測

電気，熱（空調用冷温水，湯など），蒸気，工業用エア

などの負荷は，工場オフィスの操業または勤務形態や気象

条件などに影響されたりするなど，さまざまな特性を有し

ている。富士電機では高精度の負荷予測を実現するために，

負荷特性に応じて構造化ニューロ，パターン予測方式，重

回帰方式などさまざまの予測方法を適用している。

パターン予測方式は過去の負荷実績のうち，現在の状況

に最も類似している実績を検索し，負荷予測値とする方式

である。重回帰方式は気温・湿度などの感度を線形式で近

似し利用する重回帰式による方法である。これらの予測手

法に対して実用上高精度の予測結果を得るためにさまざま

な補正オプション機能が開発・適用されている。

ニューラルネットワークは過去の実績を学習して非線形

予測モデルを構築し，現在の状況に最も合う負荷を予測す

る方式である。最適なネットワーク構造が事前に得られな

いため試行錯誤的に学習しなければならず，内部がブラッ

クボックスであるため，出力理由の説明が困難であったが，

富士電機が独自に開発した構造化ニューラルネットワーク

は，内部を入力因子ごとに構造化することで出力理由の説

明を可能とし，学習過程で不要な素子や結合を削除するた

め構造を最適化できる。

３.２ プラントのモデル化

プラントのモデル化においては，各種プラント設備の入

力と出力の関係を入出力特性式として数式で表現する。例

えば，ボイラであれば，燃料流量を入力として蒸気流量を

出力するような特性式で表現する。この特性式は線形式で

表現できる場合もあるが，二次式のような非線形の高次多

項式によるモデルが必要な場合もある。また，数式では表

現できないような現場の運用ルールなどを考慮する必要が

ある。例えば，設備の起動の優先順位や，設備の稼動時間

の平滑化などがあり，運用上の制約条件として考慮が必要

である。また，モデル化については，重回帰に基づいた線

形式でプラント特性を近似する方法，非線形な特性を考慮

するために，化学プラントのモデル化などで利用されてい

る応答曲面法，非線形特性を容易にモデル化可能である

ニューラルネットワークなどの方法を開発している。

３.３ 運用計画の最適化

原動力設備プラントの最適運用の決定においては，以下

のような課題がある。

発電機，ボイラ，熱交換器などの出力は連続量であり，

設備の起動停止などは起動か停止の 2 値の離散値となる。

したがって，連続量と離散量を同時に扱うことが必要と

なる。

前述のように，設備の特性として数式で表現できない

ものがある場合，これを考慮した最適化を行う必要があ

る。

課題 については，線形および非線形の混合整数計画問

題を解く必要がある。従来の線形混合整数計画問題の場合，

分枝限定法などの数理計画法を利用することが可能である。

しかし，非線形混合整数計画問題については，従来，有効

な方法が存在しなかった。これに対し，近年脚光をあびて

いるメタヒューリスティクス（Meta-Heuristics：MH）と

呼ばれる最適化技術は，非線形混合整数計画問題を容易に

扱うことができ，原動力設備プラントの最適運用に有効で

ある。

課題 については，従来の数理計画法ではすべて数式で

表現し，図１の最適運用決定機能とプラントモデル化機能

を同時に数学的に解かなければならなかったため，扱うこ

とができなかった。これに対し，MHでは設備の特性を表

現するプラントモデルと最適運用決定を完全に独立させる

ことが可能であるため，プラントモデルは自由に作成する

ことが可能である。

富士電機では，PSO（Particle Swarm Optimization）

（2）

（1）

（2）

（1）

（2）
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をはじめ，GA（Genetic Algorithm），SA（Simulated

Annealing），TS（Tabu Search）など，各種MH手法に

よる最適化手法の適用技術を開発し，実システムへの適用

を行っている。

適用事例

４.１ 背　景

トヨタ自動車（株）では長年にわたって，国内工場におい

て省エネルギーと環境負荷の低減に貢献するコージェネ

レーションシステムを積極的に導入し，電気，熱，蒸気，

工業用エアなどさまざまな形態のエネルギーを供給する原

動力設備プラントの安全かつ効率的な運用におけるさまざ

まな課題に精力的に取り組み，豊富な運用経験やノウハウ

を蓄積してきた。2000 年度から，2005 年度の原動力総費

用半減を目標に掲げ，運転のワンタッチ化，点検のレス化，

監視のながら化および保全の適正化・長寿命化により運転

保全費の低減を図っている。その中で今回，電気，熱，蒸

気の各種供給エネルギーの相互作用をとらえて，プラント

全体の最適化を図った最適運用計画により，エネルギー費

用の低減，設備の完全自動運転による運転費用の低減を実

現することを図っている。

４.２ プラント構成

対象の原動力設備プラントの構成を図２に示す。

プラントの構成および運用形態の概要を以下にまとめる。

ガスタービン発電機（Gas Turbine Generator：GTG）

と蒸気タービン発電機（Steam Turbine Generator：

STG）からなるコンバインドサイクル発電システムを

有する。

冷暖房用の冷温水は蓄熱槽から供給される。蓄熱槽の

蓄熱は蒸気吸収式冷凍機（3 台），ガス焚（だ）き冷温

水機（2 台），熱交換器（2 台）を運転することにより行

われている。

蒸気式熱源設備の使用蒸気は主に蒸気タービンの抽気

から供給され，不足分は貫流ボイラ（6 台）から供給さ

れる。

熱源設備に蒸気を供給する以外に，生産用などの蒸気

負荷がある。

熱源設備の運用は，その日の気温，湿度，蓄熱槽の蓄

熱量，工場の操業状況（操業開始・停止時間，残業時間，

1 直稼働，2 直稼働，休憩時間帯など）を運転員が過去

の経験をベースに運転操作（設備の入・切操作，蒸気弁

の開閉・調節）を行っていた。

４.３ 最適運用制御システムの構成と機能

システムの概要

最適運用制御システムの構成を図３に示す。最適運用制

御システムは，実績収集サーバ，予測計画サーバおよびク

ライアントパソコンから構成されている。

実績サーバにおいては，TECS（Toyota Energy Con-

trol System）との TCP/IP 通信から，1 分周期に実績収

集し，運用計画用の 30 分周期のデータを作成し，計画

サーバへセットする。予測計画サーバにおいては，負荷予

測および運用計画の立案を行う。立案された設備の運用計

画は，実績収集サーバを介して TECSへ転送され，TECS

から下位制御システムに運転指令値を設定し，設備の自動

運転を行う。クライアントパソコンにおいては，システム

の運転監視，負荷予測・運用計画の表示および各種パラ

メータの設定などを行う。画面系はWeb ＋ Java
〈注〉

から構築
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図２　原動力設備プラントの構成
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されている。主な画面機能は次のとおりである。

™システム監視画面

™操業計画設定画面

™設備運用優先順位設定画面

™計画・実績表示画面

™計画表示修正画面

™パラメータ設定画面

™運用コスト・CO2 排出量実績表示画面

負荷予測機能

本システムでは，電気・熱（空調）・蒸気の負荷に対し

て，30 分周期で 48 時間先まで予測を行っている。電気・

蒸気負荷予測はパターン予測をベースに，温度・直近実績

などを利用した補正を加えて行われている。電気負荷予測

では 30 分平均値の予測以外に，電気負荷の急変に対応で

きるために 30 分最小値の予測も行っている。熱負荷予測

は構造化ニューロによって行われている。予測で利用する

気象予報情報は気象情報配信会社から，3 時間ごとに電子

メールで提供され，局所地域（豊田市）の気象予報と工場

付近の気象実績に基づいて計算されている。

プラントモデル機能

図２の対象プラントに対して，基本的には，統計手法を

利用した機器特性と運用ルールなどを統合してプラントモ

デルを作成している。ガスタービン，排ガスボイラ，蒸気

タービンなどの重要設備の運転状態により分類される 8パ

ターンのシミュレーションができるように構築されている。

最適運用計画機能

本プラントの最適運用においては，離散変数と連続変数

を両方含む非線形混合整数最適化問題となり，最適運用計

画は前述の PSO手法によって実現している。

計画周期は 30 分で計画期間は 38 時間（76 点）である。

同一計画期間において，実績期間の運転状態を固定値とし

て計画周期ごとに補正計画を行い，常に最新の運転状況を

反映した運用計画を得るような仕組みとしている。最適化

問題定式化の概要は次のとおりである。

状態変数

各計画点における以下の量を状態変数としている。

① 蒸気吸収式冷凍機（× 3台）の起動停止状態（夏

期）

② ガス焚き冷温水機（× 2台）の起動停止状態（夏

期・冬期）

③ 熱交換器（× 2台）の起動停止状態（冬期）

④ 熱交換器（× 2台）の蒸気流量（冬期）

⑤ GTG用蒸気吸収式冷凍機の起動停止状態（夏期）

目的関数

運用コストおよび環境負荷の最小を図るために計画期

間における下記項目の加重合計値を最小化としている。

なお，各項目の重みは自由に調整可能となっている。

① 全設備のエネルギー費用

② 全設備の CO2 排出量の最小化

③ 蒸気・熱の需給バランス不均衡量および蓄熱量制

約逸脱量を考慮したペナルティ

制約条件

設備の特性上の制約や現場の運用ルールを考慮し下記

のような制約条件を取り入れている。

① 熱交換器蒸気流量の上下限

② 同一機種の各熱源設備の起動停止優先順序

③ 蒸気式熱源設備の同時起動制約

④ 熱源設備の最低連続運転時間および最低連続停止

時間

⑤ メンテナンスなどによる設備の起動停止状態固定

⑥ 休憩時間などによる電気負荷急変時の蒸気式熱源

設備の起動制約

（c）

（b）
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図３　最適運用制御システムの構成

〈注〉Java ：米国Sun Microsystems, Inc. の登録商標
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以上のように，最適運用計画機能ではさまざまな制約条

件を満足しながら，運用コストと CO2 排出量が最小とな

るような対象設備の運用計画を立案している。

４.４ 負荷予測・運用計画のシステム画面例

図４にある期間の負荷予測・運用計画の画面例を示す。

各種負荷予測は，予測誤差が 2 ～ 4 ％以内で，高精度の予

測結果を得ている。

最適運用計画はさまざまな制約条件に対し，柔軟に対応

できているので，説明のできる計画結果が得られている。

計画結果はそのまま設備の起動停止の制御指令として出力

され，対象設備の完全な自動運転を実現している。

４.５ 導入効果

本システムは 2002 年夏に導入が完了し，現在稼動中で

ある。冬期および夏期の評価期間において，供給品質を維

持しつつ，運転員のミニマム化を達成している。また，省

エネルギー効果としても，従来の運用に比べて，約 10 ％

の低減が得られている。

あとがき

本稿では，富士電機の原動力設備プラントの最適運用制

御システムおよび要素技術の概要について説明し，また，

トヨタ自動車（株）と共同で取り組んだ適用事例を紹介した。

本システムの導入により，運用コスト・ CO2 排出量の最

小化を実現すると同時に，手動運転の支援や自動運転が可

能となる。さらに，最適計画のシミュレータ機能を追加す

ることにより，プラントの最適構成の検証，設備計画，設

備投資の策定などにも活用できる。今後もお客様の環境・

省エネルギー活動を強力的に支援し，ベストソリューショ

ンを提供していく所存である。
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（a）運転計画実績および気象情報の予測と実績 

（b）蓄熱量および熱負荷の予測と実績 

（C）電気負荷および蒸気負荷の予測と実績 

図４　最適運用制御システムの画面例
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1990 年以降のグローバリゼーションの進展に伴い，国内市場お

よび海外市場での競争が激化し，日本の製品の優位性が揺らいでき

ている。この状況を打破するためには，競合相手に対して圧倒的優

位に立てる製品を提供していく必要があり，それを実現するための

研究開発は企業の生命線である。富士電機アドバンストテクノロ

ジー（株）は，新製品投入による基盤事業の拡大，インキュベーショ

ン機種・新規事業の早期事業化，基礎研究の充実による継続的な発

展の礎作りに注力している。
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有機電子材料を用いた双安定性素子を開発中である。本素子では

一つの電圧に対し二つの安定な電気抵抗が存在し，高密度記録媒体

や有機 EL（Electroluminescence）の駆動素子への適用が有望であ

る。これに用いる独自の有機双安定性材料を開発し，有機双安定性

材料層を金属電極で挟んだ単純な構造で，高い電流密度を実現した。

さらに，これらの材料と，新規界面層を設けた素子構造の適用によ

り，この技術では世界最高の駆動電圧（20V）を達成した。

有機電子材料を用いた双安定性素子

川上　春雄 加藤　久人 山城　啓輔

富士時報 Vol.77 No.2 p.103-106（2004）

EUのWEEE指令「使用済み電気・電子機器に関する指令」に

よる回収，リサイクルへの対応や RoHS 指令「有害物質の使用禁

止指令」による 6 物質（鉛，水銀，カドミウム，六価クロム，特定

臭素系難燃剤 2種）の電気電子機器への使用禁止期日がそれぞれ

2005 年 8 月 13 日，2006 年 7 月 1日に決定した。富士電機では環境

調和型材料の開発に積極的に取り組んでおり，この規制に対応した

材料開発のうち，成形樹脂用反応型ノンハロゲン難燃化技術の開発

と電子機器に使用されている鉛を使用しない，鉛フリーはんだ材料

の 2テーマについて，その取組みと特徴について紹介する。

環境調和型材料の開発

渡邉　裕彦 管野　敏之 古川　雅晴

富士時報 Vol.77 No.2 p.107-111（2004）

薄膜キャパシタなど，酸化物薄膜デバイス応用を念頭におきなが

ら，誘電体薄膜の高性能化の研究を進めている。キャパシタ応用を

考えた場合，目標値は非鉛系材料で高比誘電率（>1,200）と，高耐

圧（>1MV/cm）を両立させなくてはならない。現在，富士電機で

は，従来の非鉛系材料の高誘電率化とともに新規誘電体材料

SnTiO3，電荷移動型誘電体などの開発を行っているが，このよう

な材料探索には材料合成のみならず，その評価も合わせて大きな労

力と時間がかかる。これを解決する方法として，20 年を 3か月に

短縮するといわれる，コンビナトリアル成膜法を利用した超高速材

料スクリーニング技術が提唱されている。本稿ではコンビナトリア

ル成膜法の概要と富士電機における導入および応用について述べる。

コンビナトリアル成膜による誘電体薄膜材料の高速合成

米澤　喜幸 小西　義則 清水　了典

富士時報 Vol.77 No.2 p.112-116（2004）

トレンチ（溝）構造を用いることによりシリコン基板を立体的に

活用して，業界トップの低出力オン抵抗を示す 700Vクラス高耐圧

横型MOS技術を開発した。高アスペクト比を有する深い（20 µm ）

ストライプ状トレンチを形成し，斜めイオン注入でオフセットド

レーン領域をトレンチに沿って設け，酸化・ CVDによって絶縁膜

を形成した独自の製造方法で集積度を高めた。これにより，従来と

比べて出力オン抵抗を約 3割低減した業界トップの 11Ωmm2（素

子耐圧 750V）を実現した。

新型半導体素子とトレンチ加工技術

長安　芳彦 藤島　直人 望月　邦雄

富士時報 Vol.77 No.2 p.117-120（2004）

垂直磁気記録媒体の実用化に向けた開発が活発化しているが，中

でも富士電機が採用している CoPtCr-SiO2を磁性層とするグラニュ

ラ媒体は 200 Gビット/in2を目指す高密度記録媒体として有望であ

る。一方，優れた媒体を得るためには，磁性結晶粒の均一化・微細

化および磁気的な分断が必要である。本稿では，下地層に Ruを用

いた CoPtCr-SiO2 媒体において，Ruの結晶粒径や表面構造を制御

することにより，磁性結晶粒の粒径や磁気的な分離構造を制御した

例について紹介する。

垂直磁気記録膜の構造制御

竹野入 俊司 酒井　泰志 渡辺　貞幸

富士時報 Vol.77 No.2 p.121-123（2004）

食品や製薬など多くの分野で，微生物の迅速検査が求められてい

る。今回，迅速簡便な微生物検査技術としてマイクロコロニー法を

検討した結果，食中毒原因菌をはじめ，耐熱性細菌，真菌などの汚

染原因菌を検出できることが分かった。検出時間を従来の培養法に

比べて大幅に短縮できるほか，マイクロコロニーの形状から微生物

種を判別することが可能であった。また，コロニーの検出は自動装

置によって迅速簡便に行える見通しが得られた。

微生物の迅速検査技術

野田　直広 浅野　貴正 北出 雄二郎

富士時報 Vol.77 No.2 p.124-127（2004）

CCM（Color Conversion Materials）方式でアクティブマトリッ

クス駆動を可能にするトップエミッション構造を解説する。対向ス

パッタ装置を用いたトップエミッション上部透明陰極作製方法，お

よび光学シミュレータを利用した素子構造の光学設計法について説

明する。また，CCM基板とトップエミッションデバイスをはり合

わせたプロトタイプデバイスについても紹介する。

トップエミッション型CCM方式有機EL

木村　　浩

富士時報 Vol.77 No.2 p.128-132（2004）
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Abstracts (Fuji Electric Journal)

Electrical bistable devices made from organic materials are being
developed at Fuji Electric. In these devices, two stable values of con-
ductance exist for a single voltage value. Promising applications
include high-density memory devices and driving devices for organic
electroluminescence display panels. High current density is obtained
using a simple structure in which a layer of organic material, developed
by Fuji Electric, is sandwiched between metal electrodes. Moreover, a
high transition voltage of 20 V, the highest value achieved in the indus-
try, has been realized through the development of a new structure
using these materials.

Electrical Bistable Devices Using Organic Materials

Haruo Kawakami Hisato Kato Keisuke Yamashiro

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.103-106  (2004)

With the expansion of globalization since 1990, the advantages of
Japanese-made products have been fading due to increased competition
in both domestic and international markets. To rectify this situation
requires that Japanese-made products be provided with overwhelming
competitive advantages. The keys to achieving this goal are the
research and development of technology by the manufacturers.

Fuji Electric Advanced Technology Co., Ltd. is focusing its efforts
on expanding fundamental businesses by launching new products,
shortening the incubation periods for new products and new business
ventures, and increasing basic research in order to establish a solid
foundation for continuous development.

Latest Trends of Research and Development

Noboru Furusho

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.102  (2004)

Fuji Electric is working on the development of new dielectric thin
films with the prospect of application to integrated thin film capacitors
and oxide thin film devices. In consideration of application to capaci-
tors, the targeted specification calls for a lead-free material having both
a high dielectric constant (>1,200) and high breakdown voltage (>1
MV/cm). Fuji Electric is working to increase the dielectric constants of
conventional lead-free materials and also to develop SnTiO3, a new
dielectric material, charge-transfer type dielectric materials, and the
like, but this type of search involving the synthesis and evaluation of
new materials is extremely labor and time intensive. To solve this
problem, combinatorial thin film technology, a high-speed screening
technique said to compress 20 years into three months, has been advo-
cated. This paper presents an overview of combinatorial thin film tech-
nology and its use at Fuji Electric.

High-speed Synthesis of Dielectric Thin Film 
Materials by Combinatorial Film Deposition

Yoshiyuki Yonezawa Yoshinori Konishi Ryosuke Shimizu

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.112-116  (2004)

The date for compliance with collection and recycling regulations
according to the EU’s Waste Electrical and Electronic Equipment
(WEEE) directive and the date on which usage of six materials (lead,
mercury, cadmium, hexavalent chromium, and two types of specially
designated bromine-based fire retardants) is banned according to the
“Restriction of Hazardous Substances” (RoHS) directive have been
decided as August 13, 2005 and July 1, 2006, respectively.

Fuji Electric is actively involved in the development of environ-
mentally conscious products. Of the materials developed in compliance
with the above regulations, this paper focuses on Fuji Electric’s efforts
and describes the material characteristics regarding the two themes of
reactive non-halogen fire-resistant materials for molding resin and
lead-free solder materials for use in lead-free electronic devices.

Development of Environmentally Conscious 
Products

Hirohiko Watanabe Toshiyuki Kanno Masaharu Furukawa

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.107-111  (2004)

Development efforts to commercialize perpendicular magnetic
recording film are intensifying. The granular media of CoPtCr-SiO2 that
Fuji Electric uses as a magnetic layer is a promising high-density
recording media that aims to achieve 200 Gbits/in2. However, in order
to obtain excellent characteristics in a recording medium, the magnetic
crystal grains must be made uniform, miniaturized and magnetically
separated. This paper presents an example in which the size of mag-
netic crystal grains and the structure that magnetically separates them
were controlled by controlling the size of Ru crystal grains and the sur-
face structure in a CoPtCr-SiO2 medium that uses Ru in the foundation
layer.

Structural Control Method for Perpendicular 
Magnetic Recording Film

Shunji Takenoiri Yasushi Sakai Sadayuki Watanabe

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.120-122  (2004)

By using a trench structure to enable the three-dimensional uti-
lization of a silicon substrate, Fuji Electric has developed 700 V-class
high voltage lateral MOS technology that exhibits the lowest output
on-resistance in the industry. In Fuji Electric’s proprietary method for
manufacture, a deep (20 µm) stripe-shaped trench having a high aspect
ratio is formed, ions are injected obliquely to create an offset drain
region along the trench, and then an insulating layer is formed by oxi-
dation and CVD. This method increases the cell density and realizes
the best output on-resistance of 11Ω mm2 (device breakdown voltage
of 750 V), which is the approximately 30 % less than that of a conven-
tional high voltage MOSFET.

A New Semiconductor Device with Trench 
Technology

Yoshihiko Nagayasu Naoto Fujishima Kunio Mochizuki

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.117-119  (2004)

A top-emitting device has been developed for CCM-AM-OLED
displays. The fabrication method for the transparent cathodes at the
upper portion of the top-emitting device using opposing-targets sput-
tering and the optical design method of the OLED device structure uti-
lizing optical simulation are introduced. A prototype of the CCM top-
emitting device was fabricated by laminating a CCM substrate to a top-
emitting device.

Top-emitting CCM-organic Light Emitting Displays

Hiroshi Kimura

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.127-131  (2004)

In the food, pharmaceutical and many other industries, the capabil-
ity to inspect microorganisms rapidly is required. Fuji Electric has
studied the micro-colony technique as a method for quickly and easily
inspecting microorganisms. From the results of the study, we learned
by using the micro-colony technique it is possible to detect contamina-
tion by bacteria that causes food poisoning, heat-resistant bacteria, and
fungi. The time required for detection was much shorter than in the
case of using the conventional culture method, and the type of microor-
ganism could be determined from the shape of the micro-colony.
Moreover, it is predicted that automated machines will be used in the
future to detect colonies quickly and easily.

Rapid Inspection Technology for Microorganisms

Naohiro Noda Takamasa Asano Yujiro Kitaide

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.123-126  (2004)



非接触 ICカードアプリケーションが急速に広まりを見せている。

それに伴いさまざまな特性のカードや，カード用チップを内蔵した

リストバンド，時計，携帯電話などの異形媒体が市場に投入されつ

つあり，これら多様なメディアとリーダライタ（RW）との相互接

続性確保が重要な課題となっている。本稿では，非接触 ICカード

の無線通信技術に焦点をあててその課題と富士電機の取組みについ

て紹介する。主にデータリンク層と物理層の設計思想から，具体的

な開発・設計手法までを解説する。

無線設計技術と非接触 ICカード

近藤　史郎 四蔵　達之

富士時報 Vol.77 No.2 p.133-136（2004）

本稿では，富士電機で研究開発している最新の最適化手法とそれ

を利用したソリューションの展開について紹介する。最適化手法と

しては，メタヒューリスティク手法および非線形システムの安定性

理論に基づく手法を開発してきており，これらの技術により運用コ

スト最小化，制御品質最良化，機器最小化などのさまざまな顧客ソ

リューションを実現可能である。一例としてエネルギープラント最

適運用におけるセンサ診断を示した。今後も顧客ソリューションを

実現するべく，最適化技術の研究開発を進めていく。

最新の最適化手法とソリューションの展開

北川　慎治 竹中　道夫 福山　良和

富士時報 Vol.77 No.2 p.137-141（2004）

マトリックスコンバータは交流電源から任意の交流電圧を直接変

換するため，インバータに比べ変換効率が高い。また，直流中間部

の電解コンデンサが不要であり，小型，長寿命などの特徴を持つ。

富士電機では，マトリックスコンバータを実用化する新技術を開発

した。本稿では，①低損失で交流スイッチを実現する逆阻止 IGBT，

②小型化，高効率化を可能とする保護技術，③従来のインバータ制

御が容易に適用できる仮想AC-DC-AC方式による制御技術，につ

いて紹介する。

マトリックスコンバータを利用した高効率電力変換

伊東　淳一 小高　章弘 佐藤 以久也

富士時報 Vol.77 No.2 p.142-145（2004）

蒸気タービンの高温・高圧部と低温・低圧部のロータには，それ

ぞれ使用条件に適した機械的特性を有する材料が用いられる。富士

電機では，この両者のロータを溶接によって一体化する異種材料の

狭開先溶接技術を開発した。実機サイズのロータを試作し，狭開先

部の初層裏波溶接および多層溶接を実施し，さらに溶接部の非破壊

試験，機械的特性試験など一連の検証試験を行った。また，地熱用

ロータ翼溝部の補修技術として肉盛溶接（異種材料の溶接）技術も

開発した。今後は製品としての 1ケーシング再熱・非再熱タービン

への適用および地熱ロータ補修への適用を図る。

蒸気タービンロータの異種材料溶接技術

今村　清治 和泉　　栄 飯塚　　実

富士時報 Vol.77 No.2 p.146-149（2004）

放射光施設 SPring-8に 13 社で設置した産業用専用ビームライン

を利用して，Siのトレンチ加工に伴う微小領域のひずみ解析およ

び磁気記録媒体の極薄膜の結晶構造解析について報告する。前者に

ついては，X線をフレネルゾーンプレートで拡大することにより 1

µm以下の空間分解能で 10－5のひずみ測定に成功した。後者につい

ては，微小入射角 X線回折法により 0.8 nmの Ru 層の結晶構造解

析および 20 nmの hcp 磁性層中の fcc 相検出を実現した。SPring-8

の利用によりナノレベルの結晶構造解析が可能となった。

放射光X線によるナノレベル結晶構造解析

田沼　良平 久保 登士和 大沢　通夫

富士時報 Vol.77 No.2 p.150-153（2004）

半導体製造分野のエッチングプロセスにおけるシミュレーション

技術を開発したので紹介する。数値解析では，連続の式，Navier-

Stokes 方程式および拡散方程式を用いた。さらに，配線膜のエッ

チングによる界面形状変化に ALE法を適用している。この手法に

よって得られたエッチング断面の時間変化が観察結果とほぼ一致す

ることを確認し，エッチング形状の予測に本数値解析が有効に利用

できることを示した。

エッチングプロセスのシミュレーション技術

金子　公寿
富士時報 Vol.77 No.2 p.154-157（2004）

漏電遮断器は小型化や世界の主要規格への対応を図ってきている。

電磁界解析も各種手法の開発やコンピュータの高性能化と相まって

三次元大規模解析が実用的になってきている。今回，漏電遮断器の

零相変流器に積分要素法による電磁界解析を適用した。 3 極の零相

変流器の地絡特性，単極特性，平衡特性に対して解析と実測との比

較による検証を行ったので紹介する。各特性とも実用上，十分な精

度が得られた。今後， 4 極の開発への適用をはじめ，電磁界解析を

有効に活用していく予定である。

零相変流器における三次元非線形動的電磁界解析

松本　廣太 工藤　高裕 浅野　久伸

富士時報 Vol.77 No.2 p.158-161（2004）

パワーエレクトロニクスの分野では，パワー半導体の進歩，特に

高速スイッチング化の進展によって，電力変換装置の小型・高性能

化が進んでいる。その反面，高速スイッチング化によるサージの高

電圧化や放射ノイズの増大の問題が顕在化しつつある。富士電機で

は，これらの課題に対して，パワー半導体モジュールの内部構造や

主回路配線構造のシミュレーションによる電磁界解析を行い，低

サージ電圧化，低放射ノイズ化の検討を実施している。本稿では，

これら検討事例について紹介する。

パワーエレクトロニクス主回路構造の解析技術

滝沢　聡毅 ジニー オルゲス

富士時報 Vol.77 No.2 p.162-165（2004）



This paper introduces recent optimization techniques developed at
Fuji Electric and applications of those techniques to customer solu-
tions. We have developed optimization techniques that are meta-
heuristic techniques and techniques based on the theory of stability of
non-linear systems, and these techniques enable various customer
solutions including a reduction in operating costs, optimization of con-
trol quality, and device miniaturization. Sensor-based diagnosis in a
system for the optimal operation of an energy plant is presented as an
example. Fuji Electric will continue to develop optimization techniques
to realize customer solutions.

Recent Optimization Techniques and Applications 
to Customer Solutions

Shinji Kitagawa Michio Takenaka Yoshikazu Fukuyama

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.136-139  (2004)

Recently, contactless smart card applications have rapidly been
spreading in popularity, and various types of cards and differently
shaped media such as wristbands, watches and cell phones containing
built-in ICs for smart cards are appearing on the market. Hence the
inter-connectivity between such media and reading and writing devices
(RWs) is an important issue. Focusing on the wireless communications
technology for contactless smart cards, this paper describes design
concepts for the data link and physical layers as well as specific exam-
ples of Fuji Electric’s development and design methodology.

Wireless Link Design for Contactless Smart Cards

Shiro Kondo Tatsuyuki Shikura

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.132-135  (2004)

In high-temperature high-pressure and low-temperature low-pres-
sure steam turbine rotors, different materials are utilized that have
mechanical properties suitable for the respective conditions of use. 

Fuji Electric has developed narrow gap welding technology for dif-
ferent steel materials to integrate both rotors by welding. A prototype
rotor of actual size was made, first layer welding and multi-layer weld-
ing were implemented, and a series of verification tests such as nonde-
structive tests and mechanical properties tests were performed. 

Fuji Electric has also developed cladding by welding technology
(technology for welding different types of materials) as a technique for
repairing the grooved part of rotor blades in a geothermal turbine.

Fuji Electric aims to apply this welding technology to single-casing
reheat/non-reheat turbine products and to the repair of geothermal
rotors. 

Welding Technology for Different Steel Materials in 
a Steam Turbine Rotor

Seiji Imamura Sakae Izumi Minoru Iizuka

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.144-147  (2004)

Since a matrix converter directly converts arbitrary AC voltages
from an AC power source, its conversion efficiency is higher than that
of an inverter. Moreover, the matrix converter has the characteristics
of small size and long operating life, and it does not require an elec-
trolytic capacitor in an intermediate DC stage. Fuji Electric has devel-
oped new technology for commercializing matrix converters and this
paper describes: (1) a reverse blocking IGBT that achieves AC switch-
ing with low loss, (2) protection technology that enables smaller sizes
and higher efficiency, and (3) control technology based on a virtual AC-
DC-AC system that simplifies the application of conventional inverter
control.

High-efficiency Power Conversion with Matrix 
Converter

Junichi Itoh Akihiro Odaka Ikuya Sato

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.140-143  (2004)

This paper describes a technique for numerical simulation of the
etching process during semiconductor manufacture. The numerical
analysis utilizes an equation of continuity, the Navier-Stokes equation
and a diffusion equation. Furthermore, the ALE method is applied to
the change in interface shape due to etching of the thin film. A time-
varying profile of an etching cross-section simulated by this technique
was largely in agreement with actual observed results, demonstrating
that this numerical analysis technique can be used effectively to predict
the actual etching form.

Technique for Numerical Simulation of the Etching 
Process

Kimihisa Kaneko

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.152-155  (2004)

Using the industrial-use beamlines that were established at
SPring-8 by a consortium of 13 companies, the microscopic strain
accompanied by Si trench processing and the crystalline structures of
extremely thin film magnetic recording media were analyzed. In the
case of the former, X-rays were expanded with a Fresnel zone plate to
successfully measure strain of 10－5 with submicron spatial resolution.
For the latter, a grazing incidence X-ray diffraction technique was used
to analyze the crystalline structure of a 0.8 nm Ru layer and to detect
the fcc phase in a 20 nm hcp magnetic layer. Use of the SPring-8 facili-
ties enable nano-level analysis of crystalline structures.

Nano-level Crystal Structure Analyses for 
Semiconductor Devices and Magnetic
Recording Media using Synchrotron Radiation

Ryohei Tanuma Toshikazu Kubo Michio Ohsawa

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.148-151  (2004)

In the field of power electronics, advances in power semiconduc-
tors and the realization of high-speed switching, in particular, are
enabling power converters to be made smaller and with higher perfor-
mance. However, as switching speeds increase, the problems of higher
surge voltages and radiation noise are becoming more conspicuous.

In response to these problems, Fuji Electric is studying ways to
lower surge voltages and radiation noise by analyzing electromagnetic
fields through the simulation of the internal structures of power semi-
conductor modules and the simulation of power circuit bus bar struc-
tures. This paper describes examples of those studies.

Technology for Simulating Power Electronics Circuit 
Structures

Satoki Takizawa Gjini Orges

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.160-163  (2004)

Earth leakage circuit breakers are being made smaller and in com-
pliance with major global standards. Electromagnetic analysis is used in
practical applications as 3D large-scale analysis made possible by the
combination of various developmental methods and the higher perfor-
mance of computers. Using the integral element method, we have
applied electromagnetic analysis to zero phase-sequence current trans-
formers for earth leakage circuit breakers.

The ground fault characteristics, single pole characteristic and
equilibrium characteristic of a 3-pole zero phase-sequence current
transformer were verified by analysis and measurement, and those
results are reported in this paper. Each of the characteristics was
obtained with a level of accuracy sufficient for practical use. In the
future, we plan to apply this technology to the development of 4-pole
devices and to effectively use electromagnetic analysis.

3-D Electromagnetic Computation for Zero Phase-
sequence Current Transformers

Kota Matsumoto Takahiro Kudo Hisanobu Asano

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.156-159  (2004)



電気，熱，蒸気，空気などのエネルギーを必要とする工場，事務

所，病院，大型ビルなどにおいては，コージェネレーションシステ

ム，ボイラ，冷凍機，コンプレッサなどさまざまな原動力設備が用

いられている。本稿では，原動力設備プラントの運用の全体最適化

を実現する富士電機独自のソリューションおよびそれを支える各種

要素技術の概要について説明する。また，トヨタ自動車（株）の生産

工場の原動力設備プラントに対して，共同で最適運用制御システム

を開発したので，その適用事例を紹介する。

原動力設備プラントの最適運用と適用事例

項　　東輝 川森　　亨 福山　良和

富士時報 Vol.77 No.2 p.166-170（2004）



Various types of energies such as electrical, thermal, steam ener-
gies and compressed air are required in factories, large offices, and hos-
pitals. These energies are produced by various energy utility equip-
ment such as cogeneration systems (CGSs), boilers, refrigerators, and
compressors. This paper describes Fuji Electric’s unique solution for
total optimal operation of energy utility equipment, and shows an
overview of the technologies utilized in the solution. In addition, a
practical control system of the optimal operation for production facili-
ties, which has been developed by a Toyota Motor Corporation and Fuji
Electric jointly, is presented.

Optimal Operation of Energy Utility Equipment and 
its Application to a Practical System

Donghui Xiang Tooru Kawamori Yoshikazu Fukuyama

Fuji Electric Journal  Vol.77 No.2 p.164-168  (2004)
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